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DXの定義

調査概要

本資料では、DXの定義は以下のとおりとします。

「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会
のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、
プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」

※経済産業省「DX推進指標」より
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総論

一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）と株式会社野村総合研究所は、共同で2019年12月か
ら2020年1月にかけて「デジタル化の取り組みに関する調査」を、JUAS会員企業のCIO、IT部門・業務部門・経営
企画部門・デジタル化推進部門の役員・管理職、ならびに情報システム子会社の社長、役員、管理職の方々160
名に行いました。（回答依頼先336名、回答率47.6％）

昨年度の調査では、デジタル化の推進に積極的な企業と、そうでない企業による成果の差が鮮明になりました。

今年度は他社よりも進んでいる企業（トップランナー）が10ポイント増加し約40％になりました。
トップランナー企業の傾向としては、CEOが責任を持つ、他社連携を進めている、IT部門以外でデジタルIT投資の予
算を確保している、デジタル人材の採用・育成が実行段階にある、レガシーシステムが少ない、といった傾向が見られ
ました。

上記のような内容を含めた、経営判断も伴うデジタル戦略を立案する上では、経営企画部門の関与が必要と考え
られ、実際に、デジタル戦略策定については、既に4割超の企業で経営企画部門の関わりがみられました。

組織・風土に関しては、 「組織の壁を超えて協働できる風土」に向けて取り組む企業が最も多くみられました。
しかし、その達成割合でも約12%であり、重要な取り組みと認識されていても、それの達成は容易ではない状況が見
えました。

組織・風土の変革を含め、デジタル化に向けた今後の取り組みが期待されます。
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本体（親会社）が昨年度から約4ポイント増加

基本情報 アンケート回答者（所属企業）
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Q1：ご自身が所属する企業の種別を１つご選択ください。(N=160)

本体 子会社
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情報子会社は親会社と同一業種として、回答企業27業種を7種に分類

基本情報 アンケート回答企業（業種分類）

業種名 業種分類
食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 素材製造
繊維工業 素材製造
パルプ・紙・紙加工製造業 素材製造
化学工業 素材製造
石油・石炭・プラスチック製品製造業 素材製造
窯業・土石製品製造業 素材製造
鉄鋼業 素材製造
非鉄金属・金属製品製造業 素材製造
電気機械器具製造業 機械器具製造
情報通信機械器具製造業 機械器具製造
輸送用機械器具製造業 機械器具製造
その他機械器具製造業 機械器具製造
その他の製造業 機械器具製造
農林漁業・同協同組合、鉱業 サービス
建設業 建築・土木
電気・ガス・熱供給・水道業 社会インフラ
映像・音声情報制作・放送・通信業 社会インフラ
新聞・出版業 社会インフラ
情報サービス業 サービス
宿泊、飲料、旅行サービス業 サービス
運輸業・郵便業 社会インフラ
卸売業 商社・流通
小売業 商社・流通
金融業・保険業 金融
医療業 サービス
教育、学習支援 サービス
その他の非製造業 サービス
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アンケート回答企業（業種分類）

建築・土木 素材製造 機械器具製造 商社・流通 金融 社会インフラ サービス
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デジタル化の取り組み状況



6Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

0.0

0.0

0.6

18.8

16.4

14.5

35.6

41.8

35.8

41.3

38.8

45.5

4.4

3.0

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q4：デジタル化の進展に向けて、日本企業の取り組みの状況について、どのようにお考えですか。(N=160)

欧米企業に対して、進んでいる 欧米企業に対して、あまり進んでいない 欧米企業に対して、多少遅れている
欧米企業に対して、圧倒的に遅れている よく分からない

過去3年間で、欧米企業に対して、
「多少遅れている」、「圧倒的に遅れている」と考える企業が減ってきている。

デジタル化の取り組み状況 日本企業の取り組み状況
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Q5：デジタル化に対する、貴社の取り組み状況について、どのようにお考えですか。(N=160)

他社と比べて、かなり進んでいる 他社と比べて、ある程度、進んでいる 他社と比べて、あまり進んでいない
他社と比べて、かなり遅れている 判断できない、分からない

昨年度と比較して主にセカンドランナーがトップランナーに移行し、
トップランナーの割合が約10ポイント増加。

デジタル化の取り組み状況 他社比較

トップランナー セカンドランナー フォロワー
取組状況により「トップランナー」「セカンドランナー」「フォロワー」に分類し、傾向を分析
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【ご参考】 製造業・非製造業別

デジタル化の取り組み状況 他社比較（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス
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Q5：デジタル化に対する、貴社の取り組み状況について、どのようにお考えですか。

他社と比べて、かなり進んでいる 他社と比べて、ある程度、進んでいる 他社と比べて、あまり進んでいない
他社と比べて、かなり遅れている 判断できない、分からない

2018年度

2019年度

3.5%

2.5%

29.4%
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Q5：デジタル化に対する、貴社の取り組み状況について、どのようにお考えですか。

他社と比べて、かなり進んでいる 他社と比べて、ある程度、進んでいる 他社と比べて、あまり進んでいない

＋15.0 ＋4.8
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デジタル化に対する脅威・機会
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Q6：デジタル化の進展の脅威についてお尋ねします。デジタル化の進展は貴社の既存ビジネスの優位性、永続性に
どの程度影響を与えると考えていますか。(N=160)

既に影響が出ている 破壊的な影響をもたらす可能性がある ある程度は影響する可能性がある
あまり影響があるとは思わない 全く影響はない 判断できない、分からない

デジタル化の進展の脅威について、「既に影響が出ている」「破壊的な影響をもたらす可能性
がある」とする割合は昨年度と同じ傾向。

デジタル化に対する脅威・機会 既存ビジネスの優位性・永続性
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既に影響が出ている 破壊的な影響をもたらす可能性がある ある程度は影響する可能性がある あまり影響があるとは思わない

17.6%

13.8%
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35.0%

48.2%

46.3%

2.4%

5.0%

1.2%

0.0%
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既に影響が出ている 破壊的な影響をもたらす可能性がある ある程度は影響する可能性がある
あまり影響があるとは思わない 判断できない、分からない

Q6：デジタル化の進展の脅威についてお尋ねします。デジタル化の進展は貴社の既存ビジネスの優位性、永続性にどの程度影響を与えると考えていますか。

製造業では「既に影響が出ている」企業が減少したが、
非製造業では逆に増加した。

デジタル化に対する脅威・機会 既存ビジネスの優位性・永続性（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

2018年度

2019年度 Q6：デジタル化の進展の脅威についてお尋ねします。デジタル化の進展は貴社の既存ビジネスの優位性、永続性にどの程度影響を与えると考えていますか。

－8.2

＋6.2
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Q6S1：デジタル化の進展が与える影響を踏まえ、貴社のビジネスを、どのようにしていこうとお考えですか。(N=158)

既存ビジネスにおいて、サービス開発や業務効率化などデジタル化を推進するが、ビジネスモデル自体はこれからもあまり変わらない
現在のビジネスモデルを継続しつつ、新しいビジネスモデルも開拓する必要がある
現在のビジネスモデルを抜本的に変革する必要がある（顧客チャネル/サプライチェーンの改革など）
現在のビジネスに拘らず、全く異なる新しいビジネスを創造する必要がある

9割以上の企業が、新しいビジネスモデルの開拓や抜本的なビジネスモデルの変革が必要と感じ
ている。

デジタル化に対する脅威・機会 ビジネスの方向性
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Q6S2：競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス
人材 ブランド 規制への対応力 その他 特になし
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Q6S3：新たな競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス

人材 ブランド 規制への対応力 その他 特になし

昨年度同様、「顧客基盤」「製品・サービスそのもの」の2つが、強みとしての過半を占める。
将来は、製品・サービス、研究・開発力や人材に強みを発揮したいと考えている。

デジタル化に対する脅威・機会 新たな競合に対する自社の強み（現在と将来）

2018年度

2019年度
強みは、昨年度と変わらず

製品・サービス、研究・開発力、人材に強みを発揮したい

現在 その他（自由回答）
• 事業会社の意向に沿った対応ができること
• 制度的に独自のポジションを有している
• 提供価格

将来 その他（自由回答）
• フィジカルに家庭・世帯にリーチできるネットワーク
• 現場の人間力
• デジタルを活用したSCM機能、データ分析機能
• 提供価格
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Q6S2：新たな競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。 ・
現在

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス 人材 ブランド その他

製造業は自社の強みを顧客基盤から製品・サービスにシフトさせてきている一方、
非製造業では顧客基盤を強みと捉える割合がより増大している。

デジタル化に対する脅威・機会 新たな競合に対する自社の強み（現在と将来）（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

31.7%

38.2%

3.7%

17.1%

3.7%

7.9%

25.6%

15.8%

19.5%
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9.8%
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2.6%
1.3%

1.2%
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製造業 (N=82)

非製造業 (N=76)

Q6S3：新たな競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。 ・現在

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス 人材 ブランド 規制への対応力 その他 特になし

2018年度

2019年度

＋8.5

＋4.8－8.2
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Q7：貴社の経営・事業部門はデジタル化の進展が与える影響を理解し、全社でその影響度を共有していますか。
(N=160)

大いに理解・共有している ある程度、理解・共有している あまり理解・共有していない 全く理解・共有していない 判断できない、分からない

経営・事業部門による、デジタル化の進展が与える影響の理解と、全社への影響度の共有が、
年々進展している。

デジタル化に対する脅威・機会 デジタル化の進展が与える影響度の共有状況
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デジタル化の取り組み状況
1. トップランナーの割合が39.4%となり、前年度よりも約10ポイント増加。業種別でみると、建築・土

木業と社会インフラ業の増加度合いが顕著。

既存ビジネスの優位性・永続性
1. デジタル化の進展が自社の既存ビジネスの優位性・永続性に対して「既に影響が出ている」と考

える企業の割合が、製造業では前年度より8.2ポイント減少し、9.4%となった。一方、非製造業
では6.2ポイント増加して20.0%となっており、製造業と非製造業で顕著な差がみられた。

デジタルビジネスの方向性
1. 9割以上の企業が、新しいビジネスモデルの開拓、抜本的なビジネスモデルの変革、及び新しいビ

ジネスモデル創造の必要性を感じている。
 既存のビジネスを継続しつつ、新しいビジネスモデルの開拓を検討する企業が75%。
 抜本的なビジネスモデルの変革や、新しいビジネスモデル創造の必要性を感じている企業が

16％。

アンケート結果の考察１ （デジタルビジネスに関する認識） （１／２）

考察
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アンケート結果の考察１ （デジタルビジネスに関する認識） （２／２）

考察

デジタル化の進展における競合と自社の強み
1. 過去2年と同様、「顧客基盤」「製品・サービスそのもの」の2つが、自社の強みとしての過半を占め

る。
2. 製造業は自社の強みを顧客基盤から製品・サービスにシフトさせてきている一方、非製造業では

顧客基盤を強みと捉える割合がより増大している。

デジタル化の進展が与える影響度の共有
1. 年々、経営・事業部門におけるデジタル化進展の影響の理解度は高まっている。
2. 前年と同様、トップランナーとセカンドランナーとの差が顕著に出ている。デジタル化の取り組み状況

が他社より進んでいると考える企業では、経営・事業部門における影響の理解度が高い。
3. レガシーシステムが少ないほど、デジタル化の進展が与える影響を大いに理解・共有している企業

が多い。（但しレガシーシステムだけが要因ではないと拝察）
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デジタル関連の戦略策定と施策推進



19Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

本調査におけるデジタル関係の戦略策定と施策推進の組織の定義

デジタル関連の戦略策定と施策推進

(1) 経営企画部門
中心 (2) 事業部門中心 (3) IT部門中心 (4) デジタル化推進部

門中心 (5) 情報子会社中心 (6) デジタル専業会社
中心

概要 経営企画部門の中で
デジタル推進

事業部門別にデジタル機
能を配置 IT部門内にデジタル機能を

配置
経営直下に全社横断して
デジタル化推進部門を配
置

情報子会社内にデジタ
ル機能を配置 デジタル専門会社を設立

組織形態
イメージ

経営

事
業
部
門

事
業
部
門

IT部門

デジタル・・・
事
業
部
門

事
業
部
門

・・・
Ｉ
Ｔ
部
門

デジタル化
推進部門

情報子会社 情報子会社

事
業
部
門

事
業
部
門
・・・

Ｉ
Ｔ
部
門

情報子会社

経営
経営企画部門 経営企画

部門デジタル
経営企画
部門

経営

事業
部門

事業
部門

Ｉ
Ｔ
部
門

情報子会社

経営企画
部門

デジタル デジタル

経営 経営

事
業
部
門
・・・

Ｉ
Ｔ
部
門

デジタル
専門
子会社

事
業
部
門

情報子会社

経営企画
部門

事
業
部
門

事
業
部
門
・・・

Ｉ
Ｔ
部
門

情報子会社

経営

経営企画
部門

デジタル
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29.4

19.4

13.9

25.6

27.3

32.1

15.6

13.9

13.9

6.9

12.1

12.7

19.4

23.6

24.8

3.1

3.6

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q8：現在、デジタル化推進の責任を誰が負っていますか。(N=160)

CEO、社長、代表取締役 CIOもしくはIT部門長
CDO、CTO等のデジタル担当役員 事業部門担当役員
明確ではない その他

CEO、社長、代表取締役がデジタル化の責任を担う企業の割合は、年々増えてきている。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル化推進の責任

その他（自由回答）
• CIO兼CDOの役員
• 企画部門担当役員
• 経営企画担当役員
• 複数の役員･部門長がそれぞれ責任を負っている
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29.9

34.9

30.6

13.6

15.9

22.2

9.7

18.2

25.5

25.4

26.4

22.7

7.0

6.3

5.6

13.6

18.5

4.8

27.8

27.3

3.2

6.3

0.0

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q8：現在、デジタル化推進の責任を誰が負っていますか。

CEO、社長、代表取締役 CDO、CTO等のデジタル担当役員 CIOもしくはIT部門長 事業部門担当役員 明確ではない その他

トップランナーは、CEO、CDOがデジタル化の責任を負っている割合が高い。
デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル化推進の責任（取組別）
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36.3

35.8

27.9

12.5

18.2

15.2

30.6

27.3

37.0

11.9

12.1

16.4

3.8

3.6

2.4

5.0

3.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q9：デジタルビジネスに関わる戦略を策定していますか。(N=160)

実行中 実行に向けて準備中（戦略策定済み） 現在策定中 策定予定はあるがまだ未着手 策定・実行する予定はない 分からない

デジタル化に向けて戦略を実行中、策定済みまたは策定中とする企業の割合は変わらない。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル戦略の策定
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55.1

29.9

18.5

24.5

18.4

7.4

20.4

25.3

44.4

0.0

14.9

25.9

0.0

5.7

3.7

0.0

5.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=49)

セカンドランナー(N=87)

フォロワー(N=27)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q9：デジタルビジネスやデジタル化の進展への対応に向けた戦略を策定していますか。

実行中 実行に向けて準備中（戦略策定済み） 現在策定中 策定予定はあるがまだ未着手 策定・実行する予定はない 分からない

61.9

22.2

9.1

11.1

12.5

18.2

19.0

36.1

50.0

4.8

16.7

13.6

0.0

6.9

4.5

3.2

5.6

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q9：デジタルビジネスに関わる戦略を策定していますか。

実行中 実行に向けて準備中（戦略策定済み） 現在策定中 策定予定はあるがまだ未着手 策定・実行する予定はない 分からない

戦略の策定済み状況をみると、トップランナーと、セカンドランナーおよびフォロワーで、戦略策定
済みの企業の割合の差が、昨年度よりも広がった。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル戦略の策定

2018年度

2019年度
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①デジタル戦略の策定について、 、40%超の企業で経営企画部門が関わっている。
②50%超の企業で複数組織が関わり策定している。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル戦略の策定

デジタルビジネスに関わる戦略を策定する役割

(A) 8.2% (B) 36.3%

(C) 34.3% (D) 21.2%

単独で
策定

複数組織
が策定

経営企画部門が関わる 経営企画部門が関わらない

42.5% 57.5%合計

44.5%

55.5%

合計

①

②

（※）事業部門とIT部門が担っている企
業では、デジタル戦略を別々に策定している
割合が他のパターンと比較して多い。
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①デジタル施策の推進は、事業部門やIT部門が中心となって担っている。
②3割程度の企業ではデジタル化推進部門も関わっている。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル施策の推進

デジタル施策を推進する役割

(A) 20.6% (B) 11.9%

(C) 58.7% (D) 8.8%

デジタル化
推進部門
が関わる

デジタル化
推進部門
が関わら
ない

事業部門またはIT部門
が関わる

事業部門もIT部門
も関わらない

79.3% 20.7%合計

32.5%

67.5%

合計

①

②
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将来的なデジタル施策の推進の担い手は、デジタル化推進部門とする企業が増加。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル施策の推進

デジタル施策を推進する役割
現在 将来（5年後）

(A) 20.6% (B) 11.9%

(C) 58.7% (D) 8.8%

デジタル
化推進
部門が
関わる

デジタル
化推進
部門が
関わら
ない

事業部門または
IT部門が関わる

事業部門もIT部
門も関わらない

79.3% 20.7%合計

32.5
%

67.5
%

合
計

(A) 30.0% (B) 20.0%

(C) 45.0% (D) 5.0%

デジタル
化推進
部門が
関わる

デジタル
化推進
部門が
関わら
ない

事業部門または
IT部門が関わる

事業部門もIT部
門も関わらない

75.0% 25.0%合計

50.0
%

50.0
%

合
計
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24.4

49.4

30.0

68.1

0.0

21.8

47.9

21.2

55.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社がデジタル・プラットフォーマーである

デジタル・プラットフォーマーと対等な関係で連
携・協業し、事業を展開している

デジタル・プラットフォーマーは取引先・チャネル
である（商品やコンテンツの提供等、供給…

デジタル・プラットフォームを利用する立場であ
る（クラウドサービス、SNS等、利用者とし…

デジタル・プラットフォーマーとの接点はない

Q11：デジタル・プラットフォーム（オンライン・プラットフォーム）を運営・提
供する事業者（デジタル・プラットフォーマー）との関わりについて、現在の
自社の立ち位置と、将来（５年後）の目標について、どのようにお考えで

すか。（将来（5年後）の自社の立ち位置の目標）(N=160)

2019年度（N=160） 2018年度（N=165）

12.5

16.3

25.6

85.0

2.5

6.1

18.8

20.6

74.5

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社がデジタル・プラットフォーマーである

デジタル・プラットフォーマーと対等な関係で連携・
協業し、事業を展開している

デジタル・プラットフォーマーは取引先・チャネルで
ある（商品やコンテンツの提供等、供給者とし

て）

デジタル・プラットフォームを利用する立場である
（クラウドサービス、SNS等、利用者として）

デジタル・プラットフォーマーとの接点はない

Q11：デジタル・プラットフォーム（オンライン・プラットフォーム）を運営・提
供する事業者（デジタル・プラットフォーマー）との関わりについて、現在の
自社の立ち位置と、将来（５年後）の目標について、どのようにお考えで

すか。（現在の自社の立ち位置）(N=160)

2019年度（N=160） 2018年度（N=165）

将来的に、デジタルプラットフォームを利用する立場から、デジタルプラットフォーマーを目指す企
業や、それと対等な関係での連携・協業を目指す企業が増えてくると予想される。

デジタル化に対する脅威・機会 デジタルプラットフォーマーとの関わり

現在 将来

＋12

＋33

－17
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あらゆるデータを分析し、経営判断に活用している企業は6.2%に留まっている。
70％は、部分的なデータ分析で、その結果を部分的に経営判断に活用している。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 経営に関わるデータ分析結果に基づく行動

0.6 5.6 16.3 70.0 6.3 0.01.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q13：売上データ・マーケティングデータ・生産管理データなどの経営に関わるデータ分析および分析結果に基づく行
動をどのようにしていますか。(N=160)

あらゆるデータを分析しており、その結果を全般的に経営判断に活用している
あらゆるデータを分析しており、その結果を部分的に経営判断に活用している
部分的なデータを分析しており、その結果を全般的に経営判断に活用している
部分的なデータを分析しており、その結果を部分的に経営判断に活用している
ほとんどデータを分析していない
データを分析する必要性がないと考えている
その他
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デジタル化推進の責任者
1. デジタル化の責任をCEOが担う企業は年々増加しており、前年度から10ポイント増加し29.4%と

なった。
2. トップランナーでは、95%の企業でデジタル化推進の責任が明確となっている。一方、セカンドラン

ナーとフォロワーでは、約30%の企業が明確ではない。
デジタル戦略の策定

1. 40%超の企業で経営企画部門が関わっており、トップの意を受けた経営企画部門が、他部門の
参画を得て戦略を取りまとめていると推察される。

2. 経営企画部門が関わらず事業部門とIT部門が策定を担う企業では、比較的、デジタル戦略が
別々に作成されている割合が多い。

デジタル化施策の推進
1. 施策推進の段階に移ると、事業部門やIT部門がリーダーシップを持ち進めようとしている。

事業部門が関わる企業は戦略策定時より7.4ポイント増、IT部門が関わる企業は6.7ポイント増。

アンケート結果の考察２ （デジタル化の推進）（１／２）

考察
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デジタルプラットフォーマーとの関わり
1. 特にトップランナーは、自身がデジタルプラットフォーマーを目指す、あるいは、対等な関係での連携・

協業を目指しており、将来、そのような企業が増えてくると予想される。
経営に関わるデータ分析結果に基づく行動

1. トップランナーを中心に、売上・生産管理などの経営に関わるあらゆるデータ分析をしている企業は
あるものの、現状では全体の約6%に留まっている。

アンケート結果の考察２ （デジタル化の推進）（２／２）

考察
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デジタル化の課題や解決の工夫
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26.9

13.8

11.9

12.5

22.5

10.6

31.3

18.8

12.5

4.4

9.4

8.8

16.3

20.0

18.1

1.9

2.5

5.0

5.0

10.0

16.9

0.6

1.9

14.4

1.3

0.6

0.0

1 10.0

0.6

0.0

0.0

0.0

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=160)

第２位(N=160)

第３位(N=160)

Q14：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択ください。

新しい事業、ビジネスモデルの創出 新しい商品・サービスの創出 顧客への価値提供に関わる革新 販売・流通形態、サプライチェーンの刷新
生産性向上につながる画期的なプロセス改革 調査・研究・開発期間の短縮 情報活用の高度化による意思決定の迅速化 勤務形態の多様化など働き方の改革
その他 第２位はなし 第３位はなし

デジタル化への対応により解決したい課題は、昨年度と同様、「顧客への価値提供の革新」、
「新ビジネス創出」、 「生産性向上に繋がるプロセス改革」が上位を占める。

デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化への対応により解決したい課題

27.3

12.7

12.1

13.9

22.4

13.3

29.7

22.4

13.3

3.6

7.9

11.5

19.4

19.4

18.2

2.4

1.2

0.6

1.8

8.5

12.1

1.8

4.2

12.1

0.0

0.0

0.0

0.0

1.2

0.0

0.0

0.0

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=165)

第２位(N=165)

第３位(N=165)

Q13：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択ください。

新しい事業、ビジネスモデルの創出 新しい商品・サービスの創出 顧客への価値提供に関わる革新 販売・流通形態、サプライチェーンの刷新

生産性向上につながる画期的なプロセス改革 調査・研究・開発期間の短縮 情報活用の高度化による意思決定の迅速化 勤務形態の多様化など働き方の改革

その他 第２位はなし 第３位はなし

2018年度

2019年度
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デジタル化への対応により解決したい課題は、昨年度と同様、「顧客への価値提供の革新」、
「新ビジネス創出」、 「生産性向上に繋がるプロセス改革」が上位を占める。

デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化への対応により解決したい課題
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顧客への価値提供に関わる革新

新しい事業、ビジネスモデルの創出

生産性向上につながる画期的なプロセス改革

新しい商品・サービスの創出

情報活用の高度化による意思決定の迅速化

販売・流通形態、サプライチェーンの刷新

調査・研究・開発期間の短縮

勤務形態の多様化など働き方の改革

第３位はなし

第２位はなし

デジタル化への対応により解決したい課題（第１位、第２位、第３位の合算）

第１位(N=160) 第２位(N=160) 第３位(N=160)
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トップランナーでは、「顧客への価値提供に関わる革新」が課題として重視されるようになった。
デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化への対応により解決したい課題（第一位の取組別）

28.6

22.2

40.9

11.1

18.1

0.0

34.9

30.6

18.2

3.2

5.6

4.5

15.9

15.3

18.2

1.6

1.4

4.5

3.2

4.2

13.6

0.0

1.4

0.0

1.6

1.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

新しい事業、ビジネスモデルの創出 新しい商品・サービスの創出 顧客への価値提供に関わる革新
販売・流通形態、サプライチェーンの刷新 生産性向上につながる画期的なプロセス改革 調査・研究・開発期間の短縮
情報活用の高度化による意思決定の迅速化 勤務形態の多様化など働き方の改革 その他

36.7

21.8

25.9

22.4

10.3

11.1

26.5

33.3

22.2

0.0

4.6

7.4

12.2

21.8

25.9

2.0

2.3

3.7

0.0

3.4

0.0

0.0

2.3

3.7

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=49)

セカンドランナー(N=87)

フォロワー(N=27)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q13：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択ください。[SA_MATRIX]・第１位

新しい事業、ビジネスモデルの創出 新しい商品・サービスの創出 顧客への価値提供に関わる革新
販売・流通形態、サプライチェーンの刷新 生産性向上につながる画期的なプロセス改革 調査・研究・開発期間の短縮
情報活用の高度化による意思決定の迅速化 勤務形態の多様化など働き方の改革 その他

2018年度

2019年度 Q14：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択ください。[SA_MATRIX]・第１位
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解決したい上位課題において、既に成果が出ているとする企業は一部に留まっているが、その中でも、
生産性向上に繋がる画期的なプロセス改革の課題について成果が出ているとする企業の割合が高い。

デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化への対応により解決したい課題（第１～３位合算の実施状況と成果有無）

11.1 

24.6 

35.3 

47.1 

57.8 

36.4 

19.2 

55.6 

88.9 

75.4 

64.7 

52.9 

42.2 

63.6 

80.8 

44.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新しい事業、ビジネスモデルの創出(N=54)

新しい商品・サービスの創出(N=57)

顧客への価値提供に関わる革新(N=68)

販売・流通形態、サプライチェーンの刷新
(N=17)

生産性向上につながる画期的なプロセス改革
(N=64)

調査・研究・開発期間の短縮(N=11)

情報活用の高度化による意思決定の迅速化
(N=26)

勤務形態の多様化など働き方の改革(N=18)

実施済み・試行中の課題についての成果の有無

成果が出ている 成果はまだ出ていない（今後期待している）

64.3 

78.1 

68.0 

47.2 

73.6 

73.3 

51.0 

66.7 

26.2 

19.2 

27.0 

44.4 

20.7 

13.3 

41.2 

33.3 

9.5 

2.7 

5.0 

8.3 

5.7 

13.3 

7.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新しい事業、ビジネスモデルの創出(N=84)

新しい商品・サービスの創出(N=73)

顧客への価値提供に関わる革新(N=100)

販売・流通形態、サプライチェーンの刷新
(N=36)

生産性向上につながる画期的なプロセス改革
(N=87)

調査・研究・開発期間の短縮(N=15)

情報活用の高度化による意思決定の迅速化
(N=51)

勤務形態の多様化など働き方の改革(N=27)

実施済み・試行中 計画中 未着手

デジタル化への対応により解決したい課題1～３位合算の検討・進捗状況

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼：2018年度の割合
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レガシーシステムが少ないほど、解決したい課題に対して、施策を実施済みで既に成果が出て
いるとする企業が多い。

デジタル化の課題や解決の工夫 解決したい課題の検討状況（第1位～第3位）（レガシー別）

11.9 

35.7 

12.4 

10.2 

5.5 

8.9 

4.8 

10.5 

7.5 

10.2 

11.3 

14.3 

18.3 

6.1 

7.8 

34.5 

26.2 

30.7 

33.3 

43.0 

27.2 

14.3 

23.5 

34.7 

27.3 

6.2 

4.8 

4.6 

8.2 

6.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

既にレガシーシステムはない(N=42)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=153)

半分程度がレガシーシステムである(N=147)

ほとんどがレガシーシステムである(N=128)

デジタル化への対応により解決したい課題1～３位合算の検討・進捗状況

成果が出ている 成果はまだ出ていない（今後期待している） 成果が出ている 成果はまだ出ていない（今後期待している） 計画中 未着手
【実施済み】 【試行中】
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26.9

30.3

25.5

41.3

36.4

36.4

5.0

4.8

5.5

10.6

17.0

14.5

2.5

3.6

3.0

3.1

1.8

5.5

6.3

4.2

7.3

4.4

1.8

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

財務的な指標（売上、利益、コスト削減等）
顧客の満足度や行動に関わる指標（顧客体験（CX）、双方向コミュニケーション等）
ビジネスサイクルの短縮
業務の効率化
従業員の変化（能力・意識向上等）
品質・安全性の改善（事故、ダウンタイム等の減少）
明確には設定していない
その他

最も解決したいデジタル化の課題における効果指標として、従来と同様、顧客の満足度や
行動に関わる指標を重要視する企業が多い。

デジタル化の課題や解決の工夫 課題解決において最も重視する効果指標（第1位）

Q14S1：解決したい課題の第１位「（Q14代入 第１位の回答結果）」について、もっとも重視する効果指標を１つご選択ください。(N=160)

その他回答（2019年度）：
• 親会社事業における導入・定着に依存
• 顧客自身がわかってないニーズに対する提案
• 対応可能要員数
• グループ・ガバナンスの強化
• 新素材開発期間の短縮
• 生産性向上とコストダウン
• 労働力不足への対応と建設作業フィールドの安全性向上
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9.4

71.9

73.1

65.0

30.0

11.9

15.0

3.1

2.5

9.7

69.7

79.4

53.3

25.5

8.5

9.1

2.4

3.0

10.9

72.1

65.5

58.2

26.1

11.5

11.5

1.8

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テーマ選定や審査を厳格化

できることから小さく始める

トライ＆エラー、PoCを繰り返し実施

検討体制、人選

従業員への教育強化

効果指標を達成するための先行指標を設定（例：プロセス指標、バラン…

実施主体の裁量を大きくする

その他

特になし

Q14S7：デジタル化への対応により解決したい課題の１位～３位について、課題解決に向け、どのような工夫をしていますか。
（複数選択可） (N=160)

2019年度（N=160） 2018年度（N=165） 2017年度（N=165）

デジタル化の課題解決に向けた工夫の傾向についてみると、従来と同様、 「トライ＆エラー」 「小さくはじ
める」「検討体制、人選」が上位を占める。その中で、検討体制、人選を行う企業が昨年より増加。

デジタル化の課題や解決の工夫 課題解決にあたり工夫している点

＋11.7
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7割の企業が、PoCのために短期的な効果を求めない予算を活用している。

デジタル化の課題や解決の工夫

69.4 27.5 3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q14S8：PoCの実施促進のため、収益増大やコスト削減等の短期的な効果を求めない予算
（研究開発費等）を活用していますか。(N=160)

活用している 活用していない その他
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70.1

85.7

63.9

45.5

26.8

11.1

34.7

45.5

3.2

3.2

1.4

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q14S8：PoCの実施促進のため、収益増大やコスト削減等の短期的な効果を求めない予算（研究開発費
等）を活用していますか。

活用している 活用していない その他

トップランナーにいくほど、PoCのために短期的な効果を求めない予算を活用している。

デジタル化の課題や解決の工夫
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30.6

73.8

46.9

54.4

61.3

30.0

54.4

21.9

48.1

26.3

2.5

0.0

35.2

59.4

35.2

37.6

66.1

22.4

66.1

13.3

38.8

23.6

0.0

1.2

32.7

63.6

32.7

44.8

58.8

17.0

55.2

17.6

34.5

20.0

1.8

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業規模・収益性（マネタイズ）

効果が不透明な時に実行するための決断・合意形成、リーダーシップ

連携パートナー、取引先等社外ステークホルダーとの合意形成

既存事業部門等社内の協力獲得

検討体制・リソースの確保

リーンスタートアップやアジャイル開発等の方法論の習得

これまでとは異なるデジタル人材の確保

デジタル化の取組を加速し、適性に評価するための人事制度の刷新

リスクテイクするための社風・文化の変革

既存情報システムの改修スピード、コスト

その他

特になし

Q14S9：デジタル化を推進する上で、重要と考えている要因は何であると考えていますか。（複数選択可）(N=160)

2019年度（N=160） 2018年度（N=165） 2017年度（N=165）

課題としては、「決断・リーダーシップ」「検討体制・リソース確保」 「社内の協力獲得」 「デジタル人材
確保」が上位を占める。

デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化を推進する中での課題

※2019年度は、設問を「デジタル化を推進する中での課題」から、 「デジタル化を推進する上で重要と考えている要因」として変更。
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デジタル化の進展に向けた協業・連携
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51.3

43.0

39.4

24.4

27.3

29.7

16.9

23.6

21.8

5.0

2.4

5.5

2.5

3.6

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q15：デジタルビジネスを推進するにあたり、他社との連携の必要性を感じますか。(N=160)

既に他社と連携して進めている 他社との連携を模索中 他社との連携の必要性を感じているが、未着手
自社単独で対応 判断できない、分からない

デジタルビジネスを推進するにあたり、他社と連携して進める企業は増加し続けている。

デジタル化の進展に向けた協業・連携 他社との連携の必要性
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13.5

11.0

60.6

65.8

20.6

35.5

17.4

4.5

16.0

15.3

50.0

53.3

24.7

30.7

10.7

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

顧客開拓

販売チャネルの拡大

アイデアを具現化するサポート

技術の獲得

業務プロセス等のノウハウ

情報の獲得

課題への理解・共感

その他

Q14S2：連携が重要と考える相手先として、第１位「（Q14S1 第１位の回
答結果）」を選択した理由をご選択ください。（複数選択可）(N=155)

2018年度（N=155） 2017年度（N=150）

他業界の企業との連携については、昨年度と同じく、アイデアを具現化するサポートと、技術の
獲得を重要視されている。また、事業連携・協業（エコシステム）も重要視されている。

デジタル化の進展に向けた協業・連携

20.3

20.9

60.1

66.9

62.2

20.9

32.4

22.3

0.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

顧客開拓

販売チャネルの拡大

アイデアを具現化するサポート

事業連携・協業（エコシステム）

技術の獲得

業務プロセス等のノウハウ

情報の獲得

課題への理解・共感

その他

連携を重要視していない

Q15S1：「他業界の企業」との連携について、何を重要視す
るかをご選択ください。（複数選択可）(N=148)

2017年度
2018年度 2019年度

※2019年度より「事業連携・協業（エコシステム）」を追加、「設備等生産能力の拡大」を削除
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デジタル化の課題
1. 解決したい課題としては、昨年度と同様、「顧客への価値提供の革新」、 「新ビジネス創出」、 「生産
性向上に繋がるプロセス改革」を挙げる割合が高い。

2. 解決したい上位課題において、既に成果が出ているとする企業は一部に留まっているが、その中でも、生
産性向上に繋がる画期的なプロセス改革の課題について成果が出ているとする企業の割合が高い。

3. レガシーシステムが少ないほど、解決したい課題に対して、施策を実施済みで既に成果が出ているとする
企業が多い。（但しレガシーシステムだけが要因ではないと拝察）

4. 解決したいデジタル化の課題の効果指標について、昨年度と同様、顧客の満足度や行動に関わる指
標と、財務的な指標を重要視する企業が多い。

5. デジタル化の課題解決に向けた工夫の傾向についてみると、従来と同様、 「トライ＆エラー」 「小さくはじ
める」「検討体制、人選」が上位を占める。その中でも、検討体制、人選を行う企業が昨年より約12ポ
イント増加し65%（第３位）。

6. デジタル化の取り組みが進んでいる企業ほど、PoCのために短期的な効果を求めない予算を活用してお
り、トップランナーでは約9割が活用している。

7. デジタル化を推進する上での課題としては、課題としては、「決断・リーダーシップ」「検討体制・リソース確
保」 「社内の協力獲得」 「デジタル人材確保」が上位を占める。

アンケート結果の考察３ （デジタル化を推進する上での課題や解決の工夫）（１／２）

考察
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デジタル化の進展に向けた協業・連携
1. デジタルビジネスを推進するにあたり、他社と連携して進める企業は、昨年より約8ポイント増加して

51%になった。その主な要因はフォロワーの変化であり、昨年より31ポイント増加。
2. 他社と連携する主な理由として、事業連携・協業（エコシステム）、技術獲得、およびアイデア具現

化が挙げられている。

アンケート結果の考察３ （デジタル化を推進する上での課題や解決の工夫）（２／２）

考察
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デジタルIT投資
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本調査におけるデジタルIT投資、および攻め／守りのIT投資の定義

デジタルIT投資

デジタルIT投資

以下のようなIoT (Internet of Things）関連、AI（人工知能）、ロボット
などのデジタル技術に対するIT投資。

IoT (Internet of Things）関連
AI（人工知能）
ブロックチェーン、仮想通貨
X-Tech（FinTech、HealthTechなど）
VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR(複合現実）
ウェアラブルコンピューティング
ロボット、RPA（Robotic Process Automation）
5G

攻めのIT投資・守りのIT投資

攻めのIT投資：ビジネスにおける新しい施策を展開するためのIT投資
守りのIT投資：現行ビジネスを維持・運営するためのIT投資
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0.0

0.0

1.3

1.3

1.3

0.6

3.9

7.8

2.6

15.6

7.8

23.4

8.4

19.5

17.5

17.5

20.1

12.3

35.1

1.9

1.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在(N=154)

今後（３年後）(N=154)

Q15：IT投資における予算配分についてお尋ねします。攻めのIT投資と守りのIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）につ
いて、現在、および、今後（３年後）の目標それぞれに対し、ご選択ください。

攻め100％：守り0％ 攻め90％：守り10％ 攻め80％：守り20％ 攻め70％：守り30％ 攻め60％：守り40％ 攻め50％：守り50％
攻め40％：守り60％ 攻め30％：守り70％ 攻め20％：守り80％ 攻め10％：守り90％ 攻め0％：守り100％

0.0

0.0

1.3

2.0

1.3

3.4

0.7

7.4

2.0

10.7

8.7

25.5

9.4

16.8

18.8

22.8

24.2

9.4

30.9

1.3

2.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在(N=149)

今後（３年後）(N=149)

Q16：IT投資における予算配分についてお尋ねします。攻めのIT投資と守りのIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）につ
いて、現在、および、今後（３年後）の目標それぞれに対し、ご選択ください。

攻め100％：守り0％ 攻め90％：守り10％ 攻め80％：守り20％ 攻め70％：守り30％ 攻め60％：守り40％ 攻め50％：守り50％
攻め40％：守り60％ 攻め30％：守り70％ 攻め20％：守り80％ 攻め10％：守り90％ 攻め0％：守り100％

昨年度と同様に、攻めのIT投資の意欲は高く、今後は増やす傾向。

デジタルIT投資 ＩＴ投資における予算配分

2018年度

2019年度
攻め 守り

※「わからない」の回答を除外



50Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

昨年よりも攻めのIT投資の割合を下げた業界が多く、レガシー対応が認知された現れと
考えられる。

デジタルIT投資 ＩＴ投資における予算配分（業種別）

▼：2018年度の「攻め50%：守り50%」と「攻め40%：守り60%」の境界

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.3

0.0

4.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.3

0.0

2.0

0.0

0.0

4.2

0.0

0.0

0.7

0.0

2.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.0

0.0

2.0

4.3

0.0

0.0

3.8

0.0

8.7

0.0

8.0

13.0

0.0

4.2

11.5

20.0

9.4

12.5

6.0

8.7

0.0

20.8

11.5

0.0

18.8

50.0

20.0

21.7

0.0

12.5

19.2

10.0

24.2

25.0

18.0

43.5

37.5

20.8

15.4

30.0

30.9

12.5

32.0

8.7

62.5

37.5

38.5

30.0

2.7

0.0

6.0

0.0

0.0

0.0

0.0

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=8)

素材製造(N=50)

機械器具製造(N=23)

商社・流通(N=8)

金融(N=24)

社会インフラ(N=26)

サービス(N=10)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q16：IT投資における予算配分についてお尋ねします。攻めのIT投資と守りのIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）につ
いて、現在、および、今後（３年後）の目標それぞれに対し、ご選択ください。・現在

攻め100％：守り0％ 攻め90％：守り10％ 攻め80％：守り20％ 攻め70％：守り30％ 攻め60％：守り40％ 攻め50％：守り50％
攻め40％：守り60％ 攻め30％：守り70％ 攻め20％：守り80％ 攻め10％：守り90％ 攻め0％：守り100％

※「わからない」の回答を除外

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼
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デジタル化に関わる投資について、トップランナーではIT部門以外のIT投資予算を拡大する一
方で、フォロワーはIT部門の予算にまとめていく傾向が見られる。

デジタルIT投資 デジタル化予算の取得（取組別）

※「わからない」の回答を除外

23.3

29.7

26.1

11.6

17.6

13.0

18.6

18.9

17.4

14.0

4.1

4.3

4.7

6.8

4.3

4.7

2.7

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=33)

セカンドランナー(N=59)

フォロワー(N=16)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q16S1：IT部門以外が管理するデジタル化に関わる投資の予算は、IT部門が管理するIT投資予算と対比しておおよそどの程
度の割合か１つご選択ください。

5％以下 6～10％ 11～30％ 31～50％ 51～100％ 101％より多い（IT投資予算より多い）

16.7

25.4

60.0

21.4

9.5

13.3

9.5

12.7

0.0

11.9

6.3

13.3

4.8

3.2

6.7

9.5

4.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=31)

セカンドランナー(N=39)

フォロワー(N=14)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q17S1：IT部門以外が管理するデジタル化に関わる投資の予算は、IT部門が管理するIT投資予算と対比しておおよそどの程
度の割合か１つご選択ください。

5％以下 6～10％ 11～30％ 31～50％ 51～100％ 101％より多い（IT投資予算より多い）

2018年度

2019年度
IT部門以外のデジタル化予算IT部門のデジタル化予算
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25.6

31.3

53.8

41.9

10.6

10.0

2.5

1.3

0.0

0.0

0.0

1.3

7.5

14.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門(N=160)

IT部門以外(N=160)

Q17S2：デジタル化に関わる投資は今後（３年程度）どのようになるとお考えか、それぞれ１つご選択ください。

大幅に増やす予定 多少増やす予定 大きな変化はない 多少減らす予定 大幅に減らす予定 その他 分からない

30.9

37.0

49.1

37.6

10.3

10.9

2.4

0.6

0.6

0.6

0.0

1.2

6.7

12.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門(N=165)

IT部門以外(N=165)

Q16S2：デジタル化に関わる投資は今後（３年程度）どのようになるとお考えか、それぞれ１つご選択ください。

大幅に増やす予定 多少増やす予定 大きな変化はない 多少減らす予定 大幅に減らす予定 その他 分からない

デジタル化に関わる投資を増やす傾向は昨年から変わらない。
但し、大幅に増やす予定の企業は減少している。

デジタルIT投資 今後の見通し

2018年度

2019年度
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IT投資
1. 昨年度と同様に、攻めのIT投資の意欲は高く、今後、攻めのIT投資比率を増やす傾向が見られる。
2. 一方で足許では、昨年よりも攻めのIT投資の割合を下げた業界が多く、レガシーシステムとのデータ

連携等の、守りの予算も持ちながら進めていると考えられる。
デジタルIT投資

1. デジタル化に関わる投資を増やす傾向は昨年から変わらない。但し、大幅に増やす予定の企業は
減少している。

2. トップランナーではIT部門以外のIT投資予算を拡大する一方で、フォロワーではIT部門の予算にまと
めていく傾向が見られる。

3. IT予算全体の内、デジタルIT投資の比率が5%以下とする企業が約5割を占める。
デジタルIT投資の予算分類

1. IoT、AI、RPA、5Gについては、IT予算として確保する割合が高い。一方で、IoTを設備建設予算と
して考える企業も多い。

アンケート結果の考察４ （デジタルIT投資）

考察
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デジタル人材



55Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

20.0

4.2

9.1

6.1

12.7

12.1

0.0

3.6

6.1

14.5

9.7

9.7

26.7

14.5

9.1

23.0

25.5

11.5

7.3

17.0

24.8

1.2

2.4

5.5

0.0

5.5

6.1

1.2

4.2

4.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

0.0

0.0

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=165)

第２位(N=165)

第３位(N=165)

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む） 社外ネットワーク構築力
アイデア構想力 事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力 データ分析力
デジタル担当組織・人材のマネジメント力 その他 第２位は特にない
第３位は特にない

18.1

7.5

6.3

6.9

8.8

10.0

0.6

1.9

7.5

11.3

13.1

5.6

30.6

18.8

5.6

20.6

26.3

15.6

5.0

14.4

22.5

1.3

1.3

4.4

0.6

6.3

10.0

1.9

1.3

6.9

3.1

0.6

4.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=160)

第２位(N=160)

第３位(N=160)

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む） 社外ネットワーク構築力
アイデア構想力 事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力 データ分析力
デジタル担当組織・人材のマネジメント力 強い信念を持ち行動し続ける力 その他
第２位は特にない 第３位は特にない

Q19：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優先度の高い順に１位～３位までご選択くださ
い。

デジタル化を企画・推進するには、事業企画力が最も必要と考える企業が増えてきている。
デジタル人材 自社の人材に必要なスキル

20.0

4.2

9.1

6.1

12.7

12.1

0.0

3.6

6.1

14.5

9.7

9.7

26.7

14.5

9.1

23.0

25.5

11.5

7.3

17.0

24.8

1.2

2.4

5.5

0.0

5.5

6.1

1.2

4.2

4.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

0.0

0.0

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=165)

第２位(N=165)

第３位(N=165)

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む） 社外ネットワーク構築力
アイデア構想力 事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力 データ分析力
デジタル担当組織・人材のマネジメント力 その他 第２位は特にない
第３位は特にない

※2019度は、回答選択肢に「強い信念を持ち行動し続ける力」を追加

2018年度

2019年度

事業企画力
＋4

Q18：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優先度の高い順に１位～３位までご選択ください。
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49

33

29

18

11

8

5

3

2

1

1

0

0

30

42

12

21

14

23

1

2

2

3

10

0

0

9

25

10

9

16

36

7

11

7

12

16

0

2

0 20 40 60 80 100 120

事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む）

改革推進力（業務とIT両面での実行力）

チャレンジを認めるリーダーシップ

アイデア構想力

社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む）

技術力（新技術の評価・適用・目利きなど）

強い信念を持ち行動し続ける力

デジタル担当組織・人材のマネジメント力

開発・実装力

社外ネットワーク構築力

データ分析力

第２位は特にない

第３位は特にない

自社の人材に必要なスキル（第１位、第２位、第３位）

第１位(N=160) 第２位(N=160) 第３位(N=160)

企業の多くは、デジタル化の企画・推進にあたって、
事業企画力、改革推進力を必要としている。

デジタル人材 自社の人材に必要なスキル

※2019年度は、回答選択肢に「強い信念を持ち行動し続ける力」を追加
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トップランナーが必要と考える能力・スキルとしては、事業企画力や改革推進力が上位を占め
る。

デジタル人材 自社の人材に必要なスキル（取組別）

15.9

20.8

18.2

7.9

4.2

13.6

0.0

1.4

0.0

9.5

11.1

18.2

30.2

31.9

22.7

23.8

20.8

13.6

3.2

5.6

4.5

0.0

1.4

4.5

1.6

0.0

0.0

3.2

1.4

0.0

4.8

1.4

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q19：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優先度の高い順に１
位～３位までご選択ください。・第１位

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む） 社外ネットワーク構築力
アイデア構想力 事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力 データ分析力
デジタル担当組織・人材のマネジメント力 強い信念を持ち行動し続ける力

22.4

16.1

25.9

2.0

5.7

14.8

0.0

0.0

0.0

20.4

11.5

11.1

28.6

27.6

22.2

16.3

28.7

18.5

8.2

8.0

3.7

0.0

1.1

3.7

0.0

0.0

0.0

2.0

1.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=49)

セカンドランナー(N=87)

フォロワー(N=27)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q18：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優先度の高い順に１
位～３位までご選択ください。・第１位

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む） 社外ネットワーク構築力
アイデア構想力 事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力 データ分析力
デジタル担当組織・人材のマネジメント力

2018年度

2019年度
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6.9

6.1

6.7

6.3

5.5

4.8

30.0

23.6

29.1

42.5

47.9

41.8

9.4

6.7

7.9

0.0

1.8

1.8

0.6

4.2

2.4

0.6

0.6

1.2

0.0

0.0

0.0

3.8

3.6

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q20：前問で回答いただいた能力・スキルをどのように獲得していく予定ですか。もっともあてはまるものを１つご選択ください。
(N=160)

自社内で独力で育成（事業部門内） 自社内で独力で育成（IT部門内）
外部のサポートを受けながら、自社で育成（事業部門内） 外部のサポートを受けながら、自社で育成（IT部門内）
外部から獲得（中途採用面接） 外部から獲得（他社からスカウト）
外部から獲得（M&A、他社に出資等） 大学等の教育機関・研究機関との連携強化
10代の若者、学生を早期にスカウト その他

昨年度同様、デジタル人材を自社内で育成すると考える割合が高い。

デジタル人材 能力・スキルの獲得方法

その他（自由回答）
• 経営トップが率先垂範
• 自社、外部、教育機関・研究機関との連携強化
• 自社内で独力で育成するが、事業部門／IT部門は問わ

ない
• 様々な手段を使うべきで、特定なものは選択出来ない
• 上記複数の組み合わせ
• 研究機関との連携、自社内で情報系以外から人材発掘
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トップランナーの約5割がデジタル人材の具体的な採用・育成計画の実行段階にある。

デジタル人材 デジタル人材の採用・育成計画の策定

32.5

49.2

22.2

18.2

10.8

9.5

12.5

9.1

27.4

23.8

30.6

27.3

18.5

11.1

26.4

13.6

4.5

1.6

2.8

18.2

6.4

4.8

5.6

13.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q21：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していく人材の確保に向け、具体的な採用・育成計画を策定していますか。

実行中 実行に向けて準備中（計画策定済み） 現在策定中 策定予定はあるがまだ未着手 策定・実行する予定はない 分からない
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デジタル技術
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23.8

27.5

16.3

54.4

28.1

10.0

2.5

4.4

9.4

6.3

7.5

5.6

1.3

3.8

7.5

0.0

2.5

3.8

6.9

16.9

23.8

4.4

9.4

17.5

0.6

0.0

1.9

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=160)

第２位(N=160)

第３位(N=160)

Q22：デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて、どのような新技術領域に着目していますか。着目順に１位～３位までご選択ください。

IoT （Internet of Things）関連 AI（人工知能） ブロックチェーン、仮想通貨
X-Tech（FinTech、HealthTechなど） VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR(複合現実） ウェアラブルコンピューティング
ロボット、RPA（Robotic Process Automation） 5G その他
第２位は特にない 第３位は特にない

26.1

28.5

18.2

51.5

31.5

13.9

2.4

5.5

13.9

1.8

5.5

6.7

0.6

4.2

14.5

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

1.2

14.5

23.0

30.9

1.8

0.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=165)

第２位(N=165)

第３位(N=165)

Q20：デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて、どのような新技術領域に着目していますか。着目順に１位～３位までご選択ください。

IoT （Internet of Things）関連 AI（人工知能） ブロックチェーン、仮想通貨
X-Tech（FinTech、HealthTechなど） VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR(複合現実） ウェアラブルコンピューティング
ドローン ロボット、RPA（Robotic Process Automation） その他

昨年度と同様、AIを新技術として着目する割合が最も大きい。

デジタル技術 着目している新技術領域

2018年度

2019年度

※2019年度は、回答選択肢から「ドローン」を削除し、「5G」を追加

＋2.9
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AI（人工知能）

IoT （Internet of Things）関連

ロボット、RPA（Robotic Process Automation）

5G

X-Tech（FinTech、HealthTechなど）

ブロックチェーン、仮想通貨

VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR(複合現実）

ウェアラブルコンピューティング

第３位は特にない

その他

第２位は特にない

第１位(N=160) 第２位(N=160) 第３位(N=160)

着目している新技術領域については、AI、IoTが突出している。
第3位まで含めると、次いで、ロボット、RPA、5Gが着目されている。

デジタル技術 着目している新技術領域

デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて着目している新技術領域（第１位、第２位、第３位）

※2019年度は、回答選択肢から「ドローン」を削除し、「5G」を追加
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【ご参考】 着目する技術の1位～3位

デジタル技術 着目している新技術領域（業種別）

業種分類 第1位 第2位 第3位

建築・土木 AI IoT

素材製造 AI IoT ロボット、RPA

機械器具製造 IoT AI VR/AR

商社・流通 AI
IoT

ロボット、RPA

金融 AI X-Tech ロボット、RPA

社会インフラ AI IoT 5G

サービス AI
IoT

X-Tech
ロボット、RPA

5G

業種分類 第1位 第2位 第3位

建築・土木 IoT AI ロボット、RPA

素材製造 AI IoT ロボット、RPA

機械器具製造 AI IoT ロボット、RPA

商社・流通 AI ブロックチェーン
IoT

ロボット、RPA

金融 AI ロボット、RPA X-Tech

社会インフラ AI IoT ロボット、RPA

サービス AI ロボット、RPA IoT

2018年度 2019年度
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31.9

19.4

13.9

8.2

45.6

58.2

53.3

40.4

7.5 13.1

20.6

29.7

45.2

0.6

1.2

2.4

4.8

1.3

0.6

0.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

2016年度
（N=208）

Q23：前問で、貴社が最も着目しているとご回答いただいた「Q22の第1位の回答表示）」の新技術につい
て、検討・導入状況をご選択ください。(N=160)

既にビジネスに本格的に導入済 現在、実証実験中 プレスタディを行った 現在、技術を探索中 検討していない その他

着目している新技術に対して「導入済」とする企業が、 2016年度から増加し続けている。
昨年と比較して12.5ポイント増加。

デジタル技術 新技術の検討・導入状況

※2019年度は、回答選択肢に「プレスタディを行った」を追加
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デジタル人材
1. 企業の多くは、デジタル化の企画・推進にあたって、事業企画力、改革推進力を必要としている。
2. 昨年度同様、デジタル人材を自社内で育成すると考える割合が高い。

事業部門内で外部のサポートを受けながら自社での育成を考える企業が増加傾向。
3. トップランナーの約5割がデジタル人材の具体的な採用・育成計画の実行段階にある。

活用技術
1. 昨年度と変わらず、着目している新技術領域については、IoT、AIが突出している。

次いで、ロボット、RPA、5Gが着目されている。
2. 着目している新技術に対して「導入済」とする企業が、 2016年度から増加し続けている。

アンケート結果の考察５ （デジタル化を推進する人材と活用技術）

考察
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法的規制や商習慣の弊害
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18.1

9.7

11.5

40.6

44.8

43.0

38.8

43.6

45.5

2.5

1.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q24：デジタルビジネスやデジタル化への対応を推進するにあたり、法的規制や商習慣が障害になっているとお考えですか。
(N=160)

強く感じる ある程度、感じる あまり感じない 全く感じない その他

法的規制や商習慣を弊害と強く感じる企業が増えている。

法的規制や商習慣の弊害 法的規制や商習慣が障害となっているか

＋8.4
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43.6

35.1

19.1

11.7

9.6

75.5

25.5

2.1

5.3

40.0

30.0

16.7

11.1

20.0

71.1

18.9

2.2

1.1

45.6

38.9

18.9

13.3

23.3

62.2

26.7

3.3

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安全に関わる法令・規制

取引に関わる法令・規制

商品に関わる法令・規制

貿易に関わる法令・規制

労働に関わる法令・規制

個人情報に関わる法令・規則

事業者に関わる法令・規制

弱者保護に関わる法令・規制

その他

Q24S1：障害と考える法的規制をご選択ください。（複数選択可）(N=94)

2019年度（N=94） 2018年度（N=90） 2017年度（N=90）

障害と考える法的規制は「個人情報に関わる法令・規則」が最多で、2年続けて割合が高
まっている。

法的規制や商習慣の弊害 障害と考える法的規制

その他（自由回答）

• IT内部統制等
• グローバルのデータ移行（GDPR等）
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法的規制や商習慣の弊害
1. 法的規制や商習慣を弊害と強く感じる企業が、昨年度から8.4ポイント増加し、約18%。

製造業よりも非製造業の方が増加割合が多い。
（製造業：2.4ポイント増、非製造業：15.0ポイント増）

2. 障害と考える法的規制として、「個人情報に関わる法令・規則」が最多（75.5%）で、過去2年
続けて割合が高まっている。（2017年度：62％、2018年度：約71%）

3. 障害と考える商習慣として、「契約の不明瞭さ」「署名捺印などによる証書保管」「情報公開への
制約」を障害と考える企業が多い。

アンケート結果の考察６ （法的規制や商習慣の弊害）

考察
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レガシーシステムの状況
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本調査におけるレガシーシステムの定義

レガシーシステムの状況

①技術面の老朽化

古い要素技術やパッケージでシステムが構成されており、H/W等が故障する
と代替がきかない状況。または、古い要素技術に対応できる技術者の確
保が難しい状況

②システムの肥大化・複雑化

システムが複雑で昨日の追加・変更が困難となり、現行業務の遂行や改
善に支障がある状況。システムの変更が難しい耐え、外部に補完機能が増
えたり、人が運用をカバーしなくてはいけない状況

③ブラックボックス化

ドキュメントなどが整備されておらず、属人的な運用・保守状態にあり、障
害が発生しても原因がすぐにわからない状況。または、再構築のために現行
システムの仕様が再現できない状況
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2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q25：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになる場合がありますが、貴社の既存のレガシーシステム
の状況についてあてはまるものを１つご選択ください。(N=160)

既にレガシーシステムはない 一部領域のみ、レガシーシステムは残っている 半分程度がレガシーシステムである

ほとんどがレガシーシステムである その他 分からない

レガシーシステムを撤廃・縮小した企業の割合が減少している。
レガシーシステムの実態を再認識した企業もあると思料される。

レガシーシステムの状況 レガシーシステムの状況
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=144）

2018年度
（N=143）

2017年度
（N=140）

Q25S1：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになっていると感じますか。(N=144)

強く感じる ある程度、感じる あまり感じない 全く感じない その他

昨年度と同様、レガシーシステムの存在を、デジタル化対応の足かせと感じる企業が多い。

レガシーシステムの状況 足かせと感じているか
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0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

既にレガシーシステムはない(N=0)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=52)

半分程度がレガシーシステムである(N=49)

ほとんどがレガシーシステムである(N=43)

Q2
5_
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況

Q25S1：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになっていると感じますか。

強く感じる ある程度、感じる あまり感じない 全く感じない その他

昨年度と同様に、レガシーシステムが多い企業ほど、それらがデジタル化対応の足かせと強く感
じる企業が多い。

レガシーシステムの状況 足かせと感じているか（レガシー状況別）
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39.2
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35.3

32.4

40.2

46.1
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46.5

39.4

38.4

4.0

35.4

22.2

37.4

49.5

45.5

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

分析に必要なデータが不足している、ない

レガシーシステムとのデータ連携が困難

技術的な制約や性能の限界がある

有識者がいない、ブラックボックス化しているため触れた…

メーカーのサポートが切れており触れたくない

特定メーカーの製品・技術の制約があり、多大な改修…

特定技術に関する技術者を確保するのに、多大なコス…

維持・運用費が高く、改修コストを捻出しにくい

ドキュメントが整備されていないため調査に時間を要する

影響が多岐にわたるため試験に時間を要する

その他

Q25S2：足かせになっていると感じる理由をご選択ください。（複数選択可）(N=111)

2019年度（N=111） 2018年度（N=102） 2017年度（N=99）

デジタル化の進展が進んできたことから、レガシーシステムにおけるデータ連携の課題や、
ビジネスで求められるデリバリー時間に関する課題として認識する割合が大きくなってきている。

レガシーシステムの状況 足かせと感じる理由
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Q25S2：足かせになっていると感じる理由をご選択ください。（複数選択可）

分析に必要なデータが不足している、ない レガシーシステムとのデータ連携が困難
技術的な制約や性能の限界がある 有識者がいない、ブラックボックス化しているため触れたくない
メーカーのサポートが切れており触れたくない 特定メーカーの製品・技術の制約があり、多大な改修コストがかかる
特定技術に関する技術者を確保するのに、多大なコストがかかる 維持・運用費が高く、改修コストを捻出しにくい
ドキュメントが整備されていないため調査に時間を要する 影響が多岐にわたるため試験に時間を要する
その他

フォロワーは、トップランナーに比べ、ドキュメント未整備が足かせとなっていると感じている企業が
多い。

レガシーシステムの状況 足かせと感じる理由（取組別）
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2019年度
（N=144）

2018年度
（N=142）

2017年度
（N=140）

Q25S4：今後のレガシーシステムの対応方針について、最もあてはまるものを１つご選択ください。(N=144)

更新を実施中 更新を計画中 まだ未計画であるが、いずれ更新予定
そのまま残し、API基盤等で連携 現状維持（塩漬け） その他
分からない

昨年よりもレガシーシステム更新の取り組みが進展している。

レガシーシステムの状況 レガシーシステムの対応方針
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65.0

59.4

41.9

35.6

31.9

21.3

8.8

4.4

3.1

1.9

58.3

60.6

50.0

43.9

33.3

31.1

6.1

6.1

0.8

62.8

53.5

44.2

33.3

39.5

38.0

3.9

10.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営者の理解と承認

複雑化（スパゲッティ化したシステム）の解消

IT投資の増加

開発・保守、維持・運用のための要員確保

更新に制約のある技術の置き換え

既存システムを理解しているIT要員の増員

その他

IT投資減税の拡大

社外（社内他部門）から推進役を招へい

分からない

2019年度（N=160） 2018年度（N=132） 2017年度（N=129）

経営者の理解と承認、複雑化の解消が、レガシーシステム脱却に必要な施策と認識されてい
る。

レガシーシステムの状況 レガシーシステム脱却・更新を成功させるための秘訣

その他（自由回答）

• 更新に必要となるコスト・期間に対する経営層の理解
• レガシーシステム利用者の理解と協力
• Iビジネス改革の推進
• 事業部門側の変革意識、業務プロセス改革（スリム化）
• 業務プロセスの標準化とクラウドサービスの活用
• T戦略立案とエンタープライズ・アーキテクチャ
• コンテナなど先進技術の積極活用によるシステム更新の負荷低減
• よいパッケージとサービスの選定
• 経営統合

Q25S5：レガシーシステムからの脱却・更新を成功させるための秘訣は何とお考えですか。（複数選択可）(N=160)
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15.6

61.3

25.0

60.6

58.1

35.0

20.6

61.9

49.4

37.5

1.3

1.3

3.8

17.7

68.9

17.7

50.0

49.4

26.8

20.1

62.2

47.0

33.5

0.6

0.6

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

様々なアイデアのシステム化を気軽に試すことができる

事業環境の変化に柔軟に対応できるようになる

他社との協業の幅が広がる

レガシーシステムからの脱却・更新と同時に業務プロセスを見直すため、業務効率化に繋がる

基幹システムとのデータ連携が容易になる

レガシーシステムからの脱却・更新を経験することで、IT人材のスキルが向上する

システムの保守・運用担当者を事業部門に配置でき、事業部門のIT関連業務の改革が進む

新技術が活用しやすくなる

システム改修コストを抑制できる

システム改修の時間を大幅に減少できる

その他

得られた価値・効果はない

分からない

Q26：レガシーシステムからの脱却・更新を完了したことで、得られた価値・効果はどのようなものですか。（複数選択可）
(N=160)

2019年度（N=160） 2018年度（N=165）

レガシーシステムからの脱却・更新とデジタル化を進めることで、新技術の活用、環境変化への
柔軟な対応、データ連携や業務効率化をはかり価値・効果を得ようとする企業が多い。

レガシーシステムの状況 レガシーシステム脱却による価値・効果
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レガシーシステムの状況
1. レガシーシステムを撤廃・縮小した企業の割合が製造業で減少している。レガシーシステムの実態を

再認識した企業もあると思料される。
（既にレガシーシステムはない企業について、製造業は昨年度から9.4ポイント減の7.1％、非製造業は昨年度
から1.9ポイント増の10.7%）

2. 昨年度同様、レガシーシステムの存在をデジタル化対応の足かせと感じる企業 (約77%) が多い。
加えて、ほとんどがレガシーシステムである企業では、レガシーが一部領域のみの企業と比較して、影
響が多岐に渡るため試験に時間を要していることを足かせと感じている企業が多い。

3. 昨年度に引き続き、レガシーシステムからの脱却・更新の必要性（約96%）を感じている。

レガシーシステム脱却に向けて
1. 昨年度同様、レガシー脱却・更新のために必要な施策の中で、経営者の理解と承認や、複雑化

の解消を考える企業が多い。

レガシーシステム脱却による価値・効果
1. レガシーシステムからの脱却・更新とデジタル化を進めることで、新技術の活用、環境変化への柔軟

な対応、データ連携や業務効率化をはかり価値・効果を得ようとする企業が多い。

アンケート結果の考察７ （レガシーシステムの状況）

考察
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デジタル化に必要な組織・風土
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「組織の壁を超え協働できる風土」「チャレンジし易い風土」「共創の場や環境」「スピーディな意思決定、
アジャイルな実行」について、5割以上の企業が、特に重要な取り組みと認識している

デジタル化に必要な組織・風土 特に重要な取り組み

67.5

59.4

56.3

51.9

42.5

35.6

21.9

10.0

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組織の壁を超えて協働できる風土（部門を超えた共創）

失敗を認め、チャレンジし易い風土（一歩踏み出す勇気）

アイデアを創発し磨き上げる共創の場や環境（創造への情熱、発案への称賛をもつ組織風
土）（コミュニケーションが良好にとれる環境・場の提供）

スピーディな意思決定、アジャイルな実行

丸投げすることなく、自ら考え行動する意識の醸成

社員全員へのデジタル教育・啓蒙

特殊専門能力を有する人への処遇（多様な人材を遇する）

過去の成功体験からの脱却

その他

Q27S1：前問で特に重要な取り組みと考えておられることは何とお考えですか。また、特徴的な取り組みをされていましたら、そ
の他の欄にご記入ください。（複数選択可）(N=160)

その他（自由回答）
• デジタル化を推進する組織と、経営企画の配下にあるイノベーション
を推進する組織が同じ担当役員のもとで協働

• 既存の事業領域と新規事業領域について、Society5.0やSDGsへ
の貢献という軸を持ち、組織の担当組織を分けて推進

• 社内での課題解決・価値創造等のワークショップ展開や、社内SNS
での広報を通じて、社内でのデジタル・イノベーション意識を醸成

• デジタル人材育成を内製化し，デジタル化プロジェクトと連動させる
ことによってデジタル化を推進
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「組織の壁を超えて協働できる風土」に向けて取り組む企業が最も多くみられる。しかし、その
達成割合でも約12%であり、必ずしも多いとはいえない。

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況

11.9

7.5

6.3

4.4

8.1

1.9

1.3

3.1

74.4

63.1

63.1

60.0

60.0

48.1

30.6

30.6

12.5

23.8

28.8

30.0

23.8

38.8

57.5

34.4

0.0

2.5

0.6

2.5

4.4

9.4

7.5

16.9

1.3

3.1

1.3

3.1

3.8

1.9

3.1

15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組織の壁を超えて協働できる風土（部門を超えた共創）(N=160)

失敗を認め、チャレンジし易い風土（一歩踏み出す勇気）(N=160)

アイデアを創発し磨き上げる共創の場や環境（創造への情熱、発案への称賛をもつ組織風土）（コ
ミュニケーションが良好にとれる環境・場の提供）(N=160)

スピーディな意思決定、アジャイルな実行(N=160)

丸投げすることなく、自ら考え行動する意識の醸成(N=160)

社員全員へのデジタル教育・啓蒙(N=160)

特殊専門能力を有する人への処遇（多様な人材を遇する）(N=160)

過去の成功体験からの脱却(N=160)

Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げました。貴社の
取り組み状況をご選択ください。

できている 取り組んでいるが、十分ではない 取り組んでいない（必要と認識している） 取り組んでいない（必要と認識していない） 分からない
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【ご参考】トップランナーにおける取り組み状況

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況

25.4

15.9

14.3

7.9

15.9

3.2

1.6

6.3

71.4

68.3

76.2

74.6

63.5

69.8

42.9

46

1.6

12.7

7.9

14.3

14.3

22.2

49.2

23.8

0

0

0

0

3.2

3.2

4.8

14.3

1.6

3.2

1.6

3.2

3.2

1.6

1.6

9.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組織の壁を超えて協働できる風土（部門を超えた共創）

失敗を認め、チャレンジし易い風土（一歩踏み出す勇気）

アイデアを創発し磨き上げる共創の場や環境（創造への情熱、発案への称賛をもつ組織風土）（コ
ミュニケーションが良好にとれる環境・場の提供）

スピーディな意思決定、アジャイルな実行

丸投げすることなく、自ら考え行動する意識の醸成

社員全員へのデジタル教育・啓蒙

特殊専門能力を有する人への処遇（多様な人材を遇する）

過去の成功体験からの脱却

Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げました。貴社の
取り組み状況をご選択ください。（N=63）

できている 取り組んでいるが、十分ではない 取り組んでいない（必要と認識している） 取り組んでいない（必要と認識していない） 分からない

トップランナー
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組織・風土に対する取り組み状況
1. 組織・風土に関しては、重要な取り組みと認識されていても、それを達成できている企業は多くはな

い。組織・風土に対する取り組みの達成するのは容易ではないことが伺える。
2. その中でも「組織の壁を超えて協働できる風土」に向けて取り組む企業が最も多くみられる。しかし、

その達成割合でも約12%であり、必ずしも多いとはいえない。

アンケート結果の考察８ （デジタル化に必要な組織・風土）

考察
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まとめ
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「デジタル化の取り組みに関する調査」 まとめ（1／2）

まとめ

１．デジタルビジネスに
関する認識

２．デジタル化の推進

３．デジタル化の課題や
解決の工夫

４．デジタルIT投資

•トップランナーの割合が39.4%となり、前年度よりも約10ポイント増加。
•製造業は自社の強みを顧客基盤から製品・サービスにシフトさせてきている一方、
非製造業では顧客基盤を強みと捉える割合がより増大している。

•デジタル化の責任をCEOが担う企業は年々増加し、約3割となっている。
•経営判断も伴うデジタル戦略を立案する上では、経営企画部門の関与が必要と
考えられ、 4割超の企業で経営企画部門がデジタル戦略策定に関わっている。

•デジタル施策推進は、事業部門やIT部門がリーダーシップを持ち進めようとしている。

•解決したい課題上位の検討・進捗状況は昨年度と同様だが、中でも、生産性向
上に繋がるプロセス改革の課題について成果が出ているとする企業の割合が高い。

•デジタルビジネスの推進を他社と連携して進めている企業は51%に増加。

•昨年よりも守りのIT投資の割合が増えた業界が多く、レガシー対応が認知された現
れと考えられる。今後（３年後）の攻めのIT投資の意欲は高い。

•トップランナーではIT部門以外のデジタル化に関わるIT投資予算を拡大している。

５．デジタル化を推進する
人材と活用技術

•トップランナーも含め、多くの企業が、デジタル化の企画・推進にあたり、事業企画力
や改革推進力を必要としている。

•トップランナーの約5割がデジタル人材の具体的な採用・育成計画の実行段階。
•新技術領域について、IoT、AI、ロボット、RPA、5Gが着目されている。
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「デジタル化の取り組みに関する調査」 まとめ（2／2）

まとめ

７．レガシーシステムの状
況

８．デジタル化に必要な
組織・風土

•組織・風土に関しては、重要な取り組みと認識されていても、それを達成できている
企業は多くはない。組織・風土に対する取り組みを達成するのは容易ではないことが
伺える。

６．法的規制や商習慣の
弊害

•法的規制や商習慣を弊害と強く感じる企業が約2割に増加
（昨年度から約8ポイント増）

•障害と考える法的規制として最多は「個人情報に関わる法令・規則」。

•デジタル化の進展が進んできたことで、レガシーシステムにおけるデータ連携の課題や、
ビジネスで求められるデリバリー時間に関する課題が足かせと感じられてきている。

•レガシーシステムからの脱却・更新をすることで、新技術の活用、環境変化への柔軟
な対応、データ連携や業務効率化を価値・効果として感じる企業が多い。



89Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

トップランナーの傾向

まとめ

 社長、CEO、代表取締役、CDOがデジタル化の責任を負っている。
 デジタル化進展の影響を、全社で理解・共有している。
 デジタル戦略を策定済みで、実行段階にある。
 デジタルビジネス推進のために他社と連携して進めている。
 PoCのために、短期的な効果を求めない予算を活用している。
 IT部門以外の予算で、デジタル化に関わる投資予算を拡大している。
 デジタル人材の具体的な採用・育成計画を策定済みで、実行段階にある。
 デジタル化に向けて、着目している新技術を本格導入している。
 レガシーシステムを撤廃・縮小している。
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セカンドランナー・フォロワーの課題と対応の考察

まとめ

トップランナーと、セカンドランナー・フォロワーとの差が顕著に表れた課題は以下３点です。
それら課題に対する対応例としては、以下のようなものが考えられます。

デジタル戦略の実行

デジタル人材の採用・育
成計画の実行

足許のシステムのデジタル
化対応（レガシー撤廃・縮
小、新技術の本格導入）

• 社長・CEOが自ら音頭を取りメッセージを発信する
⇒そのために、デジタル化が進んでいる他社企業のトップの動きを把握する

• デジタル化のミッションを明確化してデジタル戦略を策定する

• デジタル戦略を策定する中で、人材採用・育成計画についても明記する
• 必要な人材獲得のために、多様な採用チャネルを活用する
• 専門性の高い人材の獲得・維持のために、処遇の引き上げも検討する
• ワークショップ等を活用して社内人材のマインドセットをデジタル的に変える

• 社長・CEOがレガシーシステムの存在を認識する
• デジタル戦略を策定する中で、システムのデジタル化についても明記する

※攻めの要素だけでなく守りの要素も記述する
• レガシーシステムの課題を検討するためのタスクフォースを立ち上げる

課題 課題に対する対応例
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トップランナーの課題と対応の考察

まとめ

トップランナーでも、デジタル化に向けての組織・風土の取り組みの達成度は高くはなく、重要課題となります。
組織・風土で特に重要な取り組みの上位に位置づけられた内容の進め方としては、以下のようなものが考えられます。

組織の壁を超えて協働できる風土
（部門を超えた共創）

失敗を認め、チャレンジし易い風土
（一歩踏み出す勇気）

アイデアを創発し磨き上げる共創の場や環境
（創造への情熱、発案への称賛をもつ組織風土）
（コミュニケーションが良好にとれる環境・場の提供）

スピーディな意思決定、アジャイルな実行

• ジョブローテーションの増加
• 全部門参加型のデジタルワークショップ開催
• データを基軸とした部署横断プロジェクトの組成
• 短期的な効果を求めない予算の拡大、活用奨励
• 失敗しても再挑戦できる環境作り
• 人事評価方法の見直し（減点評価から加点評価へ）

• 全社／他社参加でのアイデアソン開催
• 社内起業家制度の確立

• 意思決定のプロセスを簡素化
• 部門間の連携強化
• 裁量権や自由度の高い組織への組織改革

組織・風土の取り組み
（特に重要な取り組みの上位４つ） 進め方の具体例
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Fin
ご清聴ありがとうございました
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【参考資料】 調査の詳細
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調査概要
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調査概要・回収実績

調査概要

1. 送付先
• 一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会（以降JUAS）の会員336名
※2019年12月18日時点、同一会員に対する複数IDの送付は1名とカウント

2. 調査方法
1）調査主体

• JUAS、およびNRI
2）調査方法

• JUASが、JUAS会員向けに調査依頼メールを送付
• 個別に割り当てられたID・パスワードで専用URLにアクセスしてもらい、Web回答により回収

3）調査期間
• 2019年12月18日（水）Web回答開始～2020年1月15日（水）締切

3. 回収実績
1）回収数

• 160 （前年度は165）
2）回収率

• 47.6%（160÷336）
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DXの定義

調査概要

本資料では、DXの定義は以下のとおりとします。

「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会
のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、
プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」

※経済産業省「DX推進指標」より
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本年の調査では、DXの定義に則り、企業文化・風土の変革に対しても踏み込んだ調査等を
実施

調査概要 アンケート設問

※赤色は新規設問、灰色取消線は削除設問

設問観点 設問項目の抜粋

基本情報
 企業種別（本体・子会社）
 業種
 職位

デジタル化の
取り組み状況

 欧米企業と比較した日本企業の取り組み
 他社と比較した自社の取り組み

デジタル化に
対する脅威・
機会

 デジタル化による自社ビジネスへの影響
 自社ビジネスへの影響を踏まえた対応方法
 デジタル化における競合に対する自社の強み
 デジタル化の進展における経営・事業部門の理解度

デジタル関連
の戦略策定と
施策推進

 デジタル化推進の責任者
 デジタルビジネスに関わる戦略の策定状況
 デジタルビジネスに関わる戦略を策定する組織
 デジタルビジネスに関わる施策を推進する組織
 デジタルプラットフォーマーとの関わり
 デジタルビジネスによる売上高・収入の割合
 経営に関わるデータ分析・行動

デジタル化の
課題や解決の
工夫

 デジタル化への対応により解決したい課題
 解決したい課題の重視する効果指標（1位～3位）
 解決したい課題検討による成果（1位～3位）
 課題解決に向けた工夫
 短期的な効果を求めない予算の活用
 デジタル化を推進する上で重要な要因

デジタル化の
進展に向けた
協業・連携

 他社との連携の必要性
 他業界の企業との連携で重要視する点

設問観点 設問項目の抜粋

デジタルIT投資

 攻めのIT投資と守りのIT投資の比率
 IT予算におけるデジタルIT投資の比率
 デジタル化予算の取得方法
 IT部門以外が管理するデジタル化予算
 デジタル化に関わる今後の投資状況
 デジタル化予算の確保方法
 デジタル化に対する投資判断

デジタル人材
 デジタル化に必要な能力・スキル
 デジタル化に必要な能力・スキルの獲得方法
 デジタル人材の確保に向けた採用・育成計画の策定

デジタル技術  着目している新技術領域
 着目している新技術領域（1位）の検討・導入状況

法的規制や商
習慣の障害

 法的規制や商習慣との関連性
 障害となる法的規制
 障害となる商習慣

レガシーシステム
の状況

 レガシーシステムの残存状況
 レガシーシステムの足かせ状況及び理由
 レガシーシステムからの脱却・更新の必要性
 今後のレガシーシステムの対応方針
 レガシーシステムからの脱却・更新を成功させるための秘訣
 レガシー脱却から得られる価値・効果

デジタル化に必
要な組織・風土  組織・制度・風土・意識面における取り組み状況

JUASへの要望  JUASへの要望
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総論
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総論

一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）と株式会社野村総合研究所は、共同で2019年12月か
ら2020年1月にかけて「デジタル化の取り組みに関する調査」を、JUAS会員企業のCIO、IT部門・業務部門・経営
企画部門・デジタル化推進部門の役員・管理職、ならびに情報システム子会社の社長、役員、管理職の方々160
名に行いました。（回答依頼先336名、回答率47.6％）

昨年度の調査では、デジタル化の推進に積極的な企業と、そうでない企業による成果の差が鮮明になりました。

今年度は他社よりも進んでいる企業（トップランナー）が10ポイント増加し約40％になりました。
トップランナー企業の傾向としては、CEOが責任を持つ、他社連携を進めている、IT部門以外でデジタルIT投資の予
算を確保している、デジタル人材の採用・育成が実行段階にある、レガシーシステムが少ない、といった傾向が見られ
ました。

上記のような内容を含めた、経営判断も伴うデジタル戦略を立案する上では、経営企画部門の関与が必要と考え
られ、実際に、デジタル戦略策定については、既に4割超の企業で経営企画部門の関わりがみられました。

組織・風土に関しては、 「組織の壁を超えて協働できる風土」に向けて取り組む企業が最も多くみられました。
しかし、その達成割合でも約12%であり、重要な取り組みと認識されていても、それの達成は容易ではない状況が見
えました。

組織・風土の変革を含め、デジタル化に向けた今後の取り組みが期待されます。
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基本情報
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本体（親会社）が昨年度から約4ポイント増加

基本情報 アンケート回答者（所属企業）

58.8

54.5

55.2

41.3

45.5

44.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q1：ご自身が所属する企業の種別を１つご選択ください。(N=160)

本体 子会社
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回答企業27業種の内訳（情報子会社は親会社と同一業種に設定）

基本情報 アンケート回答者（業種別）

8.8

12.1

11.5

0.0

0.0

1.8

0.0

0.0

0.0

11.9

11.5

10.9

4.4

0.0

0.0

1.3

1.2

1.2

5.6

1.8

5.5

0.6

0.6

0.0

5.0

2.4

2.4

1.3

4.8

3.6

1.9

2.4

4.8

0.0

0.0

0.0

6.9

7.3

7.9

0.0

0.6

0.6

5.6

7.3

6.7

6.3

11.5

11.5

4.4

3.0

3.6

0.0

0.6

1.2

1.9

1.2

0.0

1.3

2.4

1.2

7.5

9.1

7.9

5.6

4.8

3.0

0.0

0.6

0.0

16.3

11.5

10.9

1.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.5

3.0

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q2：貴社の業種を１つご選択ください。(N=160)

食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 繊維工業 パルプ・紙・紙加工製造業
化学工業 石油・石炭・プラスチック製品製造業 窯業・土石製品製造業
鉄鋼業 非鉄金属・金属製品製造業 電気機械器具製造業
情報通信機械器具製造業 輸送用機械器具製造業 その他機械器具製造業
その他の製造業 農林漁業・同協同組合、鉱業 建設業
電気・ガス・熱供給・水道業 映像・音声情報制作・放送・通信業 新聞・出版業
情報サービス業 宿泊、飲料、旅行サービス業 運輸業・郵便業
卸売業 小売業 金融業・保険業
医療業 教育、学習支援 その他の非製造業
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情報子会社は親会社と同一業種として、回答企業27業種を7種に分類

基本情報 アンケート回答企業（業種分類）

業種名 業種分類
食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 素材製造
繊維工業 素材製造
パルプ・紙・紙加工製造業 素材製造
化学工業 素材製造
石油・石炭・プラスチック製品製造業 素材製造
窯業・土石製品製造業 素材製造
鉄鋼業 素材製造
非鉄金属・金属製品製造業 素材製造
電気機械器具製造業 機械器具製造
情報通信機械器具製造業 機械器具製造
輸送用機械器具製造業 機械器具製造
その他機械器具製造業 機械器具製造
その他の製造業 機械器具製造
農林漁業・同協同組合、鉱業 サービス
建設業 建築・土木
電気・ガス・熱供給・水道業 社会インフラ
映像・音声情報制作・放送・通信業 社会インフラ
新聞・出版業 社会インフラ
情報サービス業 サービス
宿泊、飲料、旅行サービス業 サービス
運輸業・郵便業 社会インフラ
卸売業 商社・流通
小売業 商社・流通
金融業・保険業 金融
医療業 サービス
教育、学習支援 サービス
その他の非製造業 サービス

5.6

7.3

6.7

32.6

27.3

30.9

15.1

17.0

18.9

5.6

5.5

3.0

16.3

11.5

10.9

18.2

24.2

24.2

7.0

7.3

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

アンケート回答企業（業種分類）

建築・土木 素材製造 機械器具製造 商社・流通 金融 社会インフラ サービス
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回答企業27業種の内訳

基本情報 アンケート回答者（業種別）

業種分類 業種名 企業数 企業グループ数 回答数 ％
建築・土木 建設業 7 6 9 5.6%

素材製造

食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 13 12 14 8.8%
化学工業 16 15 19 11.9%
石油・石炭・プラスチック製品製造業 5 4 7 4.4%
窯業・土石製品製造業 2 2 2 1.3%
鉄鋼業 7 4 9 5.6%
非鉄金属・金属製品製造業 1 1 1 0.6%

機械器具製造

電気機械器具製造業 7 6 8 5.0%
情報通信機械器具製造業 2 2 2 1.3%
輸送用機械器具製造業 3 3 3 1.9%
その他の製造業 9 9 11 6.9%

商社・流通 卸売業 7 7 9 5.6%
金融 金融業・保険業 19 16 26 16.3%

社会インフラ
電気・ガス・熱供給・水道業 9 6 10 6.3%
映像・音声情報制作・放送・通信業 5 5 7 4.4%
運輸業・郵便業 10 7 12 7.5%

サービス

情報サービス業 3 3 3 1.9%
宿泊、飲料、旅行サービス業 2 1 2 1.3%
医療業 1 1 2 1.3%
その他の非製造業 3 3 4 2.5%
合計 131 113 160 100.0%
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基本情報 回答者職位

12.6

11.5

12.7

46.5

40.6

42.4

1.9

3.6

3.0

5.0

3.6

2.4

2.5

2.4

4.2

20.1

15.8

20.0

11.3

22.4

15.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=159）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q3：ご自身の職位を、１つご選択ください。(N=159)

CIO・IT担当役員 IT部門長および管理職 役員・部門長（事業部門）
役員・部門長（デジタル化推進部門） 役員・部門長（経営企画・戦略部門） 情報子会社社長
情報子会社役員および管理職

160
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デジタル化の取り組み状況
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0.0

0.0

0.6

18.8

16.4

14.5

35.6

41.8

35.8

41.3

38.8

45.5

4.4

3.0

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q4：デジタル化の進展に向けて、日本企業の取り組みの状況について、どのようにお考えですか。(N=160)

欧米企業に対して、進んでいる 欧米企業に対して、あまり進んでいない 欧米企業に対して、多少遅れている
欧米企業に対して、圧倒的に遅れている よく分からない

過去3年間で、欧米企業に対して、
「多少遅れている」、「圧倒的に遅れている」と考える企業が減ってきている。

デジタル化の取り組み状況 日本企業の取り組み状況
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3.1

3.0

1.2

36.3

26.7

26.7

45.0

52.7

55.8

13.8

16.4

12.7

1.9

1.2

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q5：デジタル化に対する、貴社の取り組み状況について、どのようにお考えですか。(N=160)

他社と比べて、かなり進んでいる 他社と比べて、ある程度、進んでいる 他社と比べて、あまり進んでいない
他社と比べて、かなり遅れている 判断できない、分からない

昨年度と比較して主にセカンドランナーがトップランナーに移行し、
トップランナーの割合が約10ポイント増加。

デジタル化の取り組み状況 他社比較

トップランナー セカンドランナー フォロワー
取組状況により「トップランナー」「セカンドランナー」「フォロワー」に分類し、傾向を分析
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【ご参考】 製造業・非製造業別

デジタル化の取り組み状況 他社比較（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

2.4%

4.0%

35.3%

37.3%

47.1%

42.7%

12.9%

14.7%

2.4%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業
（N=85）

非製造業
（N=75）

Q5：デジタル化に対する、貴社の取り組み状況について、どのようにお考えですか。

他社と比べて、かなり進んでいる 他社と比べて、ある程度、進んでいる 他社と比べて、あまり進んでいない
他社と比べて、かなり遅れている 判断できない、分からない

2018年度

2019年度

3.5%

2.5%

29.4%

23.8%

49.4%

56.3%

17.6%

15.0%

0.0%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (N=85)

非製造業
(N=80)

Q5：デジタル化に対する、貴社の取り組み状況について、どのようにお考えですか。

他社と比べて、かなり進んでいる 他社と比べて、ある程度、進んでいる 他社と比べて、あまり進んでいない
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【ご参考】 業種別

デジタル化の取り組み状況 他社比較（業種別）

3.1

11.1

1.9

0.0

0.0

0.0

10.3

0.0

36.3

33.3

30.8

45.8

22.2

34.6

48.3

27.3

45.0

44.4

53.8

33.3

66.7

38.5

37.9

45.5

13.8

11.1

11.5

16.7

11.1

23.1

3.4

27.3

1.9

0.0

1.9

4.2

0.0

3.8

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=52)

機械器具製造(N=24)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q5：デジタル化に対する、貴社の取り組み状況について、どのようにお考えですか。

他社と比べて、かなり進んでいる 他社と比べて、ある程度、進んでいる 他社と比べて、あまり進んでいない
他社と比べて、かなり遅れている 判断できない、分からない

▼16.6

▼28.9

▼46.5

▼33.3

▼26.3

▼25.0

▼25.0

▼：2018年度の「他社と比べて、ある程度、進んでいる」と「他社と比べて、あまり進んでいない」の境界
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3.2

21.4

3.8

0.0

0.0

36.7

42.9

44.2

38.8

23.3

44.9

21.4

42.3

55.1

44.2

13.9

7.1

7.7

6.1

32.6

1.3

7.1

1.9

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

既にレガシーシステムはない(N=14)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=52)

半分程度がレガシーシステムである(N=49)

ほとんどがレガシーシステムである(N=43)

Q2
5_
レガ

シ
ーシ

ステ
ム
の
状
況

Q5：デジタル化に対する、貴社の取り組み状況について、どのようにお考えですか。

他社と比べて、かなり進んでいる 他社と比べて、ある程度、進んでいる 他社と比べて、あまり進んでいない
他社と比べて、かなり遅れている 判断できない、分からない

レガシーシステムがない企業の方が、デジタル化が「他社と比べて進んでいる」と考えている。

デジタル化の取り組み状況 他社比較（レガシー状況別）
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デジタル化に対する脅威・機会
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14.4

15.8

9.1

31.3

32.7

38.2

53.1

47.3

47.9

1.3

3.6

3.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q6：デジタル化の進展の脅威についてお尋ねします。デジタル化の進展は貴社の既存ビジネスの優位性、永続性に
どの程度影響を与えると考えていますか。(N=160)

既に影響が出ている 破壊的な影響をもたらす可能性がある ある程度は影響する可能性がある
あまり影響があるとは思わない 全く影響はない 判断できない、分からない

デジタル化の進展の脅威について、「既に影響が出ている」「破壊的な影響をもたらす可能性
がある」とする割合は昨年度と同じ傾向。

デジタル化に対する脅威・機会 既存ビジネスの優位性・永続性
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社会インフラ企業で「すでに影響がでている」割合が19.5ポイント増加。

デジタル化に対する脅威・機会 既存ビジネスの優位性・永続性（業種別）

▼：2018年度の「すでに影響がでている」割合

14.4

0.0

1.9

29.2

11.1

11.5

34.5

9.1

31.3

11.1

30.8

20.8

33.3

26.9

41.4

54.5

53.1

88.9

65.4

45.8

55.6

61.5

24.1

36.4

1.3

0.0

1.9

4.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=52)

機械器具製造(N=24)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q6：デジタル化の進展の脅威についてお尋ねします。デジタル化の進展は貴社の既存ビジネスの優位性、永続性に
どの程度影響を与えると考えていますか。

既に影響が出ている 破壊的な影響をもたらす可能性がある ある程度は影響する可能性がある
あまり影響があるとは思わない 全く影響はない 判断できない、分からない

▼16.7

▼15.6

▼21.4

▼0.0

▼15.8

▼15.0

▼16.7
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9.4%

20.0%

25.9%

37.3%

62.4%

42.7%

2.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業
（N=85）

非製造業
（N=75）

既に影響が出ている 破壊的な影響をもたらす可能性がある ある程度は影響する可能性がある あまり影響があるとは思わない

17.6%

13.8%

30.6%

35.0%

48.2%

46.3%

2.4%

5.0%

1.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (N=85)

非製造業
(N=80)

既に影響が出ている 破壊的な影響をもたらす可能性がある ある程度は影響する可能性がある
あまり影響があるとは思わない 判断できない、分からない

Q6：デジタル化の進展の脅威についてお尋ねします。デジタル化の進展は貴社の既存ビジネスの優位性、永続性にどの程度影響を与えると考えていますか。

製造業では「既に影響が出ている」企業が減少したが、
非製造業では逆に増加した。

デジタル化に対する脅威・機会 既存ビジネスの優位性・永続性（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

2018年度

2019年度 Q6：デジタル化の進展の脅威についてお尋ねします。デジタル化の進展は貴社の既存ビジネスの優位性、永続性にどの程度影響を与えると考えていますか。

－8.2

＋6.2



116Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

8.2 

10.8

75.3 

70.9

12.0 

15.8

4.4 

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=158）

2018年度
（N=158）

Q6S1：デジタル化の進展が与える影響を踏まえ、貴社のビジネスを、どのようにしていこうとお考えですか。(N=158)

既存ビジネスにおいて、サービス開発や業務効率化などデジタル化を推進するが、ビジネスモデル自体はこれからもあまり変わらない
現在のビジネスモデルを継続しつつ、新しいビジネスモデルも開拓する必要がある
現在のビジネスモデルを抜本的に変革する必要がある（顧客チャネル/サプライチェーンの改革など）
現在のビジネスに拘らず、全く異なる新しいビジネスを創造する必要がある

9割以上の企業が、新しいビジネスモデルの開拓や抜本的なビジネスモデルの変革が必要と感じ
ている。

デジタル化に対する脅威・機会 ビジネスの方向性
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8.2%

8.0%

77.6%

70.7%

8.2%

16.0%

3.5%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=83）

非製造業（N=75）

Q6S1：デジタル化の進展が与える影響を踏まえ、貴社のビジネスを、どのようにしていこうとお考えですか。

デジタル化を推進するが、ビジネスモデル自体はこれからもあまり変わらない 現在のビジネスモデルを継続しつつ、新しいビジネスモデルも開拓する必要がある
現在のビジネスモデルを抜本的に変革する必要がある 現在のビジネスに拘らず、全く異なる新しいビジネスを創造する必要がある

【ご参考】 製造業・非製造業別

デジタル化に対する脅威・機会 ビジネスの方向性（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

2018年度

2019年度

9.8%

11.8%

78.0%

63.2%

9.8%

22.4%

2.4%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (N=82)

非製造業 (N=76)

Q6S1：デジタル化の進展が与える影響を踏まえ、貴社のビジネスを、どのようにしていこうとお考えですか。

デジタル化を推進するが、ビジネスモデル自体はこれからもあまり変わらない 現在のビジネスモデルを継続しつつ、新しいビジネスモデルも開拓する必要がある
現在のビジネスモデルを抜本的に変革する必要がある 現在のビジネスとは、全く異なる新しいビジネスを創造する必要がある
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【ご参考】 業種別

デジタル化に対する脅威・機会 ビジネスの方向性（業種別）

8.2

11.1

9.8

4.3

0.0

7.7

6.9

18.2

75.3

88.9

82.4

69.6

66.7

80.8

65.5

63.6

12.0

0.0

5.9

17.4

33.3

7.7

20.7

9.1

4.4

0.0

2.0

8.7

0.0

3.8

6.9

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=51)

機械器具製造(N=23)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q6S1：デジタル化の進展が与える影響を踏まえ、貴社のビジネスを、どのようにしていこうとお考えですか。

既存ビジネスにおいて、サービス開発や業務効率化などデジタル化を推進するが、ビジネスモデル自体はこれからもあまり変わらない
現在のビジネスモデルを継続しつつ、新しいビジネスモデルも開拓する必要がある
現在のビジネスモデルを抜本的に変革する必要がある（顧客チャネル/サプライチェーンの改革など）
現在のビジネスに拘らず、全く異なる新しいビジネスを創造する必要がある
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11.8 

2.0 

8.7 

8.2 

83.5 

72.0 

52.2 

75.3 

4.7 

18.0 

26.1 

12.0 

0.0 

8.0 

13.0 

4.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある程度は影響する可能性がある

破壊的な影響をもたらす可能性がある

既に影響が出ている

合計

デジタル化の進展が与える影響別のビジネスモデル

デジタル化を推進するが、ビジネスモデル自体はこれからもあまり変わらない
現在のビジネスモデルを継続しつつ、新しいビジネスモデルも開拓する必要がある
現在のビジネスモデルを抜本的に変革する必要がある
現在のビジネスに拘らず、全く異なる新しいビジネスを創造する必要がある

デジタル化の進展が与える影響が大きいと考える企業ほど、ビジネスモデルの抜本的な変革や
新規ビジネス創造を必要としている。

デジタル化に対する脅威・機会 ビジネスの方向性（デジタル化の進展が与える影響別）



120Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

34.8

30.4

9.5

2.5

2.5

3.2

22.8

25.3

10.1

13.9

4.4

2.5

6.3

10.8

7.6

8.9

0.0

0.0

1.9

2.5

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在(N=158)

将来（5年後）(N=158)

Q6S2：競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス
人材 ブランド 規制への対応力 その他 特になし

34.8

31.0

10.1

5.1

5.7

6.3

20.9

25.9

10.8

12.0

1.3

3.8

4.4

9.5

8.9

3.8

1.9

0.0

0.6

1.3

0.6

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在(N=158)

将来（5年後）(N=158)

Q6S3：新たな競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス

人材 ブランド 規制への対応力 その他 特になし

昨年度同様、「顧客基盤」「製品・サービスそのもの」の2つが、強みとしての過半を占める。
将来は、製品・サービス、研究・開発力や人材に強みを発揮したいと考えている。

デジタル化に対する脅威・機会 新たな競合に対する自社の強み（現在と将来）

2018年度

2019年度
強みは、昨年度と変わらず

製品・サービス、研究・開発力、人材に強みを発揮したい

現在 その他（自由回答）
• 事業会社の意向に沿った対応ができること
• 制度的に独自のポジションを有している
• 提供価格

将来 その他（自由回答）
• フィジカルに家庭・世帯にリーチできるネットワーク
• 現場の人間力
• デジタルを活用したSCM機能、データ分析機能
• 提供価格
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23.5%

46.7%

4.7%

14.7%

2.4%

2.7%

29.4%

14.7%

18.8%

0.0%

2.4%

6.7%

5.9%

6.7%

9.4%

5.3%

1.2%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=83）

非製造業（N=75）

Q6S2：新たな競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。 ・
現在

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス 人材 ブランド その他

製造業は自社の強みを顧客基盤から製品・サービスにシフトさせてきている一方、
非製造業では顧客基盤を強みと捉える割合がより増大している。

デジタル化に対する脅威・機会 新たな競合に対する自社の強み（現在と将来）（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

31.7%

38.2%

3.7%

17.1%

3.7%

7.9%

25.6%

15.8%

19.5%

1.3%

1.2%

1.3%

2.4%

6.6%

9.8%

7.9%

1.2%

2.6%
1.3%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (N=82)

非製造業 (N=76)

Q6S3：新たな競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。 ・現在

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス 人材 ブランド 規制への対応力 その他 特になし

2018年度

2019年度

＋8.5

＋4.8－8.2
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21.2%

40.0%

0.0%

5.3%

2.4%

4.0%

31.8%

17.3%

21.2%

5.3%

2.4%

2.7%

5.9%

16.0%

10.6%

6.7%

2.4%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=83）

非製造業（N=75）

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力
業務プロセス 人材 ブランド その他

23.5%

46.7%

4.7%

14.7%

2.4%

2.7%

29.4%

14.7%

18.8%

0.0%

2.4%

6.7%

5.9%

6.7%

9.4%

5.3%

1.2%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=83）

非製造業（N=75）

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力
業務プロセス 人材 ブランド その他

【ご参考】 製造業・非製造業別

デジタル化に対する脅威・機会 新たな競合に対する自社の強み（現在と将来）（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

現在

将来 Q6S2：新たな競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。 ・将来

Q6S2：新たな競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。 ・現在
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33 

12 

39 

22 

46 

48 

18 

3 

0 

0 

0 

0 

8 

0 

18 

3 

0 

2 

4 

22 

0 

0 

9 

25 

22 

35 

30 

22 

12 

17 

27 

14 

33 

26 

9 

0 

8 

3 

9 

3 

0 

4 

0 

0 

0 

3 

9 

11 

11 

8 

0 

11 

23 

14 

9 

9 

0 

12 

13 

11 

4 

10 

0 

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.5

0.0

2.0

4.3

11.1

0.0

3.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=51)

機械器具製造(N=23)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)
業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q6S2：競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、およ
び、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。・将来（5年

後）

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤

製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス

人材 ブランド 規制への対応力

その他 特になし
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0 

23 

0 

35 

30 

22 

8 

14 

27 

10 

33 

22 

9 

0 

0 

0 

0 

4 

11 

2 

0 

0 

8 

7 

9 

6 

11 

6 

4 

0 

8 

10 

0 

8 

0 

12 

9 

11 

0 

7 

9 

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2 

0 

0 

4 

0 

8 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=51)

機械器具製造(N=23)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q6S2：競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、お
よび、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。・現在

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤

製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス

人材 ブランド 規制への対応力

その他 特になし

【ご参考】 業種別

デジタル化に対する脅威・機会 新たな競合に対する自社の強み（現在と将来）（業種別）

現在 将来
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【ご参考】

デジタル化に対する脅威・機会 新たな競合に対する自社の強み（現在と将来）（レガシー状況別）

21.4

31.4

24.5

38.1

0.0

0.0

4.1

4.8

0.0

0.0

6.1

4.8

21.4

31.4

22.4

21.4

35.7

11.8

12.2

11.9

14.3

0.0

2.0

2.4

7.1

9.8

12.2

11.9

0.0

11.8

12.2

4.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

3.9

4.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既にレガシーシステムはない(N=14)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=51)

半分程度がレガシーシステムである(N=49)

ほとんどがレガシーシステムである(N=42)

Q2
5_
レガ

シ
ーシ

ステ
ム
の
状
況

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス

人材 ブランド 規制への対応力 その他 特になし

21.4

29.4

30.6

47.6

14.3

3.9

10.2

14.3

0.0

0.0

4.1

4.8

21.4

29.4

24.5

14.3

21.4

13.7

10.2

2.4

14.3

0.0

8.2

2.4

0.0

7.8

8.2

4.8

0.0

13.7

4.1

7.1

0.0

0.0

0.0

0.0

7.1

2.0

0.0

2.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既にレガシーシステムはない(N=14)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=51)

半分程度がレガシーシステムである(N=49)

ほとんどがレガシーシステムである(N=42)

Q2
5_
レガ

シ
ーシ

ステ
ム
の
状
況

顧客基盤 対面での営業力・接客力 取引先・サプライヤー基盤 製品・サービスそのもの 研究・開発力、技術力 業務プロセス

人材 ブランド 規制への対応力 その他 特になし

Q6S2：競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。・現在

Q6S2：競合に対し、もっとも貴社の強みとお考えの事項を、現在、および、将来（5年後）についてそれぞれ１つご選択ください。・将来（5年後）

現在

将来
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24.4

23.0

17.0

57.5

57.6

58.8

16.9

18.2

21.8

1.3

0.6

1.2

0.0

0.6

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q7：貴社の経営・事業部門はデジタル化の進展が与える影響を理解し、全社でその影響度を共有していますか。
(N=160)

大いに理解・共有している ある程度、理解・共有している あまり理解・共有していない 全く理解・共有していない 判断できない、分からない

経営・事業部門による、デジタル化の進展が与える影響の理解と、全社への影響度の共有が、
年々進展している。

デジタル化に対する脅威・機会 デジタル化の進展が与える影響度の共有状況
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46.9

12.6

14.8

51.0

58.6

63.0

2.0

26.4

22.2

0.0

1.1

0.0

0.0

1.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=49)

セカンドランナー(N=87)

フォロワー(N=27)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q7：貴社の経営・事業部門はデジタル化の進展が与える影響を理解し、全社でその影響度を共有していますか。

大いに理解・共有している ある程度、理解・共有している あまり理解・共有していない 全く理解・共有していない 判断できない、分からない

41.3

13.9

13.6

54.0

66.7

36.4

4.8

18.1

45.5

0.0

1.4

4.5

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q7：貴社の経営・事業部門はデジタル化の進展が与える影響を理解し、全社でその影響度を共有していますか。

大いに理解・共有している ある程度、理解・共有している あまり理解・共有していない 全く理解・共有していない 判断できない、分からない

【ご参考】デジタル化の取組み状況別

デジタル化に対する脅威・機会 デジタル化の進展が与える影響度の共有状況（取組別）

2018年度

2019年度
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【ご参考】 製造業・非製造業別

デジタル化に対する脅威・機会 デジタル化の進展が与える影響度の共有状況（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

25.9%

22.7%

58.8%

56.0%

14.1%

20.0%

1.2%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=85）

非製造業（N=75）

Q7：貴社の経営・事業部門はデジタル化の進展が与える影響を理解し、全社でその影響度を共有していますか。

大いに理解・共有している ある程度、理解・共有している あまり理解・共有していない 全く理解・共有していない

2018年度

2019年度

22.4%

23.8%

60.0%

55.0%

16.5%

20.0%

1.2%

0.0%

0.0%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (N=85)

非製造業 (N=80)

Q7：貴社の経営・事業部門はデジタル化の進展が与える影響を理解し、全社でその影響度を共有していますか。

大いに理解・共有している ある程度、理解・共有している あまり理解・共有していない 全く理解・共有していない 判断できない、分からない
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【ご参考】 業種別

デジタル化に対する脅威・機会 デジタル化の進展が与える影響度の共有状況（業種別）

24.4

22.2

25.0

29.2

22.2

23.1

24.1

18.2

57.5

55.6

59.6

58.3

55.6

50.0

65.5

45.5

16.9

22.2

13.5

12.5

22.2

26.9

10.3

27.3

1.3

0.0

1.9

0.0

0.0

0.0

0.0

9.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=52)

機械器具製造(N=24)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q7：貴社の経営・事業部門はデジタル化の進展が与える影響を理解し、全社でその影響度を共有していますか。

大いに理解・共有している ある程度、理解・共有している あまり理解・共有していない 全く理解・共有していない 判断できない、分からない
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レガシーシステムが少ないほど、デジタル化の進展が与える影響を大いに理解・共有している
企業が多い。

デジタル化に対する脅威・機会 デジタル化の進展が与える影響度の共有状況（レガシー状況別）

24.7

42.9

25.0

22.4

20.9

57.6

50.0

59.6

61.2

53.5

16.5

7.1

15.4

14.3

23.3

1.3

0.0

0.0

2.0

2.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

既にレガシーシステムはない(N=14)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=52)

半分程度がレガシーシステムである(N=49)

ほとんどがレガシーシステムである(N=43)

Q2
5_
レガ

シ
ーシ
ステ

ム
の
状
況

Q7：貴社の経営・事業部門はデジタル化の進展が与える影響を理解し、全社でその影響度を共有していますか。

大いに理解・共有している ある程度、理解・共有している あまり理解・共有していない 全く理解・共有していない 判断できない、分からない



130Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

デジタル化の取り組み状況
1. トップランナーの割合が39.4%となり、前年度よりも約10ポイント増加。業種別でみると、建築・土

木業と社会インフラ業の増加度合いが顕著。

既存ビジネスの優位性・永続性
1. デジタル化の進展が自社の既存ビジネスの優位性・永続性に対して「既に影響が出ている」と考

える企業の割合が、製造業では前年度より8.2ポイント減少し、9.4%となった。一方、非製造業
では6.2ポイント増加して20.0%となっており、製造業と非製造業で顕著な差がみられた。

デジタルビジネスの方向性
1. 9割以上の企業が、新しいビジネスモデルの開拓、抜本的なビジネスモデルの変革、及び新しいビ

ジネスモデル創造の必要性を感じている。
 既存のビジネスを継続しつつ、新しいビジネスモデルの開拓を検討する企業が75%。
 抜本的なビジネスモデルの変革や、新しいビジネスモデル創造の必要性を感じている企業が

16％。

アンケート結果の考察１ （デジタルビジネスに関する認識） （１／２）

考察
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アンケート結果の考察１ （デジタルビジネスに関する認識） （２／２）

考察

デジタル化の進展における競合と自社の強み
1. 過去2年と同様、「顧客基盤」「製品・サービスそのもの」の2つが、自社の強みとしての過半を占め

る。
2. 製造業は自社の強みを顧客基盤から製品・サービスにシフトさせてきている一方、非製造業では

顧客基盤を強みと捉える割合がより増大している。

デジタル化の進展が与える影響度の共有
1. 年々、経営・事業部門におけるデジタル化進展の影響の理解度は高まっている。
2. 前年と同様、トップランナーとセカンドランナーとの差が顕著に出ている。デジタル化の取り組み状況

が他社より進んでいると考える企業では、経営・事業部門における影響の理解度が高い。
3. レガシーシステムが少ないほど、デジタル化の進展が与える影響を大いに理解・共有している企業

が多い。（但しレガシーシステムだけが要因ではないと拝察）
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デジタル関連の戦略策定と施策推進
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本調査におけるデジタル関係の戦略策定と施策推進の組織の定義

デジタル関連の戦略策定と施策推進

(1) 経営企画部門
中心 (2) 事業部門中心 (3) IT部門中心 (4) デジタル化推進部

門中心 (5) 情報子会社中心 (6) デジタル専業会社
中心

概要 経営企画部門の中で
デジタル推進

事業部門別にデジタル機
能を配置 IT部門内にデジタル機能を

配置
経営直下に全社横断して
デジタル化推進部門を配
置

情報子会社内にデジタ
ル機能を配置 デジタル専門会社を設立

組織形態
イメージ

経営

事
業
部
門

事
業
部
門

IT部門

デジタル・・・
事
業
部
門

事
業
部
門

・・・
Ｉ
Ｔ
部
門

デジタル化
推進部門

情報子会社 情報子会社

事
業
部
門

事
業
部
門
・・・

Ｉ
Ｔ
部
門

情報子会社

経営
経営企画部門 経営企画

部門デジタル
経営企画
部門

経営

事業
部門

事業
部門

Ｉ
Ｔ
部
門

情報子会社

経営企画
部門

デジタル デジタル

経営 経営

事
業
部
門
・・・

Ｉ
Ｔ
部
門

デジタル
専門
子会社

事
業
部
門

情報子会社

経営企画
部門

事
業
部
門

事
業
部
門
・・・

Ｉ
Ｔ
部
門

情報子会社

経営

経営企画
部門

デジタル
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29.4

19.4

13.9

25.6

27.3

32.1

15.6

13.9

13.9

6.9

12.1

12.7

19.4

23.6

24.8

3.1

3.6

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q8：現在、デジタル化推進の責任を誰が負っていますか。(N=160)

CEO、社長、代表取締役 CIOもしくはIT部門長
CDO、CTO等のデジタル担当役員 事業部門担当役員
明確ではない その他

CEO、社長、代表取締役がデジタル化の責任を担う企業の割合は、年々増えてきている。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル化推進の責任

その他（自由回答）
• CIO兼CDOの役員
• 企画部門担当役員
• 経営企画担当役員
• 複数の役員･部門長がそれぞれ責任を負っている
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17.6%

21.3%

23.5%

31.3%

14.1%

13.8%

11.8%

12.5%

27.1%

20.0%

5.9%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (N=85)

非製造業 (N=80)

Q8：現在、デジタル化推進の責任を誰が負っていますか。

CEO、社長、代表取締役 CIOもしくはIT部門長 CDO、CTO等のデジタル担当役員 事業部門担当役員 明確ではない その他

31.8%

26.7%

25.9%

25.3%

10.6%

21.3%

7.1%

6.7%

22.4%

16.0%

2.4%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=85）

非製造業（N=75）

Q8：現在、デジタル化推進の責任を誰が負っていますか。

CEO、社長、代表取締役 CIOもしくはIT部門長 CDO、CTO等のデジタル担当役員 事業部門担当役員 明確ではない その他

【ご参考】 製造業・非製造業別

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル化推進の責任（業種別）

2018年度

2019年度

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス
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【ご参考】 業種別

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル化推進の責任（業種別）

29.4

22.2

30.8

37.5

11.1

23.1

31.0

36.4

25.6

22.2

32.7

12.5

22.2

34.6

20.7

18.2

15.6

33.3

5.8

12.5

11.1

26.9

17.2

27.3

6.9

0.0

3.8

16.7

22.2

0.0

10.3

0.0

19.4

22.2

23.1

20.8

33.3

7.7

17.2

18.2

3.1

0.0

3.8

0.0

0.0

7.7

3.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=52)

機械器具製造(N=24)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q8：現在、デジタル化推進の責任を誰が負っていますか。

CEO、社長、代表取締役 CIOもしくはIT部門長 CDO、CTO等のデジタル担当役員 事業部門担当役員 明確ではない その他
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29.9

34.9

30.6

13.6

15.9

22.2

9.7

18.2

25.5

25.4

26.4

22.7

7.0

6.3

5.6

13.6

18.5

4.8

27.8

27.3

3.2

6.3

0.0

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q8：現在、デジタル化推進の責任を誰が負っていますか。

CEO、社長、代表取締役 CDO、CTO等のデジタル担当役員 CIOもしくはIT部門長 事業部門担当役員 明確ではない その他

トップランナーは、CEO、CDOがデジタル化の責任を負っている割合が高い。
デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル化推進の責任（取組別）
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36.3

35.8

27.9

12.5

18.2

15.2

30.6

27.3

37.0

11.9

12.1

16.4

3.8

3.6

2.4

5.0

3.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q9：デジタルビジネスに関わる戦略を策定していますか。(N=160)

実行中 実行に向けて準備中（戦略策定済み） 現在策定中 策定予定はあるがまだ未着手 策定・実行する予定はない 分からない

デジタル化に向けて戦略を実行中、策定済みまたは策定中とする企業の割合は変わらない。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル戦略の策定
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55.1

29.9

18.5

24.5

18.4

7.4

20.4

25.3

44.4

0.0

14.9

25.9

0.0

5.7

3.7

0.0

5.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=49)

セカンドランナー(N=87)

フォロワー(N=27)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q9：デジタルビジネスやデジタル化の進展への対応に向けた戦略を策定していますか。

実行中 実行に向けて準備中（戦略策定済み） 現在策定中 策定予定はあるがまだ未着手 策定・実行する予定はない 分からない

61.9

22.2

9.1

11.1

12.5

18.2

19.0

36.1

50.0

4.8

16.7

13.6

0.0

6.9

4.5

3.2

5.6

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q9：デジタルビジネスに関わる戦略を策定していますか。

実行中 実行に向けて準備中（戦略策定済み） 現在策定中 策定予定はあるがまだ未着手 策定・実行する予定はない 分からない

戦略の策定済み状況をみると、トップランナーと、セカンドランナーおよびフォロワーで、昨年度
よりも差が広がった。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル戦略の策定

2018年度

2019年度
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①デジタル戦略の策定について、 、40%超の企業で経営企画部門が関わっている。
②50%超の企業で複数組織が関わり策定している。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル戦略の策定

デジタルビジネスに関わる戦略を策定する役割

(A) 8.2% (B) 36.3%

(C) 34.3% (D) 21.2%

単独で
策定

複数組織
が策定

経営企画部門が関わる 経営企画部門が関わらない

42.5% 57.5%合計

44.5%

55.5%

合計

①

②

（※）事業部門とIT部門が担っている企
業では、デジタル戦略を別々に策定している
割合が他のパターンと比較して多い。
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【ご参考】デジタル戦略を策定する役割の分布

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル戦略の策定

経営企画部門 事業部門 ＩＴ部門 その他（※）

単独
(N=65)
44.5%

8.2% ●
7.5% ●

11.0% ●
17.8% ●

複数の組織
(N=81)
55.5%

6.2% ● ●
5.5% ● ●
3.4% ● ●
8.2% ● ● ● ●
6.2% ● ● ●
1.4% ● ● ●
3.4% ● ● ●
7.5% ● ● ●
4.1% ● ●
3.4% ● ●
5.5% ● ●
0.7% ●

合計 100.0% 42.5% 44.5% 51.4% 51.4% 

Q9S2：複数の組織は、共同チームでデジタルビジネスに
関わる戦略を策定していますか。(N=81)

Q9S1：デジタルビジネスに関わる戦略を策定する役割は、どの組織が担っていますか。
図を参照のうえ、複数の組織が担っている場合は、あてはまる組織をすべてご選択ください。(N=146)

（※）その他の単独17.8%のうち、
デジタル化推進部門が14.4%。

また、その他の複数33.6%(=51.4-17.8)のうち、
デジタル化推進部門が関わる企業が22.6%

(A)

(B)

(C)

(D)

56 

88 

80 
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100 

100 

80 

27 

50 

60 

75 

100 

67 

44 

13 

20 

42 

0 

0 

20 

73 

50 

40 

25 

0 

33 

共同で策定 別々に策定
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8.2 7.5 11.0 14.4 2.1 1.4 55.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（1）経営企画部門（単独） （2）事業部門（商品開発、研究部門含む）（単独）
（3）ＩＴ部門（単独） （4）デジタル化推進部門（単独）
（5）情報子会社（単独） （6）デジタル専門会社（単独）

【ご参考】昨年度との比較
デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル戦略の策定

11.1 9.9 7.4 11.1 60.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
デジタルビジネスに関わる戦略を策定する役割を複数組織が担う場合(N=81)

経営企画部門＋事業部門 経営企画部門＋IT部門 事業部門＋IT部門 経営企画部門＋事業部門＋IT部門 その他

その他（自由回答）
• 経営層
• 社長、事業横断PJ

13.6 19.5 32.5 26.0 0.0 8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Q9S1：デジタルビジネスやデジタル化の進展への対応に向けた戦略を策定する役割は、どの組織が中心に担っていますか。 (N=154)

ＩＴ部門中心 事業部門中心（商品開発、研究部門含む） ＩＴ部門と事業部門の共同チーム中心
Q9S1：デジタルビジネスに関わる戦略を策定する役割は、どの組織が担っていますか。
図を参照のうえ、複数の組織が担っている場合は、あてはまる組織をすべてご選択ください。(N=146)

2018年度

2019年度

複数の組織

複数の組織
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①デジタル施策の推進は、事業部門やIT部門が中心となって担っている。
②3割程度の企業ではデジタル化推進部門も関わっている。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル施策の推進

デジタル施策を推進する役割

(A) 20.6% (B) 11.9%

(C) 58.7% (D) 8.8%

デジタル化
推進部門
が関わる

デジタル化
推進部門
が関わら
ない

事業部門またはIT部門
が関わる

事業部門もIT部門
も関わらない

79.3% 20.7%合計

32.5%

67.5%

合計

①

②
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【ご参考】デジタル施策を推進する役割の分布

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル施策の推進

経営企画部門 事業部門 ＩＴ部門 デジタル化推進部門 その他

単独
(N=67)
41.9%

7.5% ●
11.3% ●
13.1% ●
9.4% ●
0.6% ●

複数の組
織

(N=93)
58.1%

3.1% ● ●
3.8% ● ●
1.9% ● ●
6.3% ● ●
2.5% ● ●
2.5% ● ●
0.6% ● ●
1.9% ● ●
4.4% ● ●
0.6% ● ●
0.0% ●
6.3% ● ● ●
0.6% ● ● ●
0.6% ● ● ●
3.1% ● ● ●
0.0% ● ● ●
1.9% ● ● ●
0.0% ● ● ●
5.0% ● ● ●
1.3% ● ● ●
1.3% ● ● ●
1.3% ● ● ● ●
1.9% ● ● ● ●
0.6% ● ● ● ●
0.0% ● ● ● ●
3.8% ● ● ● ●
3.1% ● ● ● ● ●

合計 100.0% 33.1% 51.9% 58.1% 32.5% 26.9% 

Q10S2：複数の組織は、共同チームでデジタルビジネスを
推進していますか。(N=93)

Q10：デジタルビジネスに関わる施策を推進する役割は、どの組織が担っていますか。複数の組織が担っている、
または担う予定の場合は、あてはまる組織をすべてご選択ください。（現在）(N=160)
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共同で推進 別々に推進

現在
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将来的なデジタル施策の推進の担い手は、デジタル化推進部門とする企業が増加。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル施策の推進

デジタル施策を推進する役割
現在 将来（5年後）

(A) 20.6% (B) 11.9%

(C) 58.7% (D) 8.8%

デジタル
化推進
部門が
関わる

デジタル
化推進
部門が
関わら
ない

事業部門または
IT部門が関わる

事業部門もIT部
門も関わらない

79.3% 20.7%合計

32.5
%

67.5
%

合
計

(A) 30.0% (B) 20.0%

(C) 45.0% (D) 5.0%

デジタル
化推進
部門が
関わる

デジタル
化推進
部門が
関わら
ない

事業部門または
IT部門が関わる

事業部門もIT部
門も関わらない

75.0% 25.0%合計

50.0
%

50.0
%

合
計
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経営企画
部門 事業部門 ＩＴ部門

デジタル化
推進部門 その他

単独
(N=60)
37.5%

1.9% ●
11.3% ●
6.3% ●

15.6% ●
2.5% ●

複数の組織
(N=100)
62.5%

1.9% ● ●
1.3% ● ●
1.9% ● ●
6.3% ● ●
2.5% ● ●
4.4% ● ●
0.6% ● ●
2.5% ● ●
1.9% ● ●
2.5% ● ●
0.0% ●
1.9% ● ● ●
0.0% ● ● ●
0.6% ● ● ●
8.1% ● ● ●
0.0% ● ● ●
0.6% ● ● ●
0.0% ● ● ●
8.1% ● ● ●
1.3% ● ● ●
1.3% ● ● ●
1.9% ● ● ● ●
3.1% ● ● ● ●
0.6% ● ● ● ●
0.0% ● ● ● ●
7.5% ● ● ● ●
1.9% ● ● ● ● ●

合計(将来) 100.0% 18.1% 58.8% 55.0% 50.0% 34.4% 

【ご参考】

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル施策の推進

経営企画
部門 事業部門 ＩＴ部門

デジタル化
推進部門 その他

単独
(N=67)
41.9%

7.5% ●
11.3% ●
13.1% ●
9.4% ●
0.6% ●

複数の組織
(N=93)
58.1%

3.1% ● ●
3.8% ● ●
1.9% ● ●
6.3% ● ●
2.5% ● ●
2.5% ● ●
0.6% ● ●
1.9% ● ●
4.4% ● ●
0.6% ● ●
0.0% ●
6.3% ● ● ●
0.6% ● ● ●
0.6% ● ● ●
3.1% ● ● ●
0.0% ● ● ●
1.9% ● ● ●
0.0% ● ● ●
5.0% ● ● ●
1.3% ● ● ●
1.3% ● ● ●
1.3% ● ● ● ●
1.9% ● ● ● ●
0.6% ● ● ● ●
0.0% ● ● ● ●
3.8% ● ● ● ●
3.1% ● ● ● ● ●

合計(現在) 100.0% 33.1% 51.9% 58.1% 32.5% 26.9% 

Q10：デジタルビジネスに関わる施策を推進する役割は、どの組織が担っていますか。
複数の組織が担っている、または担う予定の場合は、あてはまる組織をすべてご選択ください。 (N=160)

現在 将来（5年後）
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5.4 6.5 10.8 10.8 39.8 26.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

デジタルビジネスに関わる戦略を推進する役割を 複数の組織 が担う場合(N=93)

経営企画部門＋事業部門 経営企画部門＋IT部門 事業部門＋IT部門 経営企画部門＋事業部門＋IT部門 デジタル化推進部門＋他 その他

7.5 11.3 13.1 9.4 0.0 0.0 0.6 58.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q10：デジタルビジネスに関わる施策を推進する役割は、どの組織が担っていますか。また、担う予定ですか。現在、および、将来（５年
後）についてご選択ください。複数の組織が担っている、または担う予定の場合は、あてはまる組織をすべてご選択ください。（現在）

(N=160)

（1）経営企画部門（単独） （2）事業部門（商品開発、研究部門含む）（単独）
（3）ＩＴ部門（単独） （4）デジタル化推進部門（単独）
（5）情報子会社（単独） （6）デジタル専門会社（単独）

【ご参考】昨年度との比較

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル施策の推進

17.6 23.6 26.1 21.8 2.4 8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q10：デジタルビジネスおよびデジタル化施策を推進する役割は、どの組織が中心に担っていますか。現在、および、
将来（５年後）についてそれぞれ１つご選択ください。 ・現在(N=165)

ＩＴ部門中心 事業部門中心（商品開発、研究部門含む） ＩＴ部門と事業部門の共同チーム中心
デジタル化推進部門中心 デジタル化専門子会社中心 その他

2018年度

2019年度

複数の組織

複数の組織

複数の組織



148Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

66.7

100.0

79.2

65.4

45.8

33.3

0.0

20.8

34.6

54.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

既にレガシーシステムはない(N=7)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている
(N=24)

半分程度がレガシーシステムである(N=26)

ほとんどがレガシーシステムである(N=24)

Q2
5_
レガ

シ
ーシ

ステ
ム
の
状
況

Q9S2：前問で選択された複数の組織は、共同チームでデジタルビジ
ネスに関わる戦略を策定していますか。

共同で策定 別々に策定

66.7

87.5

66.7

72.4

53.8

33.3

12.5

33.3

27.6

46.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

既にレガシーシステムはない(N=8)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている
(N=30)

半分程度がレガシーシステムである(N=29)

ほとんどがレガシーシステムである(N=26)

Q2
5_
レガ

シ
ーシ

ステ
ム
の
状
況

Q10S2：Q10の現在で選択された複数の組織は、共同チームでデジ
タルビジネスを推進していますか。

共同で推進 別々に推進

【ご参考】レガシーシステムがない企業は、デジタル戦略の策定とデジタル施策の推進のいずれ
においても、共同で実施する割合が高い。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 デジタル戦略の策定およびデジタル施策の推進

戦略
策定

施策
推進
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24.4

49.4

30.0

68.1

0.0

21.8

47.9

21.2

55.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社がデジタル・プラットフォーマーである

デジタル・プラットフォーマーと対等な関係で連
携・協業し、事業を展開している

デジタル・プラットフォーマーは取引先・チャネル
である（商品やコンテンツの提供等、供給…

デジタル・プラットフォームを利用する立場であ
る（クラウドサービス、SNS等、利用者とし…

デジタル・プラットフォーマーとの接点はない

Q11：デジタル・プラットフォーム（オンライン・プラットフォーム）を運営・提
供する事業者（デジタル・プラットフォーマー）との関わりについて、現在の
自社の立ち位置と、将来（５年後）の目標について、どのようにお考えで

すか。（将来（5年後）の自社の立ち位置の目標）(N=160)

2019年度（N=160） 2018年度（N=165）

12.5

16.3

25.6

85.0

2.5

6.1

18.8

20.6

74.5

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社がデジタル・プラットフォーマーである

デジタル・プラットフォーマーと対等な関係で連携・
協業し、事業を展開している

デジタル・プラットフォーマーは取引先・チャネルで
ある（商品やコンテンツの提供等、供給者とし

て）

デジタル・プラットフォームを利用する立場である
（クラウドサービス、SNS等、利用者として）

デジタル・プラットフォーマーとの接点はない

Q11：デジタル・プラットフォーム（オンライン・プラットフォーム）を運営・提
供する事業者（デジタル・プラットフォーマー）との関わりについて、現在の
自社の立ち位置と、将来（５年後）の目標について、どのようにお考えで

すか。（現在の自社の立ち位置）(N=160)

2019年度（N=160） 2018年度（N=165）

将来的に、デジタルプラットフォームを利用する立場から、デジタルプラットフォーマーを目指す企
業や、それと対等な関係での連携・協業を目指す企業が増えてくると予想される。

デジタル化に対する脅威・機会 デジタルプラットフォーマーとの関わり

現在 将来

＋12

＋33

－17
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トップランナーは、現在・将来共に、セカンドランナー、フォロワーと比較して、自身がデジタル・
プラットフォーマーを目指す、あるいは、対等な関係で連携・協業を目指す割合が高い。

デジタル化に対する脅威・機会 デジタルプラットフォーマーとの関わり（取り組み別）

17.5

9.7

4.5

25.4

11.1

9.1

22.2

30.6

22.7

85.7

80.6

100.0

0.0

5.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

自社がデジタル・プラットフォーマーである
デジタル・プラットフォーマーと対等な関係で連携・協業し、事業を展開している
デジタル・プラットフォーマーは取引先・チャネルである（商品やコンテンツの提供等、供給者として）
デジタル・プラットフォームを利用する立場である（クラウドサービス、SNS等、利用者として）
デジタル・プラットフォーマーとの接点はない

27.0

23.6

18.2

60.3

43.1

45.5

23.8

37.5

22.7

66.7

70.8

68.2

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

自社がデジタル・プラットフォーマーである
デジタル・プラットフォーマーと対等な関係で連携・協業し、事業を展開している
デジタル・プラットフォーマーは取引先・チャネルである（商品やコンテンツの提供等、供給者として）
デジタル・プラットフォームを利用する立場である（クラウドサービス、SNS等、利用者として）
デジタル・プラットフォーマーとの接点はない

現在 将来（5年後）
Q11：デジタル・プラットフォーム（オンライン・プラットフォーム）を運営・提供する事業者（デジタ
ル・プラットフォーマー）との関わりについて、現在の自社の立ち位置と、将来（５年後）の目標に

ついて、どのようにお考えですか。（現在の自社の立ち位置）

Q11：デジタル・プラットフォーム（オンライン・プラットフォーム）を運営・提供する事業者（デジタ
ル・プラットフォーマー）との関わりについて、現在の自社の立ち位置と、将来（５年後）の目標に

ついて、どのようにお考えですか。（将来（5年後）の自社の立ち位置の目標）
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あらゆるデータを分析し、経営判断に活用している企業は6.2%に留まっている。
70％は、部分的なデータ分析で、その結果を部分的に経営判断に活用している。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 経営に関わるデータ分析結果に基づく行動

0.6 5.6 16.3 70.0 6.3 0.01.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q13：売上データ・マーケティングデータ・生産管理データなどの経営に関わるデータ分析および分析結果に基づく行
動をどのようにしていますか。(N=160)

あらゆるデータを分析しており、その結果を全般的に経営判断に活用している
あらゆるデータを分析しており、その結果を部分的に経営判断に活用している
部分的なデータを分析しており、その結果を全般的に経営判断に活用している
部分的なデータを分析しており、その結果を部分的に経営判断に活用している
ほとんどデータを分析していない
データを分析する必要性がないと考えている
その他
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0.6

1.6

0.0

0.0

5.7

11.1

2.8

0.0

15.9

20.6

11.1

18.2

70.7

61.9

77.8

72.7

5.7

3.2

6.9

9.1

0.0

0.0

0.0

0.0

1.3

1.6

1.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q13：売上データ・マーケティングデータ・生産管理データなどの経営に関わるデータ分析および分析結果に基づく行
動をどのようにしていますか。

あらゆるデータを分析しており、その結果を全般的に経営判断に活用している
あらゆるデータを分析しており、その結果を部分的に経営判断に活用している
部分的なデータを分析しており、その結果を全般的に経営判断に活用している
部分的なデータを分析しており、その結果を部分的に経営判断に活用している
ほとんどデータを分析していない
データを分析する必要性がないと考えている
その他

あらゆるデータを分析し、経営判断に活用しているのは、トップランナーの一部にとどまる。

デジタル関連の戦略策定と施策推進 経営に関わるデータ分析結果に基づく行動
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レガシーシステムが少ないほど、あらゆるデータを分析し、経営判断に活用している企業が多い。
デジタル関連の戦略策定と施策推進 経営に関わるデータ分析結果に基づく行動（レガシー状況別）

0.6

7.1

0.0

0.0

0.0

5.7

14.3

7.7

6.1

0.0

15.8

21.4

19.2

12.2

14.0

70.3

57.1

69.2

73.5

72.1

6.3

0.0

3.8

6.1

11.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.3

0.0

0.0

2.0

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

既にレガシーシステムはない(N=14)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=52)

半分程度がレガシーシステムである(N=49)

ほとんどがレガシーシステムである(N=43)

Q2
5_
レガ

シ
ーシ
ステ

ム
の
状
況

あらゆるデータを分析しており、その結果を全般的に経営判断に活用している あらゆるデータを分析しており、その結果を部分的に経営判断に活用している

部分的なデータを分析しており、その結果を全般的に経営判断に活用している 部分的なデータを分析しており、その結果を部分的に経営判断に活用している

ほとんどデータを分析していない データを分析する必要性がないと考えている

その他

Q13：売上データ・マーケティングデータ・生産管理データなどの経営に関わるデータ分析および分析結果に基づく行動をどのようにしていますか。
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デジタル化推進の責任者
1. デジタル化の責任をCEOが担う企業は年々増加しており、前年度から10ポイント増加し29.4%と

なった。
2. トップランナーでは、95%の企業でデジタル化推進の責任が明確となっている。一方、セカンドラン

ナーとフォロワーでは、約30%の企業が明確ではない。
デジタル戦略の策定

1. 40%超の企業で経営企画部門が関わっており、トップの意を受けた経営企画部門が、他部門の
参画を得て戦略を取りまとめていると推察される。

2. 経営企画部門が関わらず事業部門とIT部門が策定を担う企業では、比較的、デジタル戦略が
別々に作成されている割合が多い。

デジタル化施策の推進
1. 施策推進の段階に移ると、事業部門やIT部門がリーダーシップを持ち進めようとしている。

事業部門が関わる企業は戦略策定時より7.4ポイント増、IT部門が関わる企業は6.7ポイント増。

アンケート結果の考察２ （デジタル化の推進）（１／２）

考察
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デジタルプラットフォーマーとの関わり
1. 特にトップランナーは、自身がデジタルプラットフォーマーを目指す、あるいは、対等な関係での連携・

協業を目指しており、将来、そのような企業が増えてくると予想される。
経営に関わるデータ分析結果に基づく行動

1. トップランナーを中心に、売上・生産管理などの経営に関わるあらゆるデータ分析をしている企業は
あるものの、現状では全体の約6%に留まっている。

アンケート結果の考察２ （デジタル化の推進）（２／２）

考察
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デジタル化の課題や解決の工夫
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26.9

13.8

11.9

12.5

22.5

10.6

31.3

18.8

12.5

4.4

9.4

8.8

16.3

20.0

18.1

1.9

2.5

5.0

5.0

10.0

16.9

0.6

1.9

14.4

1.3

0.6

0.0

1 10.0

0.6

0.0

0.0

0.0

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=160)

第２位(N=160)

第３位(N=160)

Q14：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択ください。

新しい事業、ビジネスモデルの創出 新しい商品・サービスの創出 顧客への価値提供に関わる革新 販売・流通形態、サプライチェーンの刷新
生産性向上につながる画期的なプロセス改革 調査・研究・開発期間の短縮 情報活用の高度化による意思決定の迅速化 勤務形態の多様化など働き方の改革
その他 第２位はなし 第３位はなし

デジタル化への対応により解決したい課題は、昨年度と同様、「顧客への価値提供の革新」、
「新ビジネス創出」、 「生産性向上に繋がるプロセス改革」が上位を占める。

デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化への対応により解決したい課題

27.3

12.7

12.1

13.9

22.4

13.3

29.7

22.4

13.3

3.6

7.9

11.5

19.4

19.4

18.2

2.4

1.2

0.6

1.8

8.5

12.1

1.8

4.2

12.1

0.0

0.0

0.0

0.0

1.2

0.0

0.0

0.0

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=165)

第２位(N=165)

第３位(N=165)

Q13：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択ください。

新しい事業、ビジネスモデルの創出 新しい商品・サービスの創出 顧客への価値提供に関わる革新 販売・流通形態、サプライチェーンの刷新

生産性向上につながる画期的なプロセス改革 調査・研究・開発期間の短縮 情報活用の高度化による意思決定の迅速化 勤務形態の多様化など働き方の改革

その他 第２位はなし 第３位はなし

2018年度

2019年度
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デジタル化への対応により解決したい課題は、昨年度と同様、「顧客への価値提供の革新」、
「新ビジネス創出」、 「生産性向上に繋がるプロセス改革」が上位を占める。

デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化への対応により解決したい課題

50

43

26

20

8

7

3

1

30

22

32

36

16

15

4

3

1

20

19

29

17

27

14

8

23

3

0 20 40 60 80 100 120

顧客への価値提供に関わる革新

新しい事業、ビジネスモデルの創出

生産性向上につながる画期的なプロセス改革

新しい商品・サービスの創出

情報活用の高度化による意思決定の迅速化

販売・流通形態、サプライチェーンの刷新

調査・研究・開発期間の短縮

勤務形態の多様化など働き方の改革

第３位はなし

第２位はなし

デジタル化への対応により解決したい課題（第１位、第２位、第３位の合算）

第１位(N=160) 第２位(N=160) 第３位(N=160)
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【ご参考】 製造業・非製造業別

デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化への対応により解決したい課題（第一位の業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

28.2%

25.3%

11.8%

13.3%

25.9%

37.3%

4.7%

4.0%

20.0%

12.0%

2.4%

1.3%

5.9%

4.0%

0.0%

1.3%

1.2%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=85）

非製造業（N=75）

Q14：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択くださ
い。 ・第１位

新しい事業、ビジネスモデルの創出 新しい商品・サービスの創出 顧客への価値提供に関わる革新
販売・流通形態、サプライチェーンの刷新 生産性向上につながる画期的なプロセス改革 調査・研究・開発期間の短縮
情報活用の高度化による意思決定の迅速化 勤務形態の多様化など働き方の改革 その他（第１位）
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【ご参考】 業種別

デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化への対応により解決したい課題（第一位の業種別）

26.9

44.4

17.3

45.8

33.3

11.5

31.0

36.4

12.5

0.0

15.4

8.3

0.0

26.9

6.9

9.1

31.3

11.1

26.9

29.2

33.3

46.2

41.4

9.1

4.4

0.0

5.8

4.2

33.3

0.0

0.0

0.0

16.3

44.4

19.2

12.5

0.0

3.8

17.2

27.3

1.9

0.0

3.8

0.0

0.0

3.8

0.0

0.0

5.0

0.0

9.6

0.0

0.0

3.8

3.4

9.1

0.6

0.0

0.0

0.0

0.0

3.8

0.0

0.0

1.3

0.0

1.9

0.0

0.0

0.0

0.0

9.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=52)

機械器具製造…

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

新しい事業、ビジネスモデルの創出 新しい商品・サービスの創出 顧客への価値提供に関わる革新
販売・流通形態、サプライチェーンの刷新 生産性向上につながる画期的なプロセス改革 調査・研究・開発期間の短縮
情報活用の高度化による意思決定の迅速化 勤務形態の多様化など働き方の改革 その他
第２位はなし 第３位はなし

Q14：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択ください。（第１位）
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トップランナーでは、「顧客への価値提供に関わる革新」が課題として重視されるようになった。
デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化への対応により解決したい課題（第一位の取組別）

28.6

22.2

40.9

11.1

18.1

0.0

34.9

30.6

18.2

3.2

5.6

4.5

15.9

15.3

18.2

1.6

1.4

4.5

3.2

4.2

13.6

0.0

1.4

0.0

1.6

1.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

新しい事業、ビジネスモデルの創出 新しい商品・サービスの創出 顧客への価値提供に関わる革新
販売・流通形態、サプライチェーンの刷新 生産性向上につながる画期的なプロセス改革 調査・研究・開発期間の短縮
情報活用の高度化による意思決定の迅速化 勤務形態の多様化など働き方の改革 その他

36.7

21.8

25.9

22.4

10.3

11.1

26.5

33.3

22.2

0.0

4.6

7.4

12.2

21.8

25.9

2.0

2.3

3.7

0.0

3.4

0.0

0.0

2.3

3.7

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=49)

セカンドランナー(N=87)

フォロワー(N=27)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q13：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択ください。（第１位）

新しい事業、ビジネスモデルの創出 新しい商品・サービスの創出 顧客への価値提供に関わる革新
販売・流通形態、サプライチェーンの刷新 生産性向上につながる画期的なプロセス改革 調査・研究・開発期間の短縮
情報活用の高度化による意思決定の迅速化 勤務形態の多様化など働き方の改革 その他

2018年度

2019年度 Q14：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択ください。（第１位）
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【ご参考】
デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化への対応により解決したい課題（第一位のレガシー状況別）

28.6

23.1

18.4

39.5

14.3

15.4

12.2

9.3

28.6

32.7

30.6

30.2

7.1

3.8

6.1

2.3

14.3

19.2

20.4

9.3

0.0

3.8

0.0

2.3

7.1

0.0

8.2

7.0

0.0

0.0

2.0

0.0

0.0

1.9

2.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既にレガシーシステムはない(N=14)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=52)

半分程度がレガシーシステムである(N=49)

ほとんどがレガシーシステムである(N=43)

Q2
5_
レガ

シ
ーシ
ステ

ム
の
状
況

Q14：デジタル化への対応により解決したい課題をご選択ください。解決したい順に１位～３位までご選択くださ
い。（第１位）

新しい事業、ビジネスモデルの創出 新しい商品・サービスの創出 顧客への価値提供に関わる革新
販売・流通形態、サプライチェーンの刷新 生産性向上につながる画期的なプロセス改革 調査・研究・開発期間の短縮
情報活用の高度化による意思決定の迅速化 勤務形態の多様化など働き方の改革 その他
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最も解決したい課題に対して、施策を実施済みの企業の割合も、施策を実施済みで既に成果が出てい
るとする企業の割合も、昨年度と同程度。

デジタル化の課題や解決の工夫 解決したい課題の検討状況（第1位）

12.5

10.9

4.8

10.0

12.7

9.7

9.4

14.5

10.9

35.6

35.8

43.0

28.1

22.4

24.2

4.4

3.6

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q14S2：解決したい課題の第１位「（Q14代入 第１位の回答結果）」について、検討・進捗状況を１つご選択ください。
(N=160)

成果が出ている 成果はまだ出ていない（今後期待している） 成果が出ている 成果はまだ出ていない（今後期待している） 計画中 未着手
【実施済み】 【試行中】
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解決したい上位課題において、既に成果が出ているとする企業は一部に留まっているが、その中でも、
生産性向上に繋がる画期的なプロセス改革の課題について成果が出ているとする企業の割合が高い。

デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化への対応により解決したい課題（第１～３位合算の実施状況と成果有無）

11.1 

24.6 

35.3 

47.1 

57.8 

36.4 

19.2 

55.6 

88.9 

75.4 

64.7 

52.9 

42.2 

63.6 

80.8 

44.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新しい事業、ビジネスモデルの創出(N=54)

新しい商品・サービスの創出(N=57)

顧客への価値提供に関わる革新(N=68)

販売・流通形態、サプライチェーンの刷新
(N=17)

生産性向上につながる画期的なプロセス改革
(N=64)

調査・研究・開発期間の短縮(N=11)

情報活用の高度化による意思決定の迅速化
(N=26)

勤務形態の多様化など働き方の改革(N=18)

実施済み・試行中の課題についての成果の有無

成果が出ている 成果はまだ出ていない（今後期待している）

64.3 

78.1 

68.0 

47.2 

73.6 

73.3 

51.0 

66.7 

26.2 

19.2 

27.0 

44.4 

20.7 

13.3 

41.2 

33.3 

9.5 

2.7 

5.0 

8.3 

5.7 

13.3 

7.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新しい事業、ビジネスモデルの創出(N=84)

新しい商品・サービスの創出(N=73)

顧客への価値提供に関わる革新(N=100)

販売・流通形態、サプライチェーンの刷新
(N=36)

生産性向上につながる画期的なプロセス改革
(N=87)

調査・研究・開発期間の短縮(N=15)

情報活用の高度化による意思決定の迅速化
(N=51)

勤務形態の多様化など働き方の改革(N=27)

実施済み・試行中 計画中 未着手

デジタル化への対応により解決したい課題1～３位合算の検討・進捗状況

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼：2018年度の割合



165Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

【ご参考】 解決したい課題ごとにみた、重視する効果指標の割合
デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化への対応により解決したい課題（最も重視する効果指標とのクロス）

①顧客への価値提供に関わる革新を課題と考える企業は、顧客の満足度や行動に関わる指標を最も重視する。
②新しい事業・ビジネスモデルの創出を課題と考える企業は、財務的な指標や、顧客の満足度や行動に関わる指標を重視する。

凡例 50%以上 40%以上 30%以上 20%以上 10%以上

課題解決において最も重視する効果指標(第１位)
財務的な指
標（売上、
利益、コスト
削減等）

顧客の満足
度や行動に
関わる指標

ビジネスサイ
クルの短縮

業務の効率
化

従業員の変
化（能力・
意識向上
等）

品質・安全
性の改善
（事故、ダ
ウンタイム等
の減少）

明確には設
定していな

い
その他 総計

デ
ジ
タ
ル
化
へ
の
対
応
に
よ
り

解
決
し
た
い
課
題
（
第
１
位
）

新しい事業、ビジネスモデルの創出
（N=43） 46.5% 44.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 7.0% 2.3% 100.0%

新しい商品・サービスの創出
（N=20） 30.0% 45.0% 10.0% 0.0% 5.0% 0.0% 10.0% 0.0% 100.0%

顧客への価値提供に関わる革新
（N=50） 14.0% 72.0% 2.0% 0.0% 0.0% 4.0% 6.0% 2.0% 100.0%

販売・流通形態、サプライチェーンの刷
新（N=7） 42.9% 28.6% 0.0% 28.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

生産性向上につながる画期的なプロ
セス改革（N=26） 11.5% 0.0% 15.4% 46.2% 3.8% 11.5% 0.0% 11.5% 100.0%

調査・研究・開発期間の短縮
（N=3） 0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 100.0%

情報活用の高度化による意思決定
の迅速化（N=8） 50.0% 0.0% 0.0% 25.0% 12.5% 0.0% 12.5% 0.0% 100.0%

勤務形態の多様化など働き方の改
革（N=1） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

総計 26.9% 41.3% 5.0% 10.6% 2.5% 3.1% 6.3% 4.4% 100.0%

①

②
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21.9 

45.6 

28.1 

4.4 

21.4 

50.3 

22.6 

5.7 

25.5 

35.0 

30.6 

8.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

成果が出ている

成果はまだ出ていない（今後期待している）

計画中

未着手

解決したい課題の検討・進捗状況（第１位、第２位、第３位）

第１位（N=160） 第２位（N=159） 第３位（N=157）

優先度第１～２位の課題に対する施策については既に実施中または施行中とする割合が
大きい。但し、成果を出すにはまだ至っていない企業が多い。

デジタル化の課題や解決の工夫 解決したい課題の検討状況（第1位～第3位）
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レガシーシステムが少ないほど、解決したい課題に対して、施策を実施済みで既に成果が出て
いるとする企業が多い。

デジタル化の課題や解決の工夫 解決したい課題の検討状況（第1位～第3位）（レガシー別）

11.9 

35.7 

12.4 

10.2 

5.5 

8.9 

4.8 

10.5 

7.5 

10.2 

11.3 

14.3 

18.3 

6.1 

7.8 

34.5 

26.2 

30.7 

33.3 

43.0 

27.2 

14.3 

23.5 

34.7 

27.3 

6.2 

4.8 

4.6 

8.2 

6.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

既にレガシーシステムはない(N=42)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=153)

半分程度がレガシーシステムである(N=147)

ほとんどがレガシーシステムである(N=128)

デジタル化への対応により解決したい課題1～３位合算の検討・進捗状況

成果が出ている 成果はまだ出ていない（今後期待している） 成果が出ている 成果はまだ出ていない（今後期待している） 計画中 未着手
【実施済み】 【試行中】
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26.9

30.3

25.5

41.3

36.4

36.4

5.0

4.8

5.5

10.6

17.0

14.5

2.5

3.6

3.0

3.1

1.8

5.5

6.3

4.2

7.3

4.4

1.8

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

財務的な指標（売上、利益、コスト削減等）
顧客の満足度や行動に関わる指標（顧客体験（CX）、双方向コミュニケーション等）
ビジネスサイクルの短縮
業務の効率化
従業員の変化（能力・意識向上等）
品質・安全性の改善（事故、ダウンタイム等の減少）
明確には設定していない
その他

最も解決したいデジタル化の課題における効果指標として、従来と同様、顧客の満足度や
行動に関わる指標を重要視する企業が多い。

デジタル化の課題や解決の工夫 課題解決において最も重視する効果指標（第1位）

Q14S1：解決したい課題の第１位「（Q14代入 第１位の回答結果）」について、もっとも重視する効果指標を１つご選択ください。(N=160)

その他回答（2019年度）：
• 親会社事業における導入・定着に依存
• 顧客自身がわかってないニーズに対する提案
• 対応可能要員数
• グループ・ガバナンスの強化
• 新素材開発期間の短縮
• 生産性向上とコストダウン
• 労働力不足への対応と建設作業フィールドの安全性向上
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25.9%

28.0%

35.3%

48.0%

7.1%

2.7%

10.6%

10.7%

2.4%

2.7%

5.9%

0.0%

7.1%

5.3%

5.9%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業
（N=85）
非製造業
（N=75）

Q14S1：解決したい課題の第１位「（Q13代入 第１位の回答結果）」について、もっとも重視する効果指標を１つご選択ください。

財務的な指標（売上、利益、コスト削減等） 顧客の満足度や行動に関わる指標（顧客体験（CX）、双方向コミュニケーション等）
ビジネスサイクルの短縮 業務の効率化
従業員の変化（能力・意識向上等） 品質・安全性の改善（事故、ダウンタイム等の減少）
明確には設定していない その他

【ご参考】 製造業・非製造業別

デジタル化の課題や解決の工夫 課題解決において最も重視する効果指標（第1位）（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

25.9%

35.0%

34.1%

38.8%

8.2%

1.3%

20.0%

13.8%

2.4%

5.0%

3.5%

0.0%

3.5%

5.0%

2.4%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (N=85)

非製造業
(N=80)

Q13S2：解決したい課題の第１位「（Q13代入 第１位の回答結果）」について、もっとも重視する効果指標を１つご選択ください。

財務的な指標（売上、利益、コスト削減等） 顧客の満足度や行動に関わる指標（顧客体験（CX）、双方向コミュニケーション等）
ビジネスサイクルの短縮 業務の効率化
従業員の変化（能力・意識向上等） 品質・安全性の改善（事故、ダウンタイム等の減少）
明確には設定していない その他

2018年度

2019年度
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【ご参考】 業種別

デジタル化の課題や解決の工夫 課題解決において最も重視する効果指標（第1位）（業種別）

26.9

22.2

21.2

37.5

44.4

26.9

27.6

18.2

41.3

33.3

30.8

45.8

55.6

50.0

55.2

18.2

5.0

0.0

9.6

4.2

0.0

7.7

0.0

0.0

10.6

11.1

15.4

0.0

0.0

7.7

13.8

18.2

2.5

11.1

1.9

0.0

0.0

3.8

0.0

9.1

3.1

0.0

5.8

8.3

0.0

0.0

0.0

0.0

6.3

0.0

9.6

4.2

0.0

3.8

3.4

18.2

4.4

22.2

5.8

0.0

0.0

0.0

0.0

18.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=52)

機械器具製造(N=24)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q14S1：解決したい課題の第１位「（Q14代入 第１位の回答結果）」について、もっとも重視する効果指標を１つご選択ください。

財務的な指標（売上、利益、コスト削減等） 顧客の満足度や行動に関わる指標（顧客体験（CX）、双方向コミュニケーション等）

ビジネスサイクルの短縮 業務の効率化

従業員の変化（能力・意識向上等） 品質・安全性の改善（事故、ダウンタイム等の減少）

明確には設定していない その他
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66

43

17

10

8

5

4

7

54

54

19

7

11

6

5

3

32

32

32

17

14

7

21

2

0 20 40 60 80 100 120 140 160

顧客の満足度や行動に関わる指標
（顧客体験（CX）、双方向コミュニケーション等）

財務的な指標（売上、利益、コスト削減等）

業務の効率化

明確には設定していない

ビジネスサイクルの短縮

品質・安全性の改善（事故、ダウンタイム等の減少）

従業員の変化（能力・意識向上等）

その他

課題解決において最も重視する指標（第１位、第２位、第３位の合算）

第１位（N=160） 第２位（N=159） 第３位（N=157）

解決したいデジタル化の課題の効果指標に関し、第1位～第3位合算をみると、昨年度と
同様、顧客の満足度や行動に関わる指標と、財務的な指標を重要視する企業が多い。

デジタル化の課題や解決の工夫 課題解決において最も重視する効果指標（第1位～第3位合算）
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9.4

71.9

73.1

65.0

30.0

11.9

15.0

3.1

2.5

9.7

69.7

79.4

53.3

25.5

8.5

9.1

2.4

3.0

10.9

72.1

65.5

58.2

26.1

11.5

11.5

1.8

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テーマ選定や審査を厳格化

できることから小さく始める

トライ＆エラー、PoCを繰り返し実施

検討体制、人選

従業員への教育強化

効果指標を達成するための先行指標を設定（例：プロセス指標、バラン…

実施主体の裁量を大きくする

その他

特になし

Q14S7：デジタル化への対応により解決したい課題の１位～３位について、課題解決に向け、どのような工夫をしていますか。
（複数選択可） (N=160)

2019年度（N=160） 2018年度（N=165） 2017年度（N=165）

デジタル化の課題解決に向けた工夫の傾向についてみると、従来と同様、 「トライ＆エラー」 「小さくはじ
める」「検討体制、人選」が上位を占める。その中で、検討体制、人選を行う企業が昨年より増加。

デジタル化の課題や解決の工夫 課題解決にあたり工夫している点

＋11.7
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5.7 

68.6 

77.1 

57.1 

40.0 

14.3 

20.0 

2.9 

2.9 

13.7 

69.9 

76.7 

69.9 

31.5 

11.0 

13.7 

2.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テーマ選定や審査を厳格化

できることから小さく始める

トライ＆エラー、PoCを繰り返し実施

検討体制、人選

従業員への教育強化

効果指標を達成するための先行指標を設定

実施主体の裁量を大きくする

その他

特になし

成果が出ている（N=35） 成果はまだ出ていない（今後期待している）（N=73）

①従業員への教育強化を工夫している企業で成果が出ている。
②課題解決にあたり、成果が出ている企業では「できることから小さくはじめる」、「トライ＆
エラー」の工夫を実施している。但し、成果が出ていないとする企業も多い。

デジタル化の課題や解決の工夫 課題解決にあたり工夫している点（成果有無別）

デジタル化への対応による課題解決にあたり、工夫している点
（Q14S2で回答した第1位の課題に対する成果の有無とQ14S7のクロス集計）

①

②
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7割の企業が、PoCのために短期的な効果を求めない予算を活用している。

デジタル化の課題や解決の工夫

69.4 27.5 3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q14S8：PoCの実施促進のため、収益増大やコスト削減等の短期的な効果を求めない予算
（研究開発費等）を活用していますか。(N=160)

活用している 活用していない その他
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70.1

85.7

63.9

45.5

26.8

11.1

34.7

45.5

3.2

3.2

1.4

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q14S8：PoCの実施促進のため、収益増大やコスト削減等の短期的な効果を求めない予算（研究開発費
等）を活用していますか。

活用している 活用していない その他

トップランナーにいくほど、PoCのために短期的な効果を求めない予算を活用している。

デジタル化の課題や解決の工夫
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30.6

73.8

46.9

54.4

61.3

30.0

54.4

21.9

48.1

26.3

2.5

0.0

35.2

59.4

35.2

37.6

66.1

22.4

66.1

13.3

38.8

23.6

0.0

1.2

32.7

63.6

32.7

44.8

58.8

17.0

55.2

17.6

34.5

20.0

1.8

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業規模・収益性（マネタイズ）

効果が不透明な時に実行するための決断・合意形成、リーダーシップ

連携パートナー、取引先等社外ステークホルダーとの合意形成

既存事業部門等社内の協力獲得

検討体制・リソースの確保

リーンスタートアップやアジャイル開発等の方法論の習得

これまでとは異なるデジタル人材の確保

デジタル化の取組を加速し、適性に評価するための人事制度の刷新

リスクテイクするための社風・文化の変革

既存情報システムの改修スピード、コスト

その他

特になし

Q14S9：デジタル化を推進する上で、重要と考えている要因は何であると考えていますか。（複数選択可）(N=160)

2019年度（N=160） 2018年度（N=165） 2017年度（N=165）

課題としては、「決断・リーダーシップ」「検討体制・リソース確保」 「社内の協力獲得」 「デジタル人材
確保」が上位を占める。

デジタル化の課題や解決の工夫 デジタル化を推進する中での課題

※2019年度は、設問を「デジタル化を推進する中での課題」から、 「デジタル化を推進する上で重要と考えている要因」として変更。
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デジタル化の進展に向けた協業・連携
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51.3

43.0

39.4

24.4

27.3

29.7

16.9

23.6

21.8

5.0

2.4

5.5

2.5

3.6

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q15：デジタルビジネスを推進するにあたり、他社との連携の必要性を感じますか。(N=160)

既に他社と連携して進めている 他社との連携を模索中 他社との連携の必要性を感じているが、未着手
自社単独で対応 判断できない、分からない

デジタルビジネスを推進するにあたり、他社と連携して進める企業は増加し続けている。

デジタル化の進展に向けた協業・連携 他社との連携の必要性
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【ご参考】 製造業・非製造業別

デジタル化の進展に向けた協業・連携 他社との連携の必要性（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

44.7%

58.7%

28.2%

20.0%

17.6%

16.0%

7.1%

2.7%

2.4%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=85）

非製造業（N=75）

Q15：デジタルビジネスを推進するにあたり、他社との連携の必要性を感じますか。

既に他社と連携して進めている 他社との連携を模索中 他社との連携の必要性を感じているが、未着手
自社単独で対応 判断できない、分からない
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【ご参考】 業種別

デジタル化の進展に向けた協業・連携 他社との連携の必要性（業種別）

51.3

33.3

44.2

50.0

55.6

69.2

55.2

45.5

24.4

33.3

26.9

29.2

11.1

15.4

27.6

18.2

16.9

33.3

17.3

12.5

22.2

11.5

10.3

36.4

5.0

0.0

7.7

8.3

0.0

3.8

3.4

0.0

2.5

0.0

3.8

0.0

11.1

0.0

3.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=52)

機械器具製造(N=24)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q15：デジタルビジネスを推進するにあたり、他社との連携の必要性を感じますか。

既に他社と連携して進めている 他社との連携を模索中 他社との連携の必要性を感じているが、未着手
自社単独で対応 判断できない、分からない
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51.6

63.5

41.7

50.0

24.8

20.6

29.2

22.7

15.9

9.5

19.4

22.7

5.1

4.8

5.6

4.5

2.5

1.6

4.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q15：デジタルビジネスを推進するにあたり、他社との連携の必要性を感じますか。

既に他社と連携して進めている 他社との連携を模索中 他社との連携の必要性を感じているが、未着手 自社単独で対応 判断できない、分からない

フォロワーの他社連携が大きく進行した。

デジタル化の進展に向けた協業・連携 他社との連携の必要性（取組別）

42.9

61.2

40.2

18.5

27.6

22.4

27.6

37.0

23.9

12.2

26.4

37.0

1.8

2.0

2.3

0.0

3.7

2.0

3.4

7.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=49)

セカンドランナー(N=87)

フォロワー(N=27)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q14：デジタルビジネスを推進するにあたり、他社との連携の必要性を感じますか。

既に他社と連携して進めている 他社との連携を模索中 他社との連携の必要性を感じているが、未着手 自社単独で対応 判断できない、分からない

2018年度

2019年度
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昨年度と同様に、レガシーシステムの少ない企業ほど、他社と連携を進めている。

デジタル化の進展に向けた協業・連携 他社との連携の必要性（レガシー状況別）

51.9

71.4

61.5

42.9

44.2

24.1

7.1

23.1

26.5

27.9

16.5

7.1

9.6

18.4

25.6

5.1

14.3

1.9

8.2

2.3

2.5

0.0

3.8

4.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

既にレガシーシステムはない(N=14)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=52)

半分程度がレガシーシステムである(N=49)

ほとんどがレガシーシステムである(N=43)

Q2
5_
レガ

シ
ーシ
ステ

ム
の
状
況

Q15：デジタルビジネスを推進するにあたり、他社との連携の必要性を感じますか。

既に他社と連携して進めている 他社との連携を模索中 他社との連携の必要性を感じているが、未着手
自社単独で対応 判断できない、分からない
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13.5

11.0

60.6

65.8

20.6

35.5

17.4

4.5

16.0

15.3

50.0

53.3

24.7

30.7

10.7

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

顧客開拓

販売チャネルの拡大

アイデアを具現化するサポート

技術の獲得

業務プロセス等のノウハウ

情報の獲得

課題への理解・共感

その他

Q14S2：連携が重要と考える相手先として、第１位「（Q14S1 第１位の回
答結果）」を選択した理由をご選択ください。（複数選択可）(N=155)

2018年度（N=155） 2017年度（N=150）

他業界の企業との連携については、昨年度と同じく、アイデアを具現化するサポートと、技術の
獲得を重要視されている。また、事業連携・協業（エコシステム）も重要視されている。

デジタル化の進展に向けた協業・連携

20.3

20.9

60.1

66.9

62.2

20.9

32.4

22.3

0.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

顧客開拓

販売チャネルの拡大

アイデアを具現化するサポート

事業連携・協業（エコシステム）

技術の獲得

業務プロセス等のノウハウ

情報の獲得

課題への理解・共感

その他

連携を重要視していない

Q15S1：「他業界の企業」との連携について、何を重要視す
るかをご選択ください。（複数選択可）(N=148)

2017年度
2018年度 2019年度

※2019年度より「事業連携・協業（エコシステム）」を追加、「設備等生産能力の拡大」を削除
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【ご参考】デジタル化の取り組み別

デジタル化の進展に向けた協業・連携

20.3

24.6

9.5

18.6

26.2

9.5

62.7

58.5

57.1

64.4

66.2

76.2

67.8

61.5

57.1

22.0

24.6

9.5

32.2

33.8

28.6

27.1

16.9

28.6

0.0

1.5

0.0

0.0

0.0

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=59)

セカンドランナー(N=65)

フォロワー(N=21)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q15S1：「他業界の企業」との連携について、何を重要視するかをご選択ください。（複数選択可）

顧客開拓 販売チャネルの拡大 アイデアを具現化するサポート 事業連携・協業（エコシステム）
技術の獲得 業務プロセス等のノウハウ 情報の獲得 課題への理解・共感
その他 連携を重要視していない
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デジタル化の課題
1. 解決したい課題としては、昨年度と同様、「顧客への価値提供の革新」、 「新ビジネス創出」、 「生産
性向上に繋がるプロセス改革」を挙げる割合が高い。

2. 解決したい上位課題において、既に成果が出ているとする企業は一部に留まっているが、その中でも、生
産性向上に繋がる画期的なプロセス改革の課題について成果が出ているとする企業の割合が高い。

3. レガシーシステムが少ないほど、解決したい課題に対して、施策を実施済みで既に成果が出ているとする
企業が多い。（但しレガシーシステムだけが要因ではないと拝察）

4. 解決したいデジタル化の課題の効果指標について、昨年度と同様、顧客の満足度や行動に関わる指
標と、財務的な指標を重要視する企業が多い。

5. デジタル化の課題解決に向けた工夫の傾向についてみると、従来と同様、 「トライ＆エラー」 「小さくはじ
める」「検討体制、人選」が上位を占める。その中でも、検討体制、人選を行う企業が昨年より約12ポ
イント増加し65%（第３位）。

6. デジタル化の取り組みが進んでいる企業ほど、PoCのために短期的な効果を求めない予算を活用してお
り、トップランナーでは約9割が活用している。

7. デジタル化を推進する上での課題としては、課題としては、「決断・リーダーシップ」「検討体制・リソース確
保」 「社内の協力獲得」 「デジタル人材確保」が上位を占める。

アンケート結果の考察３ （デジタル化を推進する上での課題や解決の工夫）（１／２）

考察
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デジタル化の進展に向けた協業・連携
1. デジタルビジネスを推進するにあたり、他社と連携して進める企業は、昨年より約8ポイント増加して

51%になった。その主な要因はフォロワーの変化であり、昨年より31ポイント増加。
2. 他社と連携する主な理由として、事業連携・協業（エコシステム）、技術獲得、およびアイデア具現

化が挙げられている。

アンケート結果の考察３ （デジタル化を推進する上での課題や解決の工夫）（２／２）

考察
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デジタルIT投資
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本調査におけるデジタルIT投資、および攻め／守りのIT投資の定義

デジタルIT投資

デジタルIT投資

以下のようなIoT (Internet of Things）関連、AI（人工知能）、ロボット
などのデジタル技術に対するIT投資。

IoT (Internet of Things）関連
AI（人工知能）
ブロックチェーン、仮想通貨
X-Tech（FinTech、HealthTechなど）
VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR(複合現実）
ウェアラブルコンピューティング
ロボット、RPA（Robotic Process Automation）
5G

攻めのIT投資・守りのIT投資

攻めのIT投資：ビジネスにおける新しい施策を展開するためのIT投資
守りのIT投資：現行ビジネスを維持・運営するためのIT投資
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0.0

0.0

1.3

1.3

1.3

0.6

3.9

7.8

2.6

15.6

7.8

23.4

8.4

19.5

17.5

17.5

20.1

12.3

35.1

1.9

1.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在(N=154)

今後（３年後）(N=154)

Q15：IT投資における予算配分についてお尋ねします。攻めのIT投資と守りのIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）につ
いて、現在、および、今後（３年後）の目標それぞれに対し、ご選択ください。

攻め100％：守り0％ 攻め90％：守り10％ 攻め80％：守り20％ 攻め70％：守り30％ 攻め60％：守り40％ 攻め50％：守り50％
攻め40％：守り60％ 攻め30％：守り70％ 攻め20％：守り80％ 攻め10％：守り90％ 攻め0％：守り100％

0.0

0.0

1.3

2.0

1.3

3.4

0.7

7.4

2.0

10.7

8.7

25.5

9.4

16.8

18.8

22.8

24.2

9.4

30.9

1.3

2.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在(N=149)

今後（３年後）(N=149)

Q16：IT投資における予算配分についてお尋ねします。攻めのIT投資と守りのIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）につ
いて、現在、および、今後（３年後）の目標それぞれに対し、ご選択ください。

攻め100％：守り0％ 攻め90％：守り10％ 攻め80％：守り20％ 攻め70％：守り30％ 攻め60％：守り40％ 攻め50％：守り50％
攻め40％：守り60％ 攻め30％：守り70％ 攻め20％：守り80％ 攻め10％：守り90％ 攻め0％：守り100％

昨年度と同様に、攻めのIT投資の意欲は高く、今後は増やす傾向。
足許では守りのIT投資の割合が増えており、レガシー対応が認知された現れと考えられる。

デジタルIT投資 ＩＴ投資における予算配分

2018年度

2019年度
攻め 守り

※「わからない」の回答を除外
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0.0 

0.0 

0.0 

2.7 

1.2 

1.4 

4.9 

2.7 

2.5 

2.7 

7.4 

8.2 

7.4 

9.6 

17.3 

17.8 

28.4 

11.0 

28.4 

42.5 

2.5 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=81）

非製造業
（N=73）

Q15：IT投資における予算配分についてお尋ねします。攻めのIT投資と守りのIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）につ
いて、現在、および、今後（３年後）の目標それぞれに対し、ご選択ください。・現在

攻め100％：守り0％ 攻め90％：守り10％ 攻め80％：守り20％ 攻め70％：守り30％ 攻め60％：守り40％ 攻め50％：守り50％
攻め40％：守り60％ 攻め30％：守り70％ 攻め20％：守り80％ 攻め10％：守り90％ 攻め0％：守り100％

0.0 

0.0 

2.5 

0.0 

1.2 

1.5 

1.2 

0.0 

2.5 

1.5 

8.6 

8.8 

7.4 

11.8 

23.5 

13.2 

25.9 

22.1 

23.5 

39.7 

3.7 

1.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=81）

非製造業
（N=68）

Q16：IT投資における予算配分についてお尋ねします。攻めのIT投資と守りのIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）につ
いて、現在、および、今後（３年後）の目標それぞれに対し、ご選択ください。・現在

攻め100％：守り0％ 攻め90％：守り10％ 攻め80％：守り20％ 攻め70％：守り30％ 攻め60％：守り40％ 攻め50％：守り50％
攻め40％：守り60％ 攻め30％：守り70％ 攻め20％：守り80％ 攻め10％：守り90％ 攻め0％：守り100％

【ご参考】 製造業・非製造業別

デジタルIT投資 ＩＴ投資における予算配分（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

2018年度

2019年度

※「わからない」の回答を除外
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昨年よりも攻めのIT投資の割合を下げた業界が多い。
昨年よりも増やした業界は「素材製造」「金融」の2業界のみ。

デジタルIT投資 ＩＴ投資における予算配分（業種別）

▼：2018年度の「攻め50%：守り50%」と「攻め40%：守り60%」の境界

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.3

0.0

4.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.3

0.0

2.0

0.0

0.0

4.2

0.0

0.0

0.7

0.0

2.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.0

0.0

2.0

4.3

0.0

0.0

3.8

0.0

8.7

0.0

8.0

13.0

0.0

4.2

11.5

20.0

9.4

12.5

6.0

8.7

0.0

20.8

11.5

0.0

18.8

50.0

20.0

21.7

0.0

12.5

19.2

10.0

24.2

25.0

18.0

43.5

37.5

20.8

15.4

30.0

30.9

12.5

32.0

8.7

62.5

37.5

38.5

30.0

2.7

0.0

6.0

0.0

0.0

0.0

0.0

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=8)

素材製造(N=50)

機械器具製造(N=23)

商社・流通(N=8)

金融(N=24)

社会インフラ(N=26)

サービス(N=10)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q16：IT投資における予算配分についてお尋ねします。攻めのIT投資と守りのIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）につ
いて、現在、および、今後（３年後）の目標それぞれに対し、ご選択ください。・現在

攻め100％：守り0％ 攻め90％：守り10％ 攻め80％：守り20％ 攻め70％：守り30％ 攻め60％：守り40％ 攻め50％：守り50％
攻め40％：守り60％ 攻め30％：守り70％ 攻め20％：守り80％ 攻め10％：守り90％ 攻め0％：守り100％

※「わからない」の回答を除外

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼
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0.0

0.0

0.0

0.0

1.4

1.7

1.5

0.0

1.4

1.7

1.5

0.0

0.7

1.7

0.0

0.0

2.1

5.1

0.0

0.0

8.2

11.9

4.5

10.0

9.6

16.9

4.5

5.0

19.2

22.0

19.4

10.0

24.0

16.9

28.4

30.0

30.8

22.0

35.8

40.0

2.7

0.0

4.5

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=59)

セカンドランナー(N=67)

フォロワー(N=20)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q16：IT投資における予算配分についてお尋ねします。攻めのIT投資と守りのIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）につ
いて、現在、および、今後（３年後）の目標それぞれに対し、ご選択ください。・現在

攻め100％：守り0％ 攻め90％：守り10％ 攻め80％：守り20％ 攻め70％：守り30％ 攻め60％：守り40％ 攻め50％：守り50％
攻め40％：守り60％ 攻め30％：守り70％ 攻め20％：守り80％ 攻め10％：守り90％ 攻め0％：守り100％

攻めのIT投資の割合はトップランナーでは昨年と変わらない。

デジタルIT投資 ＩＴ投資における予算配分（取組別）

▼：2018年度の「攻め50%：守り50%」と「攻め40%：守り60%」の境界

※「わからない」の回答を除外

▼

▼

▼
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0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.4

0.0

2.1

0.0

2.4

1.4

0.0

0.0

0.0

4.8

0.7

0.0

2.1

0.0

0.0

2.0

0.0

2.1

2.2

2.4

8.1

7.7

6.3

6.7

11.9

9.5

0.0

10.4

17.8

2.4

18.9

38.5

22.9

20.0

7.1

24.3

23.1

16.7

24.4

33.3

31.1

23.1

37.5

26.7

31.0

2.7

7.7

0.0

2.2

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

既にレガシーシステムはない(N=13)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=48)

半分程度がレガシーシステムである(N=45)

ほとんどがレガシーシステムである(N=42)

Q2
5_
レガ

シ
ーシ
ステ

ム
の
状
況

Q16：IT投資における予算配分についてお尋ねします。攻めのIT投資と守りのIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）につ
いて、現在、および、今後（３年後）の目標それぞれに対し、ご選択ください。・現在

攻め100％：守り0％ 攻め90％：守り10％ 攻め80％：守り20％ 攻め70％：守り30％ 攻め60％：守り40％ 攻め50％：守り50％
攻め40％：守り60％ 攻め30％：守り70％ 攻め20％：守り80％ 攻め10％：守り90％ 攻め0％：守り100％

既にレガシーシステムのない企業で、攻めのIT投資の割合が大きく低下。

デジタルIT投資 ＩＴ投資における予算配分（取組別）

▼：2018年度の「攻め50%：守り50%」と「攻め40%：守り60%」の境界

▼

▼

▼

▼

※「わからない」の回答を除外
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1.4 46.2 29.7 11.0 3.4 2.8 5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q16S1：現在のIT予算全体の内、デジタルIT投資のおおよその比率（キャッシュベース）について、ご選択ください。
(N=145)

0％ 0％超5％以下 5％超10％以下 10％超15％以下 15％超20％以下 20％超 分からない

IT予算全体の内、デジタルIT投資の比率が5%以下とする企業が約5割を占める。

デジタルIT投資 IT予算におけるデジタルIT投資比率
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デジタル化に関わる投資予算について、IT部門にまとめていく傾向と、IT部門以外の予算確
保を拡大していく動きが同時に見られる。

デジタルIT投資 デジタル化予算の取得

※「わからない」の回答を除外

26.2

26.8

23.6

13.9

14.8

13.4

9.8

19.0

16.5

9.0

7.0

7.1

4.1

5.6

4.7

5.7

3.5

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年
（N=122）

2018年度
（N=142）

2017年度
（N=127）

5％以下 6～10％ 11～30％ 31～50％ 51～100％ 101％より多い（IT投資予算より多い）

5.6

10.9

6.1

36.3

34.5

37.6

34.4

40.6

33.3

18.1

12.7

21.2

5.6

1.2

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度…

2018年度…

2017年度…

IT部門以外が独自に予算を取得
IT部門以外が独自に予算を取得するが、関連するシステム改修や、ネットワーク・インフラの増強等はIT部門が予算を取得
案件ごとに担当する組織が予算を確保
全てIT部門でまとめて予算を取得
その他

Q17：デジタル化に関わる投資はIT部門以外が予算を取得し、実行するケースもあると思います。貴社はどのようにデジタル化投資の予算を取得されていますか。(N=160)

Q17S1：IT部門以外が管理するデジタル化に関わる投資の予算は、IT部門が管理するIT投資予算と対比しておおよそどの程度の割合か１つご選択ください。(N=122)

その他（自由回答）
• IT部門で各部門の予算をまとめて取得する(予算は各部門)
• デジタル推進部門とIT部門が共同で予算編成
• 開発を伴う案件は全件ＩＴ部門、サービス利用のみは事業部門
• 親会社のIT投資管理は連邦制、情報子会社にIT部門はない

• 各担当組織が取得するが、予算申請時や費用執行時はIT部門の承認を
必要とする

• 基本IT部門が予算確保、ただし、デジタル部門やビジネス部門など個別部
門が一定額確保

• システムに纏わる部分はIT部門で予算化するが、人材等はその限りではない
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デジタル化に関わる投資について、トップランナーではIT部門以外のIT投資予算を拡大する一
方で、フォロワーはIT部門の予算にまとめていく傾向が見られる。

デジタルIT投資 デジタル化予算の取得（取組別）

※「わからない」の回答を除外

23.3

29.7

26.1

11.6

17.6

13.0

18.6

18.9

17.4

14.0

4.1

4.3

4.7

6.8

4.3

4.7

2.7

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=33)

セカンドランナー(N=59)

フォロワー(N=16)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q16S1：IT部門以外が管理するデジタル化に関わる投資の予算は、IT部門が管理するIT投資予算と対比しておおよそどの程
度の割合か１つご選択ください。

5％以下 6～10％ 11～30％ 31～50％ 51～100％ 101％より多い（IT投資予算より多い）

16.7

25.4

60.0

21.4

9.5

13.3

9.5

12.7

0.0

11.9

6.3

13.3

4.8

3.2

6.7

9.5

4.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=31)

セカンドランナー(N=39)

フォロワー(N=14)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q17S1：IT部門以外が管理するデジタル化に関わる投資の予算は、IT部門が管理するIT投資予算と対比しておおよそどの程
度の割合か１つご選択ください。

5％以下 6～10％ 11～30％ 31～50％ 51～100％ 101％より多い（IT投資予算より多い）

2018年度

2019年度
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25.6

31.3

53.8

41.9

10.6

10.0

2.5

1.3

0.0

0.0

0.0

1.3

7.5

14.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門(N=160)

IT部門以外(N=160)

Q17S2：デジタル化に関わる投資は今後（３年程度）どのようになるとお考えか、それぞれ１つご選択ください。

大幅に増やす予定 多少増やす予定 大きな変化はない 多少減らす予定 大幅に減らす予定 その他 分からない

30.9

37.0

49.1

37.6

10.3

10.9

2.4

0.6

0.6

0.6

0.0

1.2

6.7

12.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門(N=165)

IT部門以外(N=165)

Q16S2：デジタル化に関わる投資は今後（３年程度）どのようになるとお考えか、それぞれ１つご選択ください。

大幅に増やす予定 多少増やす予定 大きな変化はない 多少減らす予定 大幅に減らす予定 その他 分からない

デジタル化に関わる投資を増やす傾向は昨年から変わらない。
但し、大幅に増やす予定の企業は減少している。

デジタルIT投資 今後の見通し

2018年度

2019年度
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IoT、AI、RPA、5Gについては、IT予算として確保する割合が高い。
一方で、IoTを設備建設予算として考える企業も多い。

デジタルIT投資 デジタルIT投資の予算分類

0 20 40 60 80 100 120 140

IoT (Internet of Things）関連

AI（人工知能）

ブロックチェーン、仮想通貨

X-Tech（FinTech、HealthTechなど）

VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR(複合現実）

ウェアラブルコンピューティング

ロボット、RPA（Robotic Process Automation）

5G

Q17S4：デジタルIT投資について、どのような予算で確保されていますか。(N=160)

IT予算 デジタル化関連全般投資予算 商品・サービスの開発予算 設備建設予算 その他 該当しない

※2019度は、デジタル技術の新技術領域の項目に合わせて項目を再設定した

ＩＴ予算の
割合が高い

ＩＴ予算の
割合が高い

設備建設予算の割合が高い
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IT投資
1. 昨年度と同様に、攻めのIT投資の意欲は高く、今後、攻めのIT投資比率を増やす傾向が見られる。
2. 一方で足許では、昨年よりも攻めのIT投資の割合を下げた業界が多く、レガシーシステムとのデータ

連携等の、守りの予算も持ちながら進めていると考えられる。
デジタルIT投資

1. デジタル化に関わる投資を増やす傾向は昨年から変わらない。但し、大幅に増やす予定の企業は
減少している。

2. トップランナーではIT部門以外のIT投資予算を拡大する一方で、フォロワーではIT部門の予算にまと
めていく傾向が見られる。

3. IT予算全体の内、デジタルIT投資の比率が5%以下とする企業が約5割を占める。
デジタルIT投資の予算分類

1. IoT、AI、RPA、5Gについては、IT予算として確保する割合が高い。一方で、IoTを設備建設予算と
して考える企業も多い。

アンケート結果の考察４ （デジタルIT投資）

考察
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デジタル人材
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20.0

4.2

9.1

6.1

12.7

12.1

0.0

3.6

6.1

14.5

9.7

9.7

26.7

14.5

9.1

23.0

25.5

11.5

7.3

17.0

24.8

1.2

2.4

5.5

0.0

5.5

6.1

1.2

4.2

4.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

0.0

0.0

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=165)

第２位(N=165)

第３位(N=165)

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む） 社外ネットワーク構築力
アイデア構想力 事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力 データ分析力
デジタル担当組織・人材のマネジメント力 その他 第２位は特にない
第３位は特にない

18.1

7.5

6.3

6.9

8.8

10.0

0.6

1.9

7.5

11.3

13.1

5.6

30.6

18.8

5.6

20.6

26.3

15.6

5.0

14.4

22.5

1.3

1.3

4.4

0.6

6.3

10.0

1.9

1.3

6.9

3.1

0.6

4.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=160)

第２位(N=160)

第３位(N=160)

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む） 社外ネットワーク構築力
アイデア構想力 事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力 データ分析力
デジタル担当組織・人材のマネジメント力 強い信念を持ち行動し続ける力 その他
第２位は特にない 第３位は特にない

Q19：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優先度の高い順に１位～３位までご選択くださ
い。

デジタル化を企画・推進するには、事業企画力が最も必要と考える企業が増えてきている。
デジタル人材 自社の人材に必要なスキル

20.0

4.2

9.1

6.1

12.7

12.1

0.0

3.6

6.1

14.5

9.7

9.7

26.7

14.5

9.1

23.0

25.5

11.5

7.3

17.0

24.8

1.2

2.4

5.5

0.0

5.5

6.1

1.2

4.2

4.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

0.0

0.0

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=165)

第２位(N=165)

第３位(N=165)

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む） 社外ネットワーク構築力
アイデア構想力 事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力 データ分析力
デジタル担当組織・人材のマネジメント力 その他 第２位は特にない
第３位は特にない

※2019度は、回答選択肢に「強い信念を持ち行動し続ける力」を追加

2018年度

2019年度

事業企画力
＋4

Q18：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優先度の高い順に１位～３位までご選択ください。
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49

33

29

18

11

8

5

3

2

1

1

0

0

30

42

12

21

14

23

1

2

2

3

10

0

0

9

25

10

9

16

36

7

11

7

12

16

0

2

0 20 40 60 80 100 120

事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む）

改革推進力（業務とIT両面での実行力）

チャレンジを認めるリーダーシップ

アイデア構想力

社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む）

技術力（新技術の評価・適用・目利きなど）

強い信念を持ち行動し続ける力

デジタル担当組織・人材のマネジメント力

開発・実装力

社外ネットワーク構築力

データ分析力

第２位は特にない

第３位は特にない

自社の人材に必要なスキル（第１位、第２位、第３位）

第１位(N=160) 第２位(N=160) 第３位(N=160)

企業の多くは、デジタル化の企画・推進にあたって、
事業企画力、改革推進力を必要としている。

デジタル人材 自社の人材に必要なスキル

※2019年度は、回答選択肢に「強い新年を持ち行動し続ける力」を追加
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49

33

29

18

11

8

5

3

2

1

1

0

0

30

42

12

21

14

23

1

2

2

3

10

0

0

9

25

10

9

16

36

7

11

7

12

16

0

2

0 20 40 60 80 100 120

事業企画力（事業デザイン力、マーケティング…

改革推進力（業務とIT両面での実行力）

チャレンジを認めるリーダーシップ

アイデア構想力

社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへ…

技術力（新技術の評価・適用・目利きなど）

強い信念を持ち行動し続ける力

デジタル担当組織・人材のマネジメント力

開発・実装力

社外ネットワーク構築力

データ分析力

第２位は特にない

第３位は特にない

自社の人材に必要なスキル（第１位、第２位、第３位）

第１位(N=160) 第２位(N=160) 第３位(N=160)

44

38

33

24

10

12

2

2

0

0

0

0

24

42

7

16

21

28

7

4

6

9

1

0

15

19

15

16

20

41

7

9

10

10

0

3

0 20 40 60 80 100 120

事業企画力（事業デザイン力、マーケティン…

改革推進力（業務とIT両面での実行力）

チャレンジを認めるリーダーシップ

アイデア構想力

社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへ…

技術力（新技術の評価・適用・目利きなど）

デジタル担当組織・人材のマネジメント力

開発・実装力

社外ネットワーク構築力

データ分析力

第２位は特にない

第３位は特にない

自社の人材に必要なスキル（第１位、第２位、第３位）

第１位(N=165) 第２位(N=165) 第３位(N=165)

デジタル化の企画・推進にあたり必要なスキルの上位の傾向は昨年度と同様。
デジタル人材 自社の人材に必要なスキル

2018年度 2019年度

※2019年度は、回答選択肢に「強い新年を持ち行動し続ける力」を追加
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トップランナーが必要と考える能力・スキルとしては、事業企画力や改革推進力が上位を占め
る。

デジタル人材 自社の人材に必要なスキル（取組別）

15.9

20.8

18.2

7.9

4.2

13.6

0.0

1.4

0.0

9.5

11.1

18.2

30.2

31.9

22.7

23.8

20.8

13.6

3.2

5.6

4.5

0.0

1.4

4.5

1.6

0.0

0.0

3.2

1.4

0.0

4.8

1.4

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q19：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優先度の高い順に１
位～３位までご選択ください。・第１位

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む） 社外ネットワーク構築力
アイデア構想力 事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力 データ分析力
デジタル担当組織・人材のマネジメント力 強い信念を持ち行動し続ける力

22.4

16.1

25.9

2.0

5.7

14.8

0.0

0.0

0.0

20.4

11.5

11.1

28.6

27.6

22.2

16.3

28.7

18.5

8.2

8.0

3.7

0.0

1.1

3.7

0.0

0.0

0.0

2.0

1.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=49)

セカンドランナー(N=87)

フォロワー(N=27)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q18：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優先度の高い順に１
位～３位までご選択ください。・第１位

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む） 社外ネットワーク構築力
アイデア構想力 事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力 データ分析力
デジタル担当組織・人材のマネジメント力

2018年度

2019年度
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【ご参考】 製造業・非製造業別

デジタル人材 自社の人材に必要なスキル（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

20.0

16.0 

8.2

5.3 

0.0

1.3 

12.9

9.3 

34.1

26.7 

17.6

24.0 

2.4

8.0 2.7 

1.22.4

1.3 

1.2

5.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=85）

非製造業（N=75）

Q19：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優先度の高い順に１位～
３位までご選択ください。 ・第１位

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む） 社外ネットワーク構築力
アイデア構想力 事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力 データ分析力
デジタル担当組織・人材のマネジメント力 強い信念を持ち行動し続ける力

17.6%

22.5%

7.1%

5.0%

0.0%

0.0%

10.6%

18.8%

29.4%

23.8%

25.9%

20.0%

4.7%

10.0%

2.4%

0.0%

0.0%

0.0%

2.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (N=85)

非製造業 (N=80)

Q18：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優先度の高い順に
１位～３位までご選択ください。 ・第１位

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む） 社外ネットワーク構築力
アイデア構想力 事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力 データ分析力
デジタル担当組織・人材のマネジメント力

2018年度

2019年度
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【ご参考】 業種別

デジタル人材 自社の人材に必要なスキル（業種別）

18.1

44.4

21.2

8.3

22.2

3.8

24.1

18.2

6.9

0.0

11.5

4.2

0.0

7.7

6.9

0.0

0.6

0.0

0.0

0.0

11.1

0.0

0.0

0.0

11.3

22.2

11.5

12.5

11.1

11.5

6.9

9.1

30.6

11.1

32.7

45.8

44.4

19.2

27.6

27.3

20.6

0.0

21.2

16.7

11.1

23.1

27.6

27.3

5.0

0.0

1.9

4.2

0.0

15.4

3.4

9.1

1.3

0.0

0.0

0.0

0.0

7.7

0.0

0.0

0.6

0.0

0.0

4.2

0.0

0.0

0.0

0.0

1.9

22.2

0.0

0.0

0.0

0.0

3.4

0.0

3.1

0.0

0.0

4.2

0.0

11.5

0.0

9.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=52)

機械器具製造(N=24)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q19：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していくために、自社の人材に必要とお考えの能力・スキルは何でしょうか。優
先度の高い順に１位～３位までご選択ください。・第１位

チャレンジを認めるリーダーシップ 社内調整力（経営トップ、ステークホルダーへの働きかけなどを含む）
社外ネットワーク構築力 アイデア構想力
事業企画力（事業デザイン力、マーケティング力含む） 改革推進力（業務とIT両面での実行力）
技術力（新技術の評価・適用・目利きなど） 開発・実装力
データ分析力 デジタル担当組織・人材のマネジメント力
強い信念を持ち行動し続ける力
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6.9

6.1

6.7

6.3

5.5

4.8

30.0

23.6

29.1

42.5

47.9

41.8

9.4

6.7

7.9

0.0

1.8

1.8

0.6

4.2

2.4

0.6

0.6

1.2

0.0

0.0

0.0

3.8

3.6

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q20：前問で回答いただいた能力・スキルをどのように獲得していく予定ですか。もっともあてはまるものを１つご選択ください。
(N=160)

自社内で独力で育成（事業部門内） 自社内で独力で育成（IT部門内）
外部のサポートを受けながら、自社で育成（事業部門内） 外部のサポートを受けながら、自社で育成（IT部門内）
外部から獲得（中途採用面接） 外部から獲得（他社からスカウト）
外部から獲得（M&A、他社に出資等） 大学等の教育機関・研究機関との連携強化
10代の若者、学生を早期にスカウト その他

昨年度同様、デジタル人材を自社内で育成すると考える割合が高い。

デジタル人材 能力・スキルの獲得方法

その他（自由回答）
• 経営トップが率先垂範
• 自社、外部、教育機関・研究機関との連携強化
• 自社内で独力で育成するが、事業部門／IT部門は問わ

ない
• 様々な手段を使うべきで、特定なものは選択出来ない
• 上記複数の組み合わせ
• 研究機関との連携、自社内で情報系以外から人材発掘
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事業部門内で外部のサポートを受けながら自社での育成を考える企業が増加。
この傾向は製造業・非製造業ともに同様。

デジタル人材 能力・スキルの獲得方法（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

4.7 

9.3 

5.9 

6.7 

29.4 

30.7 

44.7 

40.0 

10.6 

8.0 1.3 1.3 

4.7 

2.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=85）

非製造業
（N=75）

Q20：前問で回答いただいた能力・スキルをどのように獲得していく予定ですか。もっともあてはまるものを１つご選択ください。

自社内で独力で育成（事業部門内） 自社内で独力で育成（IT部門内）
外部のサポートを受けながら、自社で育成（事業部門内） 外部のサポートを受けながら、自社で育成（IT部門内）
外部から獲得（中途採用面接） 外部から獲得（M&A、他社に出資等）
大学等の教育機関・研究機関との連携強化 その他

5.9%

6.3%

4.7%

6.3%

25.9%

21.3%

45.9%

50.0%

9.4%

3.8%

3.5%

0.0%

2.4%

6.3%

1.2%

0.0%

0.0%

0.0%

1.2%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (N=85)

非製造業 (N=80)

Q19：前問で回答いただいた能力・スキルをどのように獲得していく予定ですか。もっともあてはまるものを１つご選択ください。

自社内で独力で育成（事業部門内） 自社内で独力で育成（IT部門内）
外部のサポートを受けながら、自社で育成（事業部門内） 外部のサポートを受けながら、自社で育成（IT部門内）
外部から獲得（中途採用面接） 外部から獲得（他社からスカウト）
外部から獲得（M&A、他社に出資等） 大学等の教育機関・研究機関との連携強化

2018年度

2019年度
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【ご参考】 業種別

デジタル人材 能力・スキルの獲得方法（業種別）

6.9

0.0

3.8

8.3

0.0

3.8

10.3

27.3

6.3

0.0

5.8

8.3

11.1

7.7

6.9

0.0

30.0

11.1

32.7

29.2

22.2

26.9

37.9

27.3

42.5

55.6

40.4

50.0

33.3

50.0

34.5

36.4

9.4

11.1

13.5

4.2

22.2

3.8

6.9

9.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

0.0

0.0

11.1

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

3.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

3.8

22.2

3.8

0.0

0.0

7.7

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=52)

機械器具製造(N=24)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q20：前問で回答いただいた能力・スキルをどのように獲得していく予定ですか。もっともあてはまるものを１つご選択ください。

自社内で独力で育成（事業部門内） 自社内で独力で育成（IT部門内） 外部のサポートを受けながら、自社で育成（事業部門内）

外部のサポートを受けながら、自社で育成（IT部門内） 外部から獲得（中途採用面接） 外部から獲得（他社からスカウト）

外部から獲得（M&A、他社に出資等） 大学等の教育機関・研究機関との連携強化 10代の若者、学生を早期にスカウト

その他
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トップランナーの約5割がデジタル人材の具体的な採用・育成計画の実行段階にある。

デジタル人材 デジタル人材の採用・育成計画の策定

32.5

49.2

22.2

18.2

10.8

9.5

12.5

9.1

27.4

23.8

30.6

27.3

18.5

11.1

26.4

13.6

4.5

1.6

2.8

18.2

6.4

4.8

5.6

13.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q21：デジタルビジネスやデジタル化を企画・推進していく人材の確保に向け、具体的な採用・育成計画を策定していますか。

実行中 実行に向けて準備中（計画策定済み） 現在策定中 策定予定はあるがまだ未着手 策定・実行する予定はない 分からない
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デジタル技術
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23.8

27.5

16.3

54.4

28.1

10.0

2.5

4.4

9.4

6.3

7.5

5.6

1.3

3.8

7.5

0.0

2.5

3.8

6.9

16.9

23.8

4.4

9.4

17.5

0.6

0.0

1.9

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=160)

第２位(N=160)

第３位(N=160)

Q22：デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて、どのような新技術領域に着目していますか。着目順に１位～３位までご選択ください。

IoT （Internet of Things）関連 AI（人工知能） ブロックチェーン、仮想通貨
X-Tech（FinTech、HealthTechなど） VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR(複合現実） ウェアラブルコンピューティング
ロボット、RPA（Robotic Process Automation） 5G その他
第２位は特にない 第３位は特にない

26.1

28.5

18.2

51.5

31.5

13.9

2.4

5.5

13.9

1.8

5.5

6.7

0.6

4.2

14.5

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

1.2

14.5

23.0

30.9

1.8

0.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１位(N=165)

第２位(N=165)

第３位(N=165)

Q20：デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて、どのような新技術領域に着目していますか。着目順に１位～３位までご選択ください。

IoT （Internet of Things）関連 AI（人工知能） ブロックチェーン、仮想通貨
X-Tech（FinTech、HealthTechなど） VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR(複合現実） ウェアラブルコンピューティング
ドローン ロボット、RPA（Robotic Process Automation） その他

昨年度と同様、AIを新技術として着目する割合が最も大きい。

デジタル技術 着目している新技術領域

2018年度

2019年度

※2019年度は、回答選択肢から「ドローン」を削除し、「5G」を追加

＋2.9
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87 

38 

11 

7 

10 

4 

2 

1 

0 

45 

44 

27 

15 

12 

7 

6 

4 

0 

16 

26 

38 

28 

9 

15 

12 

6 

7 

3 

0 

0 20 40 60 80 100 120 140 160

AI（人工知能）

IoT （Internet of Things）関連

ロボット、RPA（Robotic Process Automation）

5G

X-Tech（FinTech、HealthTechなど）

ブロックチェーン、仮想通貨

VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR(複合現実）

ウェアラブルコンピューティング

第３位は特にない

その他

第２位は特にない

第１位(N=160) 第２位(N=160) 第３位(N=160)

着目している新技術領域については、AI、IoTが突出している。
第3位まで含めると、次いで、ロボット、RPA、5Gが着目されている。

デジタル技術 着目している新技術領域

デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて着目している新技術領域（第１位、第２位、第３位）

※2019年度は、回答選択肢から「ドローン」を削除し、「5G」を追加
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85

43

24

3

4

1

1

4

52

47

38

9

9

7

1

2

23

30

51

11

23

24

1

2

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

AI（人工知能）

IoT （Internet of Things）関連

ロボット、RPA（Robotic Process 
Automation）

X-Tech（FinTech、HealthTechなど）

ブロックチェーン、仮想通貨

VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／
MR(複合現実）

ウェアラブルコンピューティング

その他

第１位(N=165) 第２位(N=165) 第３位(N=165)

87 

38 

11 

7 

10 

4 

2 

0 

0 

1 

0 

45 

44 

27 

15 

12 

7 

6 

4 

0 

0 

0 

16 

26 

38 

28 

9 

15 

12 

6 

7 

3 

0 

0 20 40 60 80 100 120 140 160

AI（人工知能）

IoT （Internet of Things）関連

ロボット、RPA（Robotic Process …

5G

X-Tech（FinTech、HealthTechなど）

ブロックチェーン、仮想通貨

VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／…

ウェアラブルコンピューティング

第３位は特にない

その他

第２位は特にない

第１位(N=160) 第２位(N=160) 第３位(N=160)

着目している新技術の上位はAI、IoT、ロボット。昨年度と変わらず。

デジタル技術 着目している新技術領域

2018年度 2019年度 デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて着目して
いる新技術領域（第１位、第２位、第３位）

デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて着目して
いる新技術領域（第１位、第２位、第３位）

※2019年度は、回答選択肢から「ドローン」を削除し、「5G」を追加
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32.9 

13.3 

55.3 

53.3 

1.2 

4.0 

1.2 

12.0 

2.4 4.7 

9.3 

2.4 

6.7 1.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=85）

非製造業（N=75）

IoT （Internet of Things）関連 AI（人工知能） ブロックチェーン、仮想通貨
X-Tech（FinTech、HealthTechなど） VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR(複合現実） ロボット、RPA（Robotic Process Automation）
5G その他

31.8 

20.0 

54.1 

48.8 

0.0 

5.0 

0.0 

3.8 

1.2 11.8 

17.5 

0.0 

1.3 

0.0 

1.3 

1.2 

2.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (N=85)

非製造業 (N=80)

IoT （Internet of Things）関連 AI（人工知能） ブロックチェーン、仮想通貨
X-Tech（FinTech、HealthTechなど） VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR(複合現実） ロボット、RPA（Robotic Process Automation）
ウェアラブルコンピューティング ドローン その他

非製造業（特に金融）でX-Tecへの注目度が増している

デジタル技術 着目している新技術領域（業種別） 製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

2018年度

2019年度

Q20：デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて、どのような新技術領域に着目していますか。着目順に１位～３位までご選択ください。 ・第１位

※2019年度は、回答選択肢から「ドローン」を削除し、「5G」を追加

Q22：デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて、どのような新技術領域に着目していますか。着目順に１位～３位までご選択ください。 ・第１位
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【ご参考】 業種別

デジタル技術 着目している新技術領域（業種別）

23.8

22.2

26.9

50.0

22.2

3.8

20.7

9.1

54.4

77.8

55.8

45.8

33.3

46.2

62.1

63.6

2.5

0.0

1.9

0.0

22.2

3.8

0.0

0.0

6.3

0.0

1.9

0.0

0.0

30.8

0.0

9.1

1.3

0.0

1.9

4.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

6.9

0.0

7.7

0.0

11.1

11.5

6.9

9.1

4.4

0.0

3.8

0.0

11.1

0.0

10.3

9.1

0.6

0.0

0.0

0.0

0.0

3.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=52)

機械器具製造(N=24)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q22：デジタルビジネスおよびデジタル化への対応に向けて、どのような新技術領域に着目していますか。着目順に１位～３位までご選択くださ
い。・第１位

IoT （Internet of Things）関連 AI（人工知能） ブロックチェーン、仮想通貨

X-Tech（FinTech、HealthTechなど） VR（仮想現実）／AR（拡張現実）／MR(複合現実） ウェアラブルコンピューティング

ロボット、RPA（Robotic Process Automation） 5G その他

第２位は特にない 第３位は特にない

※2019年度は、回答選択肢から「ドローン」を削除し、「5G」を追加
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【ご参考】 着目する技術の1位～3位

デジタル技術 着目している新技術領域（業種別）

業種分類 第1位 第2位 第3位

建築・土木 AI IoT

素材製造 AI IoT ロボット、RPA

機械器具製造 IoT AI VR/AR

商社・流通 AI
IoT

ロボット、RPA

金融 AI X-Tech ロボット、RPA

社会インフラ AI IoT 5G

サービス AI
IoT

X-Tech
ロボット、RPA

5G

業種分類 第1位 第2位 第3位

建築・土木 IoT AI ロボット、RPA

素材製造 AI IoT ロボット、RPA

機械器具製造 AI IoT ロボット、RPA

商社・流通 AI ブロックチェーン
IoT

ロボット、RPA

金融 AI ロボット、RPA X-Tech

社会インフラ AI IoT ロボット、RPA

サービス AI ロボット、RPA IoT

2018年度 2019年度
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31.9

19.4

13.9

8.2

45.6

58.2

53.3

40.4

7.5 13.1

20.6

29.7

45.2

0.6

1.2

2.4

4.8

1.3

0.6

0.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

2016年度
（N=208）

Q23：前問で、貴社が最も着目しているとご回答いただいた「Q22の第1位の回答表示）」の新技術につい
て、検討・導入状況をご選択ください。(N=160)

既にビジネスに本格的に導入済 現在、実証実験中 プレスタディを行った 現在、技術を探索中 検討していない その他

着目している新技術に対して「導入済」とする企業が、 2016年度から増加し続けている。
昨年と比較して12.5ポイント増加。

デジタル技術 新技術の検討・導入状況

※2019年度は、回答選択肢に「プレスタディを行った」を追加
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【ご参考】デジタル化の取組み別

デジタル技術 新技術の検討・導入状況（取組み別）

※2019年度は、回答選択肢に「プレスタディを行った」を追加

31.8

47.6

23.6

13.6

45.9

42.9

50.0

40.9

7.6

3.2

8.3

18.2

12.7

4.8

15.3

27.3

0.6

0.0

1.4

0.0

1.3

1.6

1.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q23：前問で、貴社が最も着目しているとご回答いただいた「Q22の第1位の回答表示）」の新技術について、検
討・導入状況をご選択ください。[SA]

既にビジネスに本格的に導入済 現在、実証実験中 プレスタディを行った 現在、技術を探索中 検討していない その他
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デジタル人材
1. 企業の多くは、デジタル化の企画・推進にあたって、事業企画力、改革推進力を必要としている。
2. 昨年度同様、デジタル人材を自社内で育成すると考える割合が高い。

事業部門内で外部のサポートを受けながら自社での育成を考える企業が増加傾向。
3. トップランナーの約5割がデジタル人材の具体的な採用・育成計画の実行段階にある。

活用技術
1. 昨年度と変わらず、着目している新技術領域については、IoT、AIが突出している。

次いで、ロボット、RPA、5Gが着目されている。
2. 着目している新技術に対して「導入済」とする企業が、 2016年度から増加し続けている。

アンケート結果の考察５ （デジタル化を推進する人材と活用技術）

考察
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法的規制や商習慣の弊害
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18.1

9.7

11.5

40.6

44.8

43.0

38.8

43.6

45.5

2.5

1.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q24：デジタルビジネスやデジタル化への対応を推進するにあたり、法的規制や商習慣が障害になっているとお考えですか。
(N=160)

強く感じる ある程度、感じる あまり感じない 全く感じない その他

法的規制や商習慣を弊害と強く感じる企業が増えている。

法的規制や商習慣の弊害 法的規制や商習慣が障害となっているか

＋8.4
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【ご参考】 製造業・非製造業別

法的規制や商習慣の弊害 法的規制や商習慣が障害となっているか（業種別）

製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

15.3%

21.3%

41.2%

40.0%

42.4%

34.7%

1.2%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=85）

非製造業（N=75）

Q24：デジタルビジネスやデジタル化への対応を推進するにあたり、法的規制や商習慣が障害になっているとお考えですか。

強く感じる ある程度、感じる あまり感じない 全く感じない

12.9%

6.3%

38.8%

51.3%

48.2%

38.8%

0.0%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (N=85)

非製造業 (N=80)

Q22：デジタルビジネスやデジタル化への対応を推進するにあたり、法的規制や商習慣が障害になっているとお考えですか。

強く感じる ある程度、感じる あまり感じない 全く感じない

2018年度

2019年度
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【ご参考】 業種別

法的規制や商習慣の弊害 法的規制や商習慣が障害となっているか（業種別）

18.1

11.1

19.2

8.3

0.0

23.1

27.6

18.2

40.6

33.3

40.4

45.8

55.6

42.3

37.9

27.3

38.8

55.6

40.4

41.7

44.4

34.6

27.6

45.5

2.5

0.0

0.0

4.2

0.0

0.0

6.9

9.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=52)

機械器具製造(N=24)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q24：デジタルビジネスやデジタル化への対応を推進するにあたり、法的規制や商習慣が障害になっているとお考えですか。

強く感じる ある程度、感じる あまり感じない 全く感じない その他

▼16.7

▼15.6

▼7.1

▼0.0

▼0.0

▼10.0

▼8.3

▼：2018年度の「強く感じる」割合
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43.6

35.1

19.1

11.7

9.6

75.5

25.5

2.1

5.3

40.0

30.0

16.7

11.1

20.0

71.1

18.9

2.2

1.1

45.6

38.9

18.9

13.3

23.3

62.2

26.7

3.3

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安全に関わる法令・規制

取引に関わる法令・規制

商品に関わる法令・規制

貿易に関わる法令・規制

労働に関わる法令・規制

個人情報に関わる法令・規則

事業者に関わる法令・規制

弱者保護に関わる法令・規制

その他

Q24S1：障害と考える法的規制をご選択ください。（複数選択可）(N=94)

2019年度（N=94） 2018年度（N=90） 2017年度（N=90）

障害と考える法的規制は「個人情報に関わる法令・規則」が最多で、2年続けて割合が高
まっている。

法的規制や商習慣の弊害 障害と考える法的規制

その他（自由回答）

• IT内部統制等
• グローバルのデータ移行（GDPR等）
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10.6

31.9

12.8

23.4

27.7

37.2

6.4

39.4

9.6

8.9

21.1

11.1

18.9

26.7

37.8

10.0

33.3

12.2

8.9

30.0

10.0

22.2

26.7

38.9

11.1

33.3

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現金取引

契約の不明瞭さ（契約前着手・納入など）

支払い条件の不明瞭さ（遡及訂正など）

契約内容変更の不明瞭さ（納入条件変更など）

過剰サービス（・受取人不在時のサービス・契約者住所変更時の
サービス）

署名捺印などによる証書保管

間接販売

情報公開への制約

その他

Q24S2：障害と考える商習慣をご選択ください。（複数選択可）(N=94)

2019年度（N=94） 2018年度（N=90） 2017年度（N=90）

商習慣の中で「契約の不明瞭さ」「署名捺印などによる証書保管」「情報公開への制約」を
障害と考える企業が多い。

法的規制や商習慣の弊害 障害と考える商習慣

その他（自由回答）

• 契約条件が明瞭であるがゆえに、Agile開発
やPocがやりにくい

• 業務委託契約
• 安全保障貿易管理
• 取引方法
• 顧客の「新しいもの」への拒否反応
• これまでの当社流通とは異なる商習慣全般
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法的規制や商習慣の弊害
1. 法的規制や商習慣を弊害と強く感じる企業が、昨年度から8.4ポイント増加し、約18%。

製造業よりも非製造業の方が増加割合が多い。
（製造業：2.4ポイント増、非製造業：15.0ポイント増）

2. 障害と考える法的規制として、「個人情報に関わる法令・規則」が最多（75.5%）で、過去2年
続けて割合が高まっている。（2017年度：62％、2018年度：約71%）

3. 障害と考える商習慣として、「契約の不明瞭さ」「署名捺印などによる証書保管」「情報公開への
制約」を障害と考える企業が多い。

アンケート結果の考察６ （法的規制や商習慣の弊害）

考察
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レガシーシステムの状況
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本調査におけるレガシーシステムの定義

レガシーシステムの状況

①技術面の老朽化

古い要素技術やパッケージでシステムが構成されており、H/W等が故障する
と代替がきかない状況。または、古い要素技術に対応できる技術者の確
保が難しい状況

②システムの肥大化・複雑化

システムが複雑で昨日の追加・変更が困難となり、現行業務の遂行や改
善に支障がある状況。システムの変更が難しい耐え、外部に補完機能が増
えたり、人が運用をカバーしなくてはいけない状況

③ブラックボックス化

ドキュメントなどが整備されておらず、属人的な運用・保守状態にあり、障
害が発生しても原因がすぐにわからない状況。または、再構築のために現行
システムの仕様が再現できない状況
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8.8

12.7

14.5

32.5

38.2

36.4

30.6

24.8

26.7

26.9

23.6

21.2

0.0

0.0

0.6

1.3

0.6

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=160）

2018年度
（N=165）

2017年度
（N=165）

Q25：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになる場合がありますが、貴社の既存のレガシーシステム
の状況についてあてはまるものを１つご選択ください。(N=160)

既にレガシーシステムはない 一部領域のみ、レガシーシステムは残っている 半分程度がレガシーシステムである

ほとんどがレガシーシステムである その他 分からない

レガシーシステムを撤廃・縮小した企業の割合が減少している。
レガシーシステムの実態を再認識した企業もあると思料される。

レガシーシステムの状況 レガシーシステムの状況
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レガシーシステムを撤廃・縮小した企業の割合が製造業で減少している。

レガシーシステムの状況 レガシーシステムの状況（業種別） 製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

16.5%

8.8%

41.2%

35.0%

22.4%

27.5%

20.0%

27.5%

0.0%

0.0%

0

0.0125

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 (N=85)

非製造業 (N=80)

Q23：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになる場合がありますが、貴社の既存のレガシーシステムの状況につ
いてあてはまるものを１つご選択ください。

既にレガシーシステムはない 一部領域のみ、レガシーシステムは残っている 半分程度がレガシーシステムである ほとんどがレガシーシステムである その他 分からない

7.1%

10.7%

38.8%

25.3%

28.2%

33.3%

23.5%

30.7%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（N=85）

非製造業（N=75）

Q25：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになる場合がありますが、貴社の既存のレガシーシステムの状況につ
いてあてはまるものを１つご選択ください。

既にレガシーシステムはない 一部領域のみ、レガシーシステムは残っている 半分程度がレガシーシステムである ほとんどがレガシーシステムである 分からない

2018年度

2019年度
－9.4 －2.4
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8.8

11.1

7.7

4.2

0.0

11.5

10.3

18.2

32.5

44.4

36.5

41.7

22.2

15.4

37.9

18.2

30.6

44.4

23.1

33.3

66.7

38.5

20.7

27.3

26.9

0.0

28.8

20.8

11.1

34.6

31.0

36.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.3

0.0

3.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

建築・土木(N=9)

素材製造(N=52)

機械器具製造(N=24)

商社・流通(N=9)

金融(N=26)

社会インフラ(N=29)

サービス(N=11)

業
種
分
類
（
見
直
し後

）

Q25：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになる場合がありますが、貴社の既存のレガシーシステムの状況についてあて
はまるものを１つご選択ください。

既にレガシーシステムはない 一部領域のみ、レガシーシステムは残っている 半分程度がレガシーシステムである ほとんどがレガシーシステムである その他 分からない

【ご参考】 業種別

レガシーシステムの状況 レガシーシステムの状況（業種別）

▼：2018年度の「既にレガシーシステムはない」割合

▼16.7

▼20.0

▼10.7

▼15.8

▼7.5

▼8.3

▼0.0
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【ご参考】 デジタル化の取組み別

レガシーシステムの状況 レガシーシステムの状況（取組み別） 製造業 ：建築・土木、素材製造、機械器具製造
非製造業 ：商社・流通、金融、社会インフラ、サービス

8.3

14.3

4.2

4.5

32.5

39.7

30.6

18.2

31.2

30.2

37.5

13.6

27.4

15.9

26.4

63.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

1.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q25：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになる場合がありますが、貴社の既存のレガシーシステムの状況についてあて
はまるものを１つご選択ください。

既にレガシーシステムはない 一部領域のみ、レガシーシステムは残っている 半分程度がレガシーシステムである ほとんどがレガシーシステムである その他 分からない

12.3

26.5

5.7

7.4

38.7

32.7

41.4

40.7

25.2

24.5

26.4

22.2

23.3

14.3

26.4

29.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

2.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=49)

セカンドランナー(N=87)

フォロワー(N=27)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q23：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになる場合がありますが、貴社の既存のレガシーシステムの状況についてあて
はまるものを１つご選択ください。

既にレガシーシステムはない 一部領域のみ、レガシーシステムは残っている 半分程度がレガシーシステムである ほとんどがレガシーシステムである その他 分からない

2018年度

2019年度
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29.9

16.1

20.7

47.2

55.2

50.0

21.5

24.5

25.0

1.4

4.2

4.3

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=144）

2018年度
（N=143）

2017年度
（N=140）

Q25S1：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになっていると感じますか。(N=144)

強く感じる ある程度、感じる あまり感じない 全く感じない その他

昨年度と同様、レガシーシステムの存在を、デジタル化対応の足かせと感じる企業が多い。

レガシーシステムの状況 足かせと感じているか
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29.9

0.0

11.5

28.6

53.5

47.2

0.0

50.0

46.9

44.2

21.5

0.0

34.6

24.5

2.3

1.4

0.0

3.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

既にレガシーシステムはない(N=0)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=52)

半分程度がレガシーシステムである(N=49)

ほとんどがレガシーシステムである(N=43)

Q2
5_
レガ

シ
ーシ
ステ

ム
の
状
況

Q25S1：レガシーシステムの存在が、デジタル化の進展への対応の足かせになっていると感じますか。

強く感じる ある程度、感じる あまり感じない 全く感じない その他

昨年度と同様に、レガシーシステムが多い企業ほど、それらがデジタル化対応の足かせと強く感
じる企業が多い。

レガシーシステムの状況 足かせと感じているか（レガシー状況別）
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31.5

59.5

40.5

40.5

6.3

39.6

23.4

44.1

46.8

59.5

2.7

27.5

58.8

39.2

41.2

4.9

35.3

32.4

40.2

46.1

52.0

2.0

35.4

46.5

39.4

38.4

4.0

35.4

22.2

37.4

49.5

45.5

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

分析に必要なデータが不足している、ない

レガシーシステムとのデータ連携が困難

技術的な制約や性能の限界がある

有識者がいない、ブラックボックス化しているため触れた…

メーカーのサポートが切れており触れたくない

特定メーカーの製品・技術の制約があり、多大な改修…

特定技術に関する技術者を確保するのに、多大なコス…

維持・運用費が高く、改修コストを捻出しにくい

ドキュメントが整備されていないため調査に時間を要する

影響が多岐にわたるため試験に時間を要する

その他

Q25S2：足かせになっていると感じる理由をご選択ください。（複数選択可）(N=111)

2019年度（N=111） 2018年度（N=102） 2017年度（N=99）

デジタル化の進展が進んできたことから、レガシーシステムにおけるデータ連携の課題や、
ビジネスで求められるデリバリー時間に関する課題として認識する割合が大きくなってきている。

レガシーシステムの状況 足かせと感じる理由
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32.5

29.4

35.0

67.5

52.9

60.0

45.0

35.3

45.0

40.0

39.2

45.0

7.5

3.9

10.0

42.5

41.2

30.0

17.5

27.5

25.0

40.0

45.1

50.0

45.0

41.2

65.0

65.0

51.0

70.0

5.0

2.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=40)

セカンドランナー(N=51)

フォロワー(N=20)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q25S2：足かせになっていると感じる理由をご選択ください。（複数選択可）

分析に必要なデータが不足している、ない レガシーシステムとのデータ連携が困難
技術的な制約や性能の限界がある 有識者がいない、ブラックボックス化しているため触れたくない
メーカーのサポートが切れており触れたくない 特定メーカーの製品・技術の制約があり、多大な改修コストがかかる
特定技術に関する技術者を確保するのに、多大なコストがかかる 維持・運用費が高く、改修コストを捻出しにくい
ドキュメントが整備されていないため調査に時間を要する 影響が多岐にわたるため試験に時間を要する
その他

フォロワーは、トップランナーに比べ、ドキュメント未整備が足かせとなっていると感じている企業が
多い。

レガシーシステムの状況 足かせと感じる理由（取組別）
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ほとんどがレガシーシステムである企業では、レガシーが一部領域のみの企業と比較して、影響
が多岐に渡るため試験に時間を要していることを足かせと感じている企業が多い。

レガシーシステムの状況 足かせと感じる理由（レガシー状況別）

25.0

40.5

28.6

62.5

56.8

59.5

37.5

35.1

47.6

37.5

35.1

47.6

6.3

2.7

9.5

31.3

43.2

42.9

31.3

16.2

23.8

34.4

40.5

54.8

50.0

43.2

47.6

40.6

64.9

69.0

3.1

2.7

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている
(N=32)

半分程度がレガシーシステムである(N=37)

ほとんどがレガシーシステムである(N=42)
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Q25S2：足かせになっていると感じる理由をご選択ください。（複数選択可）

分析に必要なデータが不足している、ない レガシーシステムとのデータ連携が困難
技術的な制約や性能の限界がある 有識者がいない、ブラックボックス化しているため触れたくない
メーカーのサポートが切れており触れたくない 特定メーカーの製品・技術の制約があり、多大な改修コストがかかる
特定技術に関する技術者を確保するのに、多大なコストがかかる 維持・運用費が高く、改修コストを捻出しにくい
ドキュメントが整備されていないため調査に時間を要する 影響が多岐にわたるため試験に時間を要する
その他
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58.3

41.3

49.3

38.2

51.0

42.9

3.5

6.3

5.0

0.0

0.7

2.1

0.0

0.7

0.0

0.0

0.0

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=144）

2018年度
（N=143）

2017年度
（N=140）

Q25S3：レガシーシステムからの脱却・更新の必要性について１つご選択ください。(N=144)

強く必要性を感じる ある程度、必要性を感じる あまり必要性を感じない 全く必要性を感じない その他 分からない

昨年度に引き続き、レガシーシステムからの脱却・更新の必要性を感じている。
レガシーシステムの状況 レガシーシステムからの脱却・更新の必要性

96.5%



240Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

38.2

30.3

34.3

29.2

28.2

27.9

18.1

29.6

23.6

10.4

5.6

6.4

2.1

4.2

4.3

2.1

0.0

0.7

0.0

2.1

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度
（N=144）

2018年度
（N=142）

2017年度
（N=140）

Q25S4：今後のレガシーシステムの対応方針について、最もあてはまるものを１つご選択ください。(N=144)

更新を実施中 更新を計画中 まだ未計画であるが、いずれ更新予定
そのまま残し、API基盤等で連携 現状維持（塩漬け） その他
分からない

昨年よりもレガシーシステム更新の取り組みが進展している。

レガシーシステムの状況 レガシーシステムの対応方針
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65.0

59.4

41.9

35.6

31.9

21.3

8.8

4.4

3.1

1.9

58.3

60.6

50.0

43.9

33.3

31.1

6.1

6.1

0.8

62.8

53.5

44.2

33.3

39.5

38.0

3.9

10.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営者の理解と承認

複雑化（スパゲッティ化したシステム）の解消

IT投資の増加

開発・保守、維持・運用のための要員確保

更新に制約のある技術の置き換え

既存システムを理解しているIT要員の増員

その他

IT投資減税の拡大

社外（社内他部門）から推進役を招へい

分からない

2019年度（N=160） 2018年度（N=132） 2017年度（N=129）

経営者の理解と承認、複雑化の解消が、レガシーシステム脱却に必要な施策と認識されてい
る。

レガシーシステムの状況 レガシーシステム脱却・更新を成功させるための秘訣

その他（自由回答）

• 更新に必要となるコスト・期間に対する経営層の理解
• レガシーシステム利用者の理解と協力
• Iビジネス改革の推進
• 事業部門側の変革意識、業務プロセス改革（スリム化）
• 業務プロセスの標準化とクラウドサービスの活用
• T戦略立案とエンタープライズ・アーキテクチャ
• コンテナなど先進技術の積極活用によるシステム更新の負荷低減
• よいパッケージとサービスの選定
• 経営統合

Q25S5：レガシーシステムからの脱却・更新を成功させるための秘訣は何とお考えですか。（複数選択可）(N=160)
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【ご参考】デジタル化の取り組み別

レガシーシステムの状況 レガシーシステム脱却・更新を成功させるための秘訣（取組別）

66.7

65.3

59.1

34.9

50.0

36.4

58.7

63.9

54.5

15.9

27.8

18.2

30.2

44.4

27.3

41.3

26.4

27.3

4.8

2.8

9.1

3.2

2.8

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
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み
状
況

Q25S5：レガシーシステムからの脱却・更新を成功させるための秘訣は何とお考えですか。（複数選択可）

経営者の理解と承認 IT投資の増加 複雑化（スパゲッティ化したシステム）の解消 既存システムを理解しているIT要員の増員

開発・保守、維持・運用のための要員確保 更新に制約のある技術の置き換え IT投資減税の拡大 社外（社内他部門）から推進役を招へい
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50.0

61.5

67.3

72.1

28.6

40.4

49.0

39.5

28.6

55.8

69.4

65.1

7.1

23.1

28.6

16.3

14.3

40.4

42.9

30.2

28.6

34.6

28.6

34.9

0.0

3.8

0.0

11.6

0.0

1.9

2.0

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既にレガシーシステムはない(N=14)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=52)

半分程度がレガシーシステムである(N=49)

ほとんどがレガシーシステムである(N=43)
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況

Q25S5：レガシーシステムからの脱却・更新を成功させるための秘訣は何とお考えですか。（複数選択可）

経営者の理解と承認 IT投資の増加 複雑化（スパゲッティ化したシステム）の解消 既存システムを理解しているIT要員の増員

開発・保守、維持・運用のための要員確保 更新に制約のある技術の置き換え IT投資減税の拡大 社外（社内他部門）から推進役を招へい

【ご参考】

レガシーシステムの状況 レガシーシステム脱却・更新を成功させるための秘訣（レガシー状況別）
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15.6

61.3

25.0

60.6

58.1

35.0

20.6

61.9

49.4

37.5

1.3

1.3

3.8

17.7

68.9

17.7

50.0

49.4

26.8

20.1

62.2

47.0

33.5

0.6

0.6

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

様々なアイデアのシステム化を気軽に試すことができる

事業環境の変化に柔軟に対応できるようになる

他社との協業の幅が広がる

レガシーシステムからの脱却・更新と同時に業務プロセスを見直すため、業務効率化に繋がる

基幹システムとのデータ連携が容易になる

レガシーシステムからの脱却・更新を経験することで、IT人材のスキルが向上する

システムの保守・運用担当者を事業部門に配置でき、事業部門のIT関連業務の改革が進む

新技術が活用しやすくなる

システム改修コストを抑制できる

システム改修の時間を大幅に減少できる

その他

得られた価値・効果はない

分からない

Q26：レガシーシステムからの脱却・更新を完了したことで、得られた価値・効果はどのようなものですか。（複数選択可）
(N=160)

2019年度（N=160） 2018年度（N=165）

レガシーシステムからの脱却・更新とデジタル化を進めることで、新技術の活用、環境変化への
柔軟な対応、データ連携や業務効率化をはかり価値・効果を得ようとする企業が多い。

レガシーシステムの状況 レガシーシステム脱却による価値・効果
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21.4

15.4

16.3

14.0

57.1

57.7

67.3

58.1

21.4

23.1

28.6

23.3

78.6

63.5

57.1

58.1

42.9

63.5

65.3

51.2

42.9

30.8

42.9

30.2

21.4

15.4

12.2

37.2

64.3

65.4

61.2

58.1

64.3

46.2

44.9

55.8

57.1

26.9

38.8

41.9

0.0

1.9

2.0

0.0

7.1

0.0

0.0

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既にレガシーシステムはない(N=14)

一部領域のみ、レガシーシステムは残っている(N=52)

半分程度がレガシーシステムである(N=49)

ほとんどがレガシーシステムである(N=43)
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Q26：レガシーシステムからの脱却・更新を完了したことで、得られた価値・効果はどのようなものですか。（複数選択可）

様々なアイデアのシステム化を気軽に試すことができる 事業環境の変化に柔軟に対応できるようになる
他社との協業の幅が広がる レガシーシステムからの脱却・更新と同時に業務プロセスを見直すため、業務効率化に繋がる
基幹システムとのデータ連携が容易になる レガシーシステムからの脱却・更新を経験することで、IT人材のスキルが向上する
システムの保守・運用担当者を事業部門に配置でき、事業部門のIT関連業務の改革が進む 新技術が活用しやすくなる
システム改修コストを抑制できる システム改修の時間を大幅に減少できる
その他 得られた価値・効果はない

レガシーシステムからの脱却・更新を行ったことで、デジタル化に資する業務効率化に価値・効
果を感じる企業が増えてきた。

レガシーシステムの状況 レガシーシステム脱却による価値・効果
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レガシーシステムの状況
1. レガシーシステムを撤廃・縮小した企業の割合が製造業で減少している。レガシーシステムの実態を

再認識した企業もあると思料される。
（既にレガシーシステムはない企業について、製造業は昨年度から9.4ポイント減の7.1％、非製造業は昨年度
から1.9ポイント増の10.7%）

2. 昨年度同様、レガシーシステムの存在をデジタル化対応の足かせと感じる企業 (約77%) が多い。
加えて、ほとんどがレガシーシステムである企業では、レガシーが一部領域のみの企業と比較して、影
響が多岐に渡るため試験に時間を要していることを足かせと感じている企業が多い。

3. 昨年度に引き続き、レガシーシステムからの脱却・更新の必要性（約96%）を感じている。

レガシーシステム脱却に向けて
1. 昨年度同様、レガシー脱却・更新のために必要な施策の中で、経営者の理解と承認や、複雑化

の解消を考える企業が多い。

レガシーシステム脱却による価値・効果
1. レガシーシステムからの脱却・更新とデジタル化を進めることで、新技術の活用、環境変化への柔軟

な対応、データ連携や業務効率化をはかり価値・効果を得ようとする企業が多い。

アンケート結果の考察７ （レガシーシステムの状況）

考察
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デジタル化に必要な組織・風土
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「組織の壁を超え協働できる風土」「チャレンジし易い風土」「共創の場や環境」「スピーディな意思決定、
アジャイルな実行」について、5割以上の企業が、特に重要な取り組みと認識している

デジタル化に必要な組織・風土 特に重要な取り組み

67.5

59.4

56.3

51.9

42.5

35.6

21.9

10.0

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組織の壁を超えて協働できる風土（部門を超えた共創）

失敗を認め、チャレンジし易い風土（一歩踏み出す勇気）

アイデアを創発し磨き上げる共創の場や環境（創造への情熱、発案への称賛をもつ組織風土）
（コミュニケーションが良好にとれる環境・場の提供）

スピーディな意思決定、アジャイルな実行

丸投げすることなく、自ら考え行動する意識の醸成

社員全員へのデジタル教育・啓蒙

特殊専門能力を有する人への処遇（多様な人材を遇する）

過去の成功体験からの脱却

その他

Q27S1：前問で特に重要な取り組みと考えておられることは何とお考えですか。また、特徴的な取り組みをされていましたら、そ
の他の欄にご記入ください。（複数選択可）(N=160)

その他（自由回答）
• デジタル化を推進する組織と、経営企画の配下にあるイノベーション
を推進する組織が同じ担当役員のもとで協働

• 既存の事業領域と新規事業領域について、Society5.0やSDGsへ
の貢献という軸を持ち、組織の担当組織を分けて推進

• 社内での課題解決・価値創造等のワークショップ展開や、社内SNS
での広報を通じて、社内でのデジタル・イノベーション意識を醸成

• デジタル人材育成を内製化し，デジタル化プロジェクトと連動させる
ことによってデジタル化を推進
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「組織の壁を超えて協働できる風土」に向けて取り組む企業が最も多くみられる。しかし、その
達成割合でも約12%であり、必ずしも多いとはいえない。

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況

11.9

7.5

6.3

4.4

8.1

1.9

1.3

3.1

74.4

63.1

63.1

60.0

60.0

48.1

30.6

30.6

12.5

23.8

28.8

30.0

23.8

38.8

57.5

34.4

0.0

2.5

0.6

2.5

4.4

9.4

7.5

16.9

1.3

3.1

1.3

3.1

3.8

1.9

3.1

15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組織の壁を超えて協働できる風土（部門を超えた共創）(N=160)

失敗を認め、チャレンジし易い風土（一歩踏み出す勇気）(N=160)

アイデアを創発し磨き上げる共創の場や環境（創造への情熱、発案への称賛をもつ組織風土）（コ
ミュニケーションが良好にとれる環境・場の提供）(N=160)

スピーディな意思決定、アジャイルな実行(N=160)

丸投げすることなく、自ら考え行動する意識の醸成(N=160)

社員全員へのデジタル教育・啓蒙(N=160)

特殊専門能力を有する人への処遇（多様な人材を遇する）(N=160)

過去の成功体験からの脱却(N=160)

Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げました。貴社の
取り組み状況をご選択ください。

できている 取り組んでいるが、十分ではない 取り組んでいない（必要と認識している） 取り組んでいない（必要と認識していない） 分からない
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組織・風土に関し、重要な取り組みと認識されていても、達成できている企業は多くはない。
組織・風土に対する取り組みの達成するのは容易ではないことが伺える。

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況

11 

7 

8 

4 

4 

4 

3 

6 

75 

68 

64 

67 

69 

54 

40 

63 

14 

21 

28 

27 

25 

39 

51 

31 

3 

1 

6 

1 

1 

4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組織の壁を超えて協働できる風土（部門を超えた共
創）（N=108）

失敗を認め、チャレンジし易い風土（一歩踏み出す勇
気）（N=95）

アイデアを創発し磨き上げる共創の場や環境（創造への
情熱...）（コミュニケーション...）（N=90）

スピーディな意思決定、アジャイルな実行（N=83）

丸投げすることなく、自ら考え行動する意識の醸成
（N=68）

社員全員へのデジタル教育・啓蒙（N=57）

特殊専門能力を有する人への処遇（多様な人材を遇
する）（N=35）

過去の成功体験からの脱却（N=16）
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63 

63 

60 

60 

48 

31 
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13 

24 

29 
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24 

39 
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17 
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15 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げました。貴社の取り組み状況をご選択ください。

特に重要な取り組みと考えている企業を総数とした割合 全体（N=160）における割合



251Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

【ご参考】組織の壁を超えて協働できる風土（部門を超えた共創）

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況（取組み別）

12.1

25.4

2.8

4.5

75.2

71.4

81.9

63.6

12.1

1.6

15.3

31.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

1.6

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げまし
た。貴社の取り組み状況をご選択ください。・組織の壁を超えて協働できる風土（部門を超えた共創）

できている 取り組んでいるが、十分ではない 取り組んでいない（必要と認識している） 取り組んでいない（必要と認識していない） 分からない
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【ご参考】失敗を認め、チャレンジし易い風土（一歩踏み出す勇気）

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況（取組み別）

7.6

15.9

1.4

4.5

63.7

68.3

61.1

59.1

24.2

12.7

31.9

31.8

1.9

0.0

4.2

0.0

2.5

3.2

1.4

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げまし
た。貴社の取り組み状況をご選択ください。・失敗を認め、チャレンジし易い風土（一歩踏み出す勇気）

できている 取り組んでいるが、十分ではない 取り組んでいない（必要と認識している） 取り組んでいない（必要と認識していない） 分からない
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【ご参考】アイデアを創発し磨き上げる共創の場や環境（創造への情熱、発案への称賛をもつ
組織風土）（コミュニケーションが良好にとれる環境・場の提供）

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況（取組み別）

6.4

14.3

1.4

0.0

63.1

76.2

55.6

50.0

28.7

7.9

41.7

45.5

0.6
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1.4

0.0
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0.0
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げまし
た。貴社の取り組み状況をご選択ください。・アイデアを創発し磨き上げる共創の場や環境（創造への情熱、発案

への称賛をもつ組織風土）（コミュニケーションが良好にとれる環境・場の提供）

できている 取り組んでいるが、十分ではない 取り組んでいない（必要と認識している） 取り組んでいない（必要と認識していない） 分からない



254Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd.,JUAS All rights reserved.

【ご参考】スピーディな意思決定、アジャイルな実行

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況（取組み別）

4.5

7.9

1.4

4.5

59.9

74.6

55.6

31.8

30.6

14.3

40.3

45.5

1.9

0.0

2.8

4.5

3.2

3.2

0.0

13.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げまし
た。貴社の取り組み状況をご選択ください。・スピーディな意思決定、アジャイルな実行

できている 取り組んでいるが、十分ではない 取り組んでいない（必要と認識している） 取り組んでいない（必要と認識していない） 分からない
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【ご参考】丸投げすることなく、自ら考え行動する意識の醸成

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況（取組み別）

8.3

15.9

4.2

0.0

60.5

63.5

58.3

59.1

23.6

14.3

27.8

36.4

3.8
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げまし
た。貴社の取り組み状況をご選択ください。・丸投げすることなく、自ら考え行動する意識の醸成

できている 取り組んでいるが、十分ではない 取り組んでいない（必要と認識している） 取り組んでいない（必要と認識していない） 分からない
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【ご参考】社員全員へのデジタル教育・啓蒙

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況（取組み別）

1.3

3.2

0.0

0.0

49.0

69.8

38.9

22.7

38.9

22.2

50.0

50.0

8.9
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1.6
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セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げまし
た。貴社の取り組み状況をご選択ください。・社員全員へのデジタル教育・啓蒙

できている 取り組んでいるが、十分ではない 取り組んでいない（必要と認識している） 取り組んでいない（必要と認識していない） 分からない
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【ご参考】特殊専門能力を有する人への処遇（多様な人材を遇する）

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況（取組み別）

1.3

1.6

0.0

4.5

31.2

42.9

23.6

22.7

57.3

49.2

62.5

63.6

7.0

4.8

9.7

4.5

3.2

1.6

4.2
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トップランナー(N=63)

セカンドランナー(N=72)

フォロワー(N=22)

Q5
_デ
ジ
タル

化
の
取
り組

み
状
況

Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げまし
た。貴社の取り組み状況をご選択ください。・特殊専門能力を有する人への処遇（多様な人材を遇する）

できている 取り組んでいるが、十分ではない 取り組んでいない（必要と認識している） 取り組んでいない（必要と認識していない） 分からない
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【ご参考】過去の成功体験からの脱却

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況（取組み別）

3.2

6.3

1.4

0.0

31.2

46.0

19.4

27.3

35.0
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45.8

31.8
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フォロワー(N=22)
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ジ
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化
の
取
り組

み
状
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Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げまし
た。貴社の取り組み状況をご選択ください。・過去の成功体験からの脱却

できている 取り組んでいるが、十分ではない 取り組んでいない（必要と認識している） 取り組んでいない（必要と認識していない） 分からない
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【ご参考】

デジタル化に必要な組織・風土 取り組み状況（デジタル化責任者別）
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68 
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13 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組織の壁を超えて協働できる風土（部門を超えた共創）

失敗を認め、チャレンジし易い風土（一歩踏み出す勇気）

アイデアを創発し磨き上げる共創の場や環境（創造への情熱、発案への称賛をもつ組織風
土）（コミュニケーションが良好にとれる環境・場の提供）

スピーディな意思決定、アジャイルな実行

丸投げすることなく、自ら考え行動する意識の醸成

社員全員へのデジタル教育・啓蒙

特殊専門能力を有する人への処遇（多様な人材を遇する）

過去の成功体験からの脱却

できている 取り組んでいるが、十分ではない 取り組んでいない（必要と認識している） 取り組んでいない（必要と認識していない） 分からない
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CEO、社長、代表取締役
(N=47)

CIOもしくはIT部門長
(N=41)

CDO、CTO等の
デジタル担当役員(N=25)

Q27：デジタル化を推進していく上で、組織・制度・風土・意識の面で必要と考えられる取り組みを以下に挙げました。貴社の取り組み状況をご選択ください。
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組織・風土に対する取り組み状況
1. 組織・風土に関しては、重要な取り組みと認識されていても、それを達成できている企業は多くはな

い。組織・風土に対する取り組みの達成するのは容易ではないことが伺える。
2. その中でも「組織の壁を超えて協働できる風土」に向けて取り組む企業が最も多くみられる。しかし、

その達成割合でも約12%であり、必ずしも多いとはいえない。

アンケート結果の考察８ （デジタル化に必要な組織・風土）

考察
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まとめ
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「デジタル化の取り組みに関する調査」 まとめ（1／2）

まとめ

１．デジタルビジネスに
関する認識

２．デジタル化の推進

３．デジタル化の課題や
解決の工夫

４．デジタルIT投資

•トップランナーの割合が39.4%となり、前年度よりも約10ポイント増加。
•製造業は自社の強みを顧客基盤から製品・サービスにシフトさせてきている一方、
非製造業では顧客基盤を強みと捉える割合がより増大している。

•デジタル化の責任をCEOが担う企業は年々増加し、約3割となっている。
•経営判断も伴うデジタル戦略を立案する上では、経営企画部門の関与が必要と
考えられ、 4割超の企業で経営企画部門がデジタル戦略策定に関わっている。

•デジタル施策推進は、事業部門やIT部門がリーダーシップを持ち進めようとしている。

•解決したい課題上位の検討・進捗状況は昨年度と同様だが、中でも、生産性向
上に繋がるプロセス改革の課題について成果が出ているとする企業の割合が高い。

•デジタルビジネスの推進を他社と連携して進めている企業は51%に増加。

•昨年よりも守りのIT投資の割合が増えた業界が多く、レガシー対応が認知された現
れと考えられる。今後（３年後）の攻めのIT投資の意欲は高い。

•トップランナーではIT部門以外のデジタル化に関わるIT投資予算を拡大している。

５．デジタル化を推進する
人材と活用技術

•トップランナーも含め、多くの企業が、デジタル化の企画・推進にあたり、事業企画力
や改革推進力を必要としている。

•トップランナーの約5割がデジタル人材の具体的な採用・育成計画の実行段階。
•新技術領域について、IoT、AI、ロボット、RPA、5Gが着目されている。
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「デジタル化の取り組みに関する調査」 まとめ（2／2）

まとめ

７．レガシーシステムの状
況

８．デジタル化に必要な
組織・風土

•組織・風土に関しては、重要な取り組みと認識されていても、それを達成できている
企業は多くはない。組織・風土に対する取り組みの達成するのは容易ではないこと
が伺える。

６．法的規制や商習慣の
弊害

•法的規制や商習慣を弊害と強く感じる企業が約2割に増加。
（昨年度から約8ポイント増）

•障害と考える法的規制として最多は「個人情報に関わる法令・規則」。

•デジタル化の進展が進んできたことで、レガシーシステムにおけるデータ連携の課題や、
ビジネスで求められるデリバリー時間に関する課題が足かせと感じられてきている。

•レガシーシステムからの脱却・更新をすることで、新技術の活用、環境変化への柔軟
な対応、データ連携や業務効率化を価値・効果として感じる企業が多い。
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デジタルビジネス創出に向けた、取り組みの方向性（案）

まとめ

デジタル化によって変わる未来・社会

お客様

自社

①レガシー脱却、ブラックボックス化の解消、ドキュメント整備

⑤他社との
事業連携・協業

③AI、IoT、RPAの更なる活用

⑧ビジネスモデルの創出

④デジタル組織
へのCEOの介在

⑦ビジネスモデルの変革

②PoCの繰り返しとデジタル
予算の確保

⑨プラットフォーマー化

⑥事業企画力、
改革推進力の強化
（デジタル人材育成）
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Fin
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